
CGERCGER



CGER-REPORT                                                    ISSN 1341-4356 
                                                           CGER-I079-2008 

 

 

 

家庭･業務部門の温暖化対策 

 

 

 

 

 

 

編 者 

藤沼 康実（国立環境研究所地球環境研究センター） 

下田 吉之（日本建築学会地球環境委員会温暖化対策小委員会） 

佐土原 聡（日本建築学会環境工学委員会サスティナブルシティ小委員会） 

 

 

 

 

 

地球環境研究センター 

Center for Global Environmental Research 

 

 

 
 

独立行政法人国立環境研究所 

National Institute for Environmental Studies, Japan



 

 

 



- i -

 

 

 

出版にあたって 

 

 

温室効果ガス排出量の削減目標を定めた京都議定書の達成を目指して、多くの温室効果ガ

スの排出抑制対策が様々な分野で講じられています。その結果、京都議定書の基準年（1990
年）に比べ、産業や運輸から排出される温室効果ガスの大半を占める二酸化炭素の排出量は

低減傾向にありますが、家庭・業務部門からの排出量は産業のソフト化や生活パターンの変

化に伴って、多くの省エネ対策が講じられているにもかかわらず漸増傾向にあります。 

日本建築学会では、今後の建築分野における地球温暖化対策がより一層重要になることに

鑑み、地球環境委員会（温暖化対策評価小委員会）及び環境工学委員会（サステイナブルシ

ティ WG）を組織し、当該分野で取り組むべき課題についての検討を進めています。また、

国立環境研究所地球環境研究センターでは、宮城工業高等専門学校、（株）山武、東京理科

大学、埼玉大学などと共同で、環境省が推進する「地球温暖化対策技術開発事業」において、

「建築物における空調・照明等自動コントロールシステムに関する技術開発」（2004～2006
年度）に取り組んできました。この事業は、室内環境に関するリアルタイムの熱負荷シミュ

レーションを空調・照明の自動制御に導入することによって、居住環境の快適性を維持しつ

つ、建物空調・照明からの二酸化炭素排出を抑制しようとするものです。 

これらの個別に開発されている温暖化対策技術を統合化し、家庭・業務部門全体へ適用可

能な省エネ・温暖化対策への提案を迅速に行うことともに、そこに導入される技術の評価・

検証の体制を整備することが求められています。 

本報告書「家庭･業務部門の温暖化対策」は、日本建築学会との連携のもとに、建築分野

の温暖化対策関連の研究者・技術者の皆様の協力を得て、科学的見地に基づいた温暖化対策

シナリオの指針作りやその運用に関する最近の知見を取りまとめたものです。本報告書が、

当該分野における今後の温暖化対策の策定・評価に向けて、一つの起点となれば幸いです。 

 

 

 

 

                                     平成 20 年 2 月 
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はじめに 

 

 

地球温暖化防止に向けて、省エネルギーの促進、新エネルギーの導入、低炭素社会の構築

など、様々な温暖化対策技術の導入や社会制度の改革が急がれています。しかし、私たちの

生活を取り巻く部門（業務・民生部門）においては、温暖化対策技術の開発・導入が遅れて

います。 

環境省が推進する地球温暖化対策技術開発事業では、様々な分野から温暖化対策技術の開

発に取り組んでおり、その一つとして、国立環境研究所では、2004～2006 年度にかけて宮城

工業高等専門学校、（株）山武、東京理科大学、埼玉大学などと連携して、「建築物におけ

る空調・照明等自動コントロールシステムに関する技術開発」に取り組んできました。この

事業は、居住環境の快適性を維持しつつ、建物空調・照明からの二酸化炭素排出を抑制する

新たな空調制御技術を開発しようとするものです。 

その事業活動の一環として、業務部門の温室効果ガスの排出削減にかかわる対策技術の普

及を目的として、2007 年 3 月 3 日に建築会館（東京都港区）で、日本建築学会の共催を得て、

温暖化対策実施のための方策や削減策について、当該分野の専門家を招聘してシンポジウム

「建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？」を開催しました。シンポジウムには、建

築物・空調システムのエネルギー対策関連の研究者・行政施策者など約 160 名が参加し、講

演での質疑応答やポスター発表などをとおして、活発な議論、情報交換が行われました。 

本報告書は、このシンポジウムでの講演発表内容を詳細なものに書き改めたものです。14
編の報告は、講演者全員から寄稿していただきました。また、日本建築学会地球環境委員会

温暖化対策評価小委員会が取りまとめた「建築分野における地球温暖化対策リスト」を関連

資料として掲載しました。これらの報告・資料は、業務・民生部門における、最新のエネル

ギー消費の実態、省エネルギー対策とその評価などについて、当該分野の専門家に執筆いた

だいたものです。 

本報告書が、業務・民生部門における温暖化対策技術の導入を促進する契機になれば幸で

す。 
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低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと 

－脱温暖化 2050 研究プロジェクト研究結果から 1－ 

 

 

 

藤野 純一 1・宮下 真穂 2 

 

 

 

Role of Built-Environment to Achieve a Low-Carbon Society (LCS) 
-Research output of ”Japan Low-Carbon Society Scenario Development” Research Project 1- 

 

 

Junichi FUJINO1, Maho MIYASHITA2
 

 

 

 

Abstract 
 

This paper assesses the possibility of achieving a Low-Carbon Society (LCS) in Japan 
by targeting at 70% CO2 emission reduction by 2050 compared to the 1990 level. 

To achieve a LCS, the following socio-economic prerequisites are considered: Vibrant 
society maintaining a certain level of economic growth; Satisfying of the energy services 
demand as envisioned in the expected socio-economic scenarios; Consideration of innovative 
technologies, for example, electric vehicles and hydrogen vehicles; yet, this research does not 
take into account uncertain technologies such as nuclear fusion; Since the objective is to 
identify the carbon abatement potential of Japan, the policy options that aim at making the 
technological changes possible are out of the scope of this research project. 

Satisfying the prerequisites mentioned above, a 70% CO2 emission reduction below the 
1990 level can be achieved by reducing 40-45% the energy demand and by introducing 
low-carbon energy supply. Leading future replacement building to high insulated dwellings, 
which strike a balance between comfortable living space and energy saving, reduces 50% of 
energy demand in residential sector. 

In order to achieve the LCS goals while satisfying the required amount of energy services 
at the same time, prompt actions should be taken at the earliest stage of the roadmap. 

1（独）国立環境研究所 地球環境研究センター  〒305-8506 茨城県つくば市小野川16-2 
 2みずほ情報総研(株) 環境・資源エネルギー部   〒101-0054 東京都千代田区神田錦町 3-1 
 



低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと（１）（藤野･宮下） 

- 2 -

Such actions involve structural changes in the industrial sector and investment in 
infrastructure. Moreover, it is necessary to accelerate development, investment, and use of 
energy-saving technologies and low-carbon energy technologies. 

Japan would set an attractive example of a LCS to Asian countries as well as to the rest 
of the world towards global participation on climate change mitigation strategies. 
 

Keywords: Low carbon society, Built Environment, Household sector, Commercial sector, 
Long-term scenario analysis 

キーワード：低炭素社会, 建築システム, 家庭部門, 業務部門, 長期シナリオ分析 

 

 

1. 低炭素社会とは 

 

 低炭素社会とは、温暖化による深刻な危機を回避するため、たとえば2050年までに温室効果ガ

ス排出量を半減するような、大幅削減を目標に抱えつつも、エネルギーシステムや社会・産業構

造のデザインを変更することで、エネルギー消費を抑えながら、必要なサービスはきちんと提供

する社会である。 
 

・気候を安定化させ、悪影響の拡大を防ぐため、大気中の温室効果ガス濃度が一定になるよう人

類全体が排出する温室効果ガスの量と吸収量とをバランスさせる社会 

・その実現のためには、排出する温室効果ガスを大幅に削減する必要がある。例えば、2050 年に

大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させると仮定すると、世界全体で排出する温室効果ガス

を 1990 年に比べて 50%以下に削減する社会 

・低炭素排出であっても、経済が保たれ、暮らしが安定している、持続可能な社会が実現できる

社会 

  

2. 低炭素社会をどのようにして構築し、評価するのか？ 

 
本研究は、2050 年の日本において、主要な温室効果ガスである CO2を 1990 年に比べて 70％削

減するような低炭素社会を実現させることが可能かどうか検討したものである。今後、半世紀の

間に社会は変化する。変化の幅は大きく、場合によっては低炭素社会の実現は不可能かもしれな

いし、可能でも、社会変化に対応した何らかの準備が必要であろう。 

このような将来の幅を前提とし、そのうえで低炭素社会実現の方策を検討するアプローチ法とし

て、本報告ではバックキャスティングの方法を採用した。図 1 にその要点を示す。 
 

① 日本社会経済が 2050 年に向けてどのような方向に進むかについて、幅を持った将来像（たと
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社会・文化的価値を尊ぶより便利で快適な社会を目指す

GDP1人当たり１％成長GDP一人当たり２％成長

地産地消、必要な分の生産・消費
もったいない

集中生産・リサイクル
技術によるブレイクスルー

分散型/コミュニティ重視都市型/個人を大事に

ビジョン B: ゆとり、サツキとメイの家ビジョンA: 活力、ドラえもんの社会

社会・文化的価値を尊ぶより便利で快適な社会を目指す

GDP1人当たり１％成長GDP一人当たり２％成長

地産地消、必要な分の生産・消費
もったいない

集中生産・リサイクル
技術によるブレイクスルー

分散型/コミュニティ重視都市型/個人を大事に

シナリオA ： 活力、どらえもんの社会

絵：今川朱美

シナリオB ： ゆとり、サツキとメイの家

えば経済発展・技術志向のシナリオ A、地域重視・自然志向のシナリオ B）を想定し、専門

家のブレインストーミングによって、それら二つの社会を定性的に描く(叙述ビジョン)。 

② シナリオ A、B それぞれの社会像で家庭生活（時間の使い方、どのようなサービスを必要と

するか）、都市・交通形態（どのような都市・住宅に住んでいるか、移動が必要か）、産業

構造（多部門一般均衡モデルを用い構造変化を推定）を定量化し、その想定下でのエネルギ

ーサービス需要（例えば冷房カロリー、給湯何リットル、粗鋼生産何トン、交通量トンキロ

など）を推計する。 

③ それぞれの社会における経済・社会活動を支え、かつ、温室効果ガス排出量 70％削減を満足

させるエネルギーサービス需要と、エンドユース・エネルギー技術（エアコンや断熱、給湯

器、製鉄プラント、ハイブリッド自動車など）、供給エネルギー種、エネルギー供給技術の

組み合わせを、エネルギー供給可能量（⑤）、経済性および政策的実現性を考慮して探索し、

エネルギー需要・供給技術の種類とシェアを同定する。 

④ その時の一次および二次エネルギー量と排出 CO2 量を集計した。 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1  2050 年低炭素社会の構築に向けた手順：バックキャスティング 

 

3. どんな 2050 年低炭素社会があるのか？：2 つの実現可能性の高い社 
会の描写 

 

2050 年に考えられる日本社会の姿とそれに至るまでの道筋を、有識者の討論などに基づき、A、

B の 2 通りで設定した（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2  2 つの実現可能性の高い 2050 年低炭素社会 
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シナリオ A（ドラえもんの社会）は、活発な、回転の速い、技術志向の社会であり、シナリオ

B（サツキとメイの家）は、ゆったりでややスローな、自然志向の社会である。こうした設定や

指標の推移は、従来のさまざまな日本社会長期将来見通しと大差なく、諸想定の範囲内に収まっ

ている。将来実際には、この両シナリオが調和しながら混在しつつ進行するものと思われる。こ

れに基づき、人々の考え方、人口、国土・都市、生活・家庭、経済・産業に関する叙述的なシナ

リオを開発している（表 1）。 

   
表 1  国土・都市のシナリオ 

 
4. 人々が必要とするサービスの質を維持・高めながらもエネルギー供給

量を減らすことはできないか？：最終エネルギー需要に関連する技術
イノベーションの効果 

 

サービス需要の増加に伴いエネルギー需要は増加するが、その分を世帯数減少がほぼ相殺して

いる。快適な生活を追及するシナリオ A がゆとり生活を嗜好するシナリオ B と世帯当たりのサー

 シナリオ A シナリオ B 

国内 
人口移動 

人口減少社会の下あらゆる地域にて人口の

減少が見られるが、人々の都市居住選好志向や

利便性・効率性の追求から都心部への人口・資

本の集中が進むため、小数の巨大都市圏におい

ては人口がある程度維持される。 

 人口減少社会の下あらゆる地域にて人口の

減少が見られるが、ゆとりある生活を求める流

れから、都心から地方・農山村への人口流出が

進み、人口や資本の分散化が進展する。 

都心部 
（中心） 

都心部では土地の高度利用（高層化、地下化）

が進み、職住近接が可能になる。郊外から利便

性が高い中心部に移り住む人々の比率が増加

する。 

 自らのライフスタイルに合った地域（地方

等）に移り住んでいく人が増加するため都心全

体として人口が減少する。その結果、首都など

主要都市においては適正な規模と密度が維持

されており、必要最低限の機能のみが保持され

る。 

都心部 
（郊外） 

都心部へ人口が流出するが、計画的かつ効率

の良い都市計画によって、アミューズメント施

設や自然共生地として再生される。 

地方への人口・資本流出が大幅に進む。この

結果、都市部郊外というよりは一地方都市とし

ての再生が図られる。 

地方都市 
（中心） 

 人口が大幅に減少するため、中核都市として

の機能を果たせない都市が増加するが、土地資

源を利用したビジネス（大規模農業、発電プラ

ント等）の拠点として再生される都市も現れ

る。 

 地方においても充分な医療サービスや教育

を受けることが可能になるなど、不便のない生

活が可能になっていき、人口の減少がある程度

抑制される。それぞれの地域では地域の持つ独

自性や文化が前面にだされ、活気ある地方都市

が数多く現れる。地域社会の意思決定の過程に

は、NGO や市民が積極的に参加し、理想の地域

を自ら作る意欲に満ち溢れている。 

地方都市 
（農地・山

間） 

農地、山間部においては過疎化が進展し、人口

が大幅に減少する。このような中、地域の特性

に応じて、土地資源の効率的な利用に向けた取

り組みが進められる。農業・林業・漁業などは

民間会社などによって大規模経営され、機械化

などによって大幅に省力化される中、ヒト・モ

ノ・カネといった資源の効率的な利用が進む。

一方で、国立公園に指定される地域も増加す

る。 

2025 年ごろから、農業や林業に対するパラダイ

ムシフトがおこり、農村や山村への人口回帰が

進む。低い地価を利用した個人経営・地域経営

のもと、工夫を凝らした「おもしろい」農業・

林業を営む人も現れる。農業を職業として営む

人のみならず、自然が豊かな地域に自宅とホー

ムオフィスを構え、SOHO によって収入を得なが

ら、自ら家庭菜園を営み、おいしく、安全な食

と健康的な生活を求める家族も現れる。 
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ビス需要が同程度であるのは、快適な生活の追及によって冷暖房需要や家電製品利用が増える一

方で、外食率や集合住宅率の増加によって、サービス需要が抑制されるためである。 

高断熱住宅など寒くない家に作り変えることで、約 10Mtoe（Mtoe：石油換算百万トン）の需要

を削減することができる。さらにエアコンや電気給湯器のヒートポンプの効率、給湯器やコンロ

の燃焼効率、照明の効率、待機電力消費率を大幅に改善するような各種技術イノベーションを行

うことで、2050年のエネルギー需要合計が 2000年に比べて約半分にまで削減することができる。

これは、英国で行われた、40％House、日本で行われた自立循環型住宅に向けたガイドラインで

も同様である。さらに、シナリオ A では水素や電気の利用率を高め、エネルギー転換部門から供

給される排出係数が極めて小さいそれらのエネルギーを消費することで脱炭素社会を実現する。

一方、B シナリオでは、シナリオ B では太陽熱・太陽光、バイオマスの利用に力点をおくことで、

最終需要部門において独立的に脱炭素社会を実現している。 

 

5. 需要家に供給するエネルギーを製造するときに CO2 を減らせない
か？：エネルギー転換部門、エネルギー供給部門における技術イノベ
ーションの評価 

 

一次エネルギー供給量を示す。シナリオ A では原子力による電力（2000 年並）が総電力量の

60％までを上限として設定している。また都会内を走る水素燃料電池自動車用水素は天然ガス＋

炭素隔離貯留（CCS）や風力で供給されると想定した。シナリオ B ではあらゆる分野でバイオマ

スを利用する試みが広まり、全部で 55Mtoe の供給量になる。 

ここで示したエネルギー供給量のミックスは一例で、別のクライテリアから判断すると異なる

ものが選択されうる。シナリオ A では原子力による核不拡散、核廃棄物等に関するリスクおよび

周辺住民の抵抗、炭素隔離貯留の受け入れ、高価な水素技術の普及に伴うコスト負担などの問題

がある。シナリオ B では、バイオマスをそれだけ確保できるのか、国内で供給できなければ、海

外から輸入してこなければならなくなる、などの問題がある。 

また、例えばシナリオ B のような人々が比較的地方に住んでいるシナリオだと交通サービスに

対する需要が増加するが、燃料電池のようにパイプライン等で水素を運ぶ必要なオプションは不

利で、バイオマスハイブリッドや電気自動車などの方が有利かもしれない。一方シナリオAでは、

都市集中のなかで移動体輸送システムが求められるなら、燃料電池自動車も導入される可能性が

ある。どのような社会を想定し、人々がどのようなサービスを求めるかで、多様なエネルギー供

給オプションの中から適切な組み合わせが提案できるかもしれない。 

 

6.  2050 年温室効果ガス 60－80％削減は可能か？ 
 

上記の結果を総合すると、2050 年の断面で、Ａ、Ｂ両シナリオの下で 70％削減された低炭素社

会を実現する技術選択が可能との結論を得た（図 3～図 6）。 

ここで注意して欲しいのは、シナリオ A では GDP が 2000 年比約 2 倍に、シナリオ B でも約

1.5 倍になっているのに、図 4 で示されるエネルギー消費は 2000 年の 7 割程度までに縮められて
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いることである。単純に GDP に応じて 2050 年におけるエネルギー消費が増えるなら、このシナ

リオでは需要側の努力で既に 50 から 70％の削減を実行していることになる。 

実際には、GDP の伸びとエネルギーの伸びは 1 対 1 の関係ではないし（エネルギー弾性値と呼

ばれる。日本では 0.6 から 0.7 が観測されている）、さらに需要側でエネルギーからサービスを提

供する機器（暖房やテレビなど）の効率も向上するため、脱温暖化社会を目指さなくてもエネル

ギー消費が必ずしも 2 倍になることはないが、図 4 のエネルギー消費まで削減させるためには、

よく計画された技術および社会イノベーションが必要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3  家庭部門における需要側対策効果 
 

   世帯数の増加：2050 年に向けて A、B 両シナリオとも世帯数は減少 

   世帯あたりサービス需要の増加：利便性の高い生活の追及により増加 

   世帯あたりサービス需要の削減：高断熱住宅、魔法瓶浴槽、HEMS 等により節約 

   エネルギー効率の改善：エアコンやヒートポンプ、給湯器やコンロ、照明の効率改善、待機電力削減など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4  70%削減を実現する一次エネルギー供給 
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図 5  2050 年 CO2 排出量 70%削減を実現する対策オプションの検討（シナリオ A） 

           ※LRT：Light Rail Transit（軽軌道交通） 
                          CCS：Carbon Dioxide Capture and Storage（二酸化炭素隔離貯蔵） 
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図 6  2050 年 CO2 排出 70%削減を実現する対策オプションの検討（シナリオ B） 
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7. より堅牢な低炭素社会シナリオの構築に必要なことは？：脱温暖化
2050 研究プロジェクトのさらなる挑戦 

 

低炭素社会を構築するにあたり、本当の幸せは何か（時間の使い方。消費・ライフスタイル。）、

生態系など他の環境問題とつながっていること（環境省超長期ビジョン）などの広い問題を考え

ながら、全体のバランスの中で行う必要がある。低炭素社会を構築することは持続可能な発展に

役立ち、また特に途上国にとっては、MDG (Millennium Development Goals)など身近な問題とし

て捉えられる環境問題を解決しながら同時に CO2が削減される win-win な対策を積極的に提案し

普及する必要があろう。 

よりサービスレベルの高い、より安全安心でリスクの低い社会を構築することはできないのだ

ろうか？少子高齢化が進み、超高齢化社会となる日本で、明確な低炭素社会像（ゴール）を示し、

そこに向けた具体的な対策ロードマップを提案することができれば、自然と先進国のみならず、

日本にキャッチアップするアジア諸国のよい手本になることができるのではないだろうか？既に

欧米諸国にキャッチアップした日本は、新たな地平に向けて、人々から自然に憧れられる「美し

い国日本」を構築することが、人々の生活を豊かで楽しくする糧になるのではないか？ 

 

 

参考文献 

 

「2050 日本低炭素社会」プロジェクトチーム（2007）2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス

70％削減可能性検討. 脱温暖化 2050 研究プロジェクトホームページ，http://2050.nies.go.jp 
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低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと 

 

－脱温暖化 2050 研究プロジェクト研究成果から 2－ 

 

 

宮下 真穂 1・藤野 純一 2 

 

 

 

Role of Built-Environment to Achieve a Low-Carbon Society (LCS) 
-Research output of ”Japan Low-Carbon Society Scenario Development” Research Project 2- 

 

 

Maho MIYASHITA1 , Junichi FUJINO2
 

 

 

 

Abstract 
 

Focused on Japan, this research demonstrates that there is a technical potential to reduce 
CO2, one of the major Greenhouse Effect Gas, by 70% of 1990, while satisfying service 
demand forecasts by 2050. 

Estimated reduction rates of energy demand related to architecture （relative to the level 
in 2000） are as follows （range reflects different scenarios to envision 2050 society）: 

Household sector: reduced by 30 - 50% due to building over of existing houses for better 
insulation and increasing use of energy-saving appliances. 

Commercial sector: reduced by 40% due to building over and renovation of buildings for 
better insulation and introduction of energy-saving office electrical devices and appliances. 

The energy supply side will also be low-carbonized by combination of appropriate choice 
of low-carbon energy （partially including carbon sequestration and storage） and  
improvement of energy efficiency. 

 

Keywords: Low carbon society, Household sector, Commercial sector, Long-term scenario 
analysis 

キーワード：低炭素社会, 家庭部門, 業務部門, 長期シナリオ分析 
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2 （独）国立環境研究所 地球環境研究センター  〒305-8506 茨城県つくば市小野川16-2 

 



低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと（2）（宮下･藤野） 

- 10 -

1. はじめに 

 

二酸化炭素大幅削減を実現した 2050 年の社会像、及びそこに至るまでの道筋の提示を目的とし、

2004 年に「脱温暖化 2050 プロジェクト」がスタートした。これまでの成果として、二酸化炭素

70％削減を達成した 2050 年の日本全体の姿を提示したが、今回そのうち民生部門について紹介す

る。 

 

2. 民生部門の 2050 年脱温暖化シナリオ 

 

2.1 二つの脱温暖化シナリオ 

 

2050 年の日本社会の姿を、有識者の討論などに基づき 2 通り設定した。シナリオ A は活発な技

術志向の社会であり、シナリオ B はゆったりした自然志向の社会である。実際にはこの両シナリ

オが調和しながら進行するものと思われるが、いずれのシナリオの諸想定も、従来の様々な長期

見通しの範囲内に収まっている。 

 

表 1 ２つの脱温暖化シナリオ 

シナリオＡ：活力、ドラえもんの社会 シナリオＢ：ゆとり、サツキとメイの家 

都市型／個人を大事に 分散型／コミュニティ重視 

集中生産・リサイクル、 

技術によるブレークスルー 

地産地消、必要な分の生産・消費 

もったいない 

より便利で快適な社会を目指す  境的・文化的価値を尊ぶ 

一人当たりGDP成長率年２% 一人当たりGDP成長率年１% 

 

2.2 民生家庭部門の具体的な想定 

 

（1） 人口・世帯数 

コホート要因法を用い都道府県別・気候区分別に、2050 年までの人口・世帯数を推計した。そ

の結果から、2050 年の人口は、シナリオ A 約 9400 万人、シナリオ B 約１億人と想定した。世帯

数については、単独世帯の増加傾向が続くシナリオ A は約 4300 万世帯、増加傾向に歯止めがか

かるシナリオ B は約 4200 万世帯と想定した。 

（2） 住宅ストック 

（1）の世帯数をもとに、都道府県別・気候区分別、建て方別、構造別、断熱水準別住宅ストッ

クを推計した。その結果から、2050 年の集合住宅比率は A シナリオ 58.1％、B シナリオ 50％と

想定した（図 2）。断熱水準については、2020 年以降全ての新築住宅が次世代住宅を満たし、か

つ既設住宅の断熱改修を進めることで、2050 年にはほぼ全ての住宅ストックが次世代基準を満た

すと想定した。 
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                    図 1 家庭部門エネルギー消費量・CO2排出量推計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 戸建・集合別の住宅ストック数と集合住宅比率（左；シナリオ A、右；シナリオ B） 

※図中の棒グラフは戸数、線グラフは集合住宅比率を示す. 

 

（3） 世帯当たりエネルギーサービス需要、機器効率・普及率 

文献調査や専門家へのインタビュー調査をもとに、2050 年の世帯当たりエネルギーサービス需

要、機器効率・普及率を表 2 のように想定した。なお、サービス需要の想定にあるように、いず

れも生活水準・利便性は現状維持もしくは現在よりも向上するとしている。 

人口・世帯数
（都道府県別、気候区分別）

住宅ストック
（建て方構造別、断熱水準別、地域別）

エネルギーサービス需要
（用途別）

エネルギー消費量
（用途別、エネルギー種別）

二酸化炭素排出量

・建て方構造シェア
・断熱水準シェア

・住宅種別用途別エネル
ギーサービス需要

・機器エネルギー効率
・機器普及率

・エネルギー構成
・電力排出係数
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・1990年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定 ・現状の横ばいで推移すると想定冷房

暖房

給湯

炊事
（コンロ）

炊事（電気）

照明

その他家電

・1990年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定 ・1990年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定

・1995年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定 ・1990年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定

・外食や冷凍食品の利用の増加により2000年の半分に

なると想定

・現状のまま推移すると想定

・1995年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定 ・現状のまま推移すると想定

・現状のまま推移すると想定・1995年以降のトレンドで2050年まで推移すると想定

・冷蔵庫は現状のまま推移すると想定

・テレビ、衣類乾燥機、その他の家電は1995年以降、

温水洗浄便座と食器洗浄器は2000年以降のトレンド
で2050年まで推移すると想定

・現状のまま推移すると想定

・ピンポイント冷房やＨＥＭＳ等の効果により冷房需要の10％削減冷房

暖房

給湯

炊事
（コンロ）

炊事（電気）

照明

その他家電

・電気ヒートポンプの成績係数が2000年の2.8から8.0に改善

・ピンポイント冷房やＨＥＭＳ等の効果により冷房需要の10％削減

・電気ヒートポンプの成績係数が2000年の3.6から8.0に改善

・暖房需要の80％が電気ヒートポンプ、10％が燃料電池

コジェネ、10％がガス・灯油の燃焼によって満たされる
・暖房需要の40％が電気ヒートポンプ、50％がバイオマ

スの燃焼、10％がガス・灯油の燃焼によって満たされる

・魔法瓶浴槽の普及により給湯需要の20％削減

・電気ヒートポンプ給湯器のストック平均の成績係数が6.0に改善

・潜熱回収型の普及に伴い、ガス・灯油給湯器の効率が2000年の0.75から0.95に改善

・給湯需要の70％が電気ヒートポンプ、10％がガス・灯

油の燃焼によって満たされる

・給湯需要の30％が電気ヒートポンプ、20％がバイオマ

スの燃焼、30％が太陽熱温水器、20％がガス・灯油の

燃焼によって満たされる

・内炎式の普及に伴い燃焼式コンロの効率が2000年の0.45から0.55に改善

・IH式の普及に伴い電気コンロの効率が2000年の0.7から0.8に改善

・炊事(コンロ)需要の90％がIH式電気コンロ、10％がガ

ス・灯油の燃焼によって満たされる

・炊事(コンロ)需要の30％がIH式電気コンロ、35％がバ

イオマス燃焼、35％がガス・灯油の燃焼によって満たさ

れる

・2000年比約10％のエネルギー効率改善

・2000年比2倍のエネルギー効率
・ピンポイント照明やＨＥＭＳ等の効果により照明需要の20％削減

・2000年比2倍（テレビ）、1.5倍（その他の家電製品）のエネルギー効率

シナリオA シナリオB

世
帯
当
た
り
の
サ
ー
ビ
ス
需
要

機
器
効
率
・
普
及
率

表 2 世帯当たりエネルギーサービス需要、機器効率・普及率の想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 民生業務部門の具体的な想定 

 

（1） 床面積 

店舗、飲食店、事務所ビル、学校ホテル、病院、娯楽場、その他の計 8 つの業種について 2050

年の床面積の推計を行った。 

具体的には、過去のトレンドをもとに、店舗床面積は第三次産業就業者数と 1 人当たり床面積、

飲食店床面積は商業部門生産額と生産額当たり床面積と通信販売率、事務所ビル床面積は飲食店

部門生産額と生産額当たり床面積、学校床面積は人口と学生率と 1 人当たり床面積、ホテル床面

積はホテル部門生産額と生産額当たり床面積、病院床面積は人口と入院率と 1 人当たり床面積、

娯楽場床面積は娯楽場部門生産額と生産額当たり床面積、その他床面積は人口と 1 人当たり床面

積を変数とし推計した。なお、各部門の生産額は表 1 の経済成長率の想定に基づき別途経済モデ

ルで計算したものを使用した。その結果から、2050 年の業務床面積は、シナリオ A：約 19 億 5

千万 m2、シナリオ B：約 17 億 5 千万 m2 と想定した。 
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・2000年から横ばいで推移すると想定

冷房

暖房

給湯

炊事（コンロ）

炊事（電気）

照明

動力

・ピンポイント冷房やＨＥＭＳ等の効果により冷房需要の10％削減
冷房

暖房

給湯

炊事
（コンロ）

照明

動力

・電気ヒートポンプの成績係数が2000年の2.8から6.0に改善

・ピンポイント暖房やＨＥＭＳ等の効果により暖房需要の10％削減

・電気ヒートポンプの成績係数が2000年の3.6から8.0に改善

・暖房需要の80％が電気ヒートポンプ、10％が燃料電池

コジェネ、10％がガス・灯油の燃焼によって満たされる

・暖房需要の40％が電気ヒートポンプ、50％がバイオマ

スの燃焼、10％がガス・灯油の燃焼によって満たされる

・電気ヒートポンプ給湯器のストック平均の成績係数が6.0に改善
・潜熱回収型の普及に伴い、ガス・灯油給湯器の効率が2000年の0.85から0.95に改善

・給湯需要の80％が電気ヒートポンプ、10％が燃料電池

コジェネ、10％がガス・灯油の燃焼によって満たされる

・給湯需要の30％が電気ヒートポンプ、20％がバイオマ

スの燃焼、30％が太陽熱温水器、20％がガス・灯油の

燃焼によって満たされる

・内炎式の普及に伴い燃焼式コンロの効率が2000年の0.45から0.55に改善

・IH式の普及に伴い電気コンロの効率が2000年の0.7から0.8に改善

・炊事(コンロ)需要の90％がIH式電気コンロ、10％がガ

ス・灯油の燃焼によって満たされる

・炊事(コンロ)需要の30％がIH式電気コンロ、35％がバ

イオマス燃焼、35％がガス・灯油の燃焼によって満たさ

れる

・2000年比1.5倍のエネルギー効率

・ピンポイント照明やＨＥＭＳ等の効果により照明需要の20％削減

・BEMS等の効果により動力需要の20％削減

シナリオA シナリオB
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率

・省エネ建築物の普及により20％削減

・省エネ建築物の普及により50％削減

・2000年比1.5倍のエネルギー効率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3 業務部門エネルギー消費量・CO2排出量推計手順 

 

（2） 床面積当たりエネルギーサービス需要、機器効率・普及率 

文献調査や専門家へのインタビュー調査をもとに、2050 年の床面積当たりエネルギーサービス

需要、機器効率・普及率を表 3 のように想定した。 

 

表 3 床面積当たりエネルギーサービス需要、機器効率・普及率の想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床面積
（業種別）

エネルギーサービス需要
（用途別）

エネルギー消費量
（用途別、エネルギー種別）

二酸化炭素排出量

・業種別用途別エネルギー
サービス需要

・機器エネルギー効率
・機器普及率

・エネルギー構成
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3. エネルギー消費量・二酸化炭素排出量推計結果 

 

3.1 民生家庭部門 

 

上記の想定及び図 1 の手順に基づき、家庭部門のエネルギー消費量、二酸化炭素排出量の推計

を行った。高断熱住宅や HEMS の普及、ヒートポンプ、給湯器、コンロ、照明、待機電力等の効

率改善により、生活水準を落とすことなく、2050 年の民生家庭部門エネルギー消費量を 2000 年

比約 50％（シナリオ A）、約 30％（シナリオ B）削減できるとの結果が示された。 

二酸化炭素排出量は、シナリオ A では水素や電気の利用率を高め、シナリオ B では太陽熱・太

陽光、バイオマスなど再生利用エネルギーの利用を進めることで、2000 年比約 95％（シナリオ A）、

約 85％（シナリオ B） という大幅削減を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4 家庭部門のエネルギー種別エネルギー消費量（Mtoe） 

※toe：石油換算トン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 5 家庭部門のエネルギー種別 CO2排出量（MtC） 
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3.2 民生業務部門 

 

上記の想定及び図 3 の手順に基づき、業務部門のエネルギー消費量、二酸化炭素排出量の推計

を行った。高断熱建築物や BEMS の普及、空調、給湯器、照明等の効率改善により、経済成長を

維持しながら、2050 年の民生業務部門エネルギー消費量を 2000 年比約 40％（シナリオ A、B）

削減できるとの結果が示された。 

二酸化炭素排出量は、家庭部門と同様にエネルギーの炭素強度を改善することで、2000 年比約

90％（シナリオ A）、約 80％（シナリオ B）という大幅削減を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 6 業務部門のエネルギー種別エネルギー消費量（Mtoe） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 業務部門のエネルギー種別 CO2排出量（MtC） 

 

4. 終わりに 
 

高断熱建築物の普及、高効率機器の普及、エネルギー転換部門の脱炭素化など様々な対策を組
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み合わせることで、2050 年において民生部門の二酸化炭素排出量大幅削減が可能であることが示

された。今後のステップとしては、このような社会の実現に向けた具体的な政策手法の検討が挙

げられる。 

 

 

連絡先：宮下 真穂（みずほ情報総研（株） 環境・資源エネルギー部 地球環境チーム） 
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住宅のエネルギー消費実態と削減方策について 
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Energy Consumption in Japanese Houses on the Basis  
of National Scale Investigation 

 

 

Takashi INOUE 1 

 

 

 

Abstract 
 

Annual energy consumption per household in Japan has been increasing almost every 
year, reflecting continuing improvements in living conditions that are not offset by energy 
savings measures. 

In this study the recent energy consumption structures of housing were investigated based 
on the data of thousand of households over two years obtained by national scale questionnaire. 
The influences of various factors, such as district, housing type, number of household 
members, number of appliances, and environmental consciousness/behavior for 
energy-saving were studied. The results are as follows. : 1）An annual energy consumption of 
the national average was about 38GJ/household. 2）In the northernmost area, Hokkaido, as 
space heating use is comparable to that in EU countries, the total energy consumption is 
comparatively large. The overall energy consumption in the detached house in the central and 
southern districts of Japan is about half of that in the Hokkaido area. 3）The energy 
consumption in the apartment house is about 60% as much as that in the detached house and 
the regional difference of energy consumption in the apartment house is small compared with 
that in the detached house. 4）The decrease of the household members leads to increase of 
energy consumption per individual. 5）The energy usage is dispersed to a great extent, even 

1東京理科大学理工学部建築学科  〒278-8510 千葉県野田市山崎2641 
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among the similar district and family structure. 6）Water heating seems to be the most 
promising area to address in order to reduce total energy consumption. 
 

Keywords：houses, energy consumption, questionnaire, regional difference, uses,    

   water heating 
キーワード：住宅，エネルギー消費，アンケート，地域差，用途，給湯 

 

 

1. はじめに 

 

 京都議定書の第一約束期間を目前にしてもなお、わが国の CO2排出量は増加し続けている。家

庭用エネルギー消費に起因する分についても、2004 年度で 1990 年度比 31.5％の増加になってお

り、その抑制が大きな課題となっている。住宅の省エネルギーについては、1973 年の第一次オイ

ルショック以降、省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）により断熱・気密化に関

する技術基準が定められ、さらにその後 2 度に亘り強化され欧米並のより厳しい基準となってい

る。設備機器においてもトップランナー方式に代表されるように技術開発が進められ、エアコン、

冷蔵庫、照明、給湯器など、大幅な効率の改善が実現している。しかし、住宅におけるエネルギー

消費は、前述のとおり増加の一途を辿っている。 

このような現状に対して、実効性のある省エネルギー・環境負荷対策を講ずるためには、まず

住宅のエネルギー消費実態を正しく把握することが不可欠との認識から、日本建築学会では、全

国で約 80 軒の住宅におけるエネルギー消費の極めて詳細な実測調査、および全国数千軒の住宅を

対象にしたエネルギー消費実態アンケート調査を実施した
注）

。その成果の多くは既にシンポジ

ウム（日本建築学会, 2002～2006）、出版物（日本建築学会, 2006a）および論文（村上ら, 2006；

長谷川・井上, 2004；井上ら, 2006；水谷ら, 2006）として公開されている。ここでは、詳細実測の

結果も一部参照しつつ、主に全国アンケート調査結果の概要について説明する。 

 

2. アンケート調査概要 

 

 住宅内エネルギー消費の最新の実態を包括的に捉え、住宅・住まい方・環境意識・地域性等と

の関係を探ることを目的として、全国の数千軒の住宅を対象に、毎月の電気・ガス・灯油などの

エネルギー消費実態、住宅、世帯構成、住まい方（夏・冬）、環境意識、機器の所有状況などに

ついて 2002 年 7 月から 2003 年 11 月に亘り計 4 回アンケート調査を行った。各回の調査項目等に

ついては表 1 に示す。 
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調査方法

調査期間

第1回 エネルギー調査 :2002年7月中旬～8月上旬

有効回答数/
回答数/
調査依頼数

1

第1回：過去1年分の電力・ガス・灯油等の毎月使用量・金額・用途

第2回：住宅属性、家族構成、冷房・風呂・シャワー、照明等の使い方、

保有機器及び使い方、環境意識、省エネ行動等

第3回：冬期の住まい方、暖房機器の保有状況及び使い方等

第4回：お湯の使い方、家族の1日の生活状況、省エネ実行度の変化等

1

全国数千世帯にインターネット上の質問状を介し調査

調査項目

第1回：3211/3746/700 第2回：3639/4097/6922

第3回：3067/3380/3954 第4回：2346/2677/3340

第2回 夏の住まい方と環境意識 :2002年9月上旬～10月上旬

第3回 冬の住まい方と環境意識 :2003年3月上旬～4月上旬

第4回 補足調査 :2003年10月下旬～11月上旬
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表 1 アンケート調査概要 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1 地域別回答者数 

 
3. 調査結果 

 

3.1 回答世帯・住宅の属性 

 

 回答の地域分布については、各地域から広く得られたが関東の回答が国勢調査の世帯数分布と

比較しても多めという傾向となっている（図 1）。関連して、住宅形態は戸建と集合の比がおお

よそ 2：3 であり、総務省の住宅･土地統計調査（戸建:58%、集合:42%）と比較すると、集合住宅

の比率が大きくなっている。また住宅構造については、戸建住宅の約 65%が木造、集合住宅の約

75%が RC 造であった。延床面積の平均は約 87 ㎡（戸建約 122 ㎡、集合約 60 ㎡）であり、住宅･

土地統計調査（全体 92 ㎡、戸建 125 ㎡、共同 45 ㎡）に比べ、本調査の集合住宅の規模のほうが

若干大きい。築年数は半数以上が 10 年以内の住宅であり、比較的新しい住宅が多い。平均世帯人

数は 3.1 人（戸建 3.7 人、集合 2.7 人）であり、国勢調査（2.7 人）と比べ、若干多くなっている。

これは、単身世帯の割合が約 10%と少ないことが影響している。 
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(N= 110,  77)

(N=   3,   4)

(N=3198,2205)

3.2 エネルギー消費全体および地域性の影響 

 

 地域による住宅内エネルギー消費の特性を把握するため、地域別の世帯あたりの年間エネル

ギー消費量及びその月毎の変動を図 2～3 に示す。全国平均は、国勢調査の世帯数分布を基に各地

域平均値に重み付けして算出を行い、約 38GJ/世帯・年（1 年目）、約 40 GJ/世帯・年（2 年目）

となった。北海道、東北、北陸など寒冷地におけるエネルギー消費は他地域と比較して大きく、

特に北海道は関東の約 1.5 倍となっている。これらは、主に灯油の消費量に起因していることが

分かる。季節変動の様子からも（図 3）、エネルギー消費の地域差は冬を中心に表れることが明

らかである。 

一方、寒冷地以外の地域については、南になるほどエネルギー消費が小さくなる傾向が認めら

れるものの、地域間の差は顕著ではない。また電力によるエネルギー消費については、その地域

差は比較的小さいことが分かる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
図 2 地域別エネルギー消費量 

                                        図中の数値は調査年ごと（1 年目、2 年目）の回答数を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 地域別エネルギー消費量年間変動 
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3.3 住宅形態の影響 
 

 エネルギー消費を住宅形態（戸建・集合）別に整理したものを図 4、5 に示す。全国平均で、戸

建住宅が 48～50GJ/世帯･年、集合住宅は外気に面する面積が小さく断熱性・気密性に有利となる

特性を有するが、さらに世帯人数や延床面積が小さいことなどが影響し、30～32 GJ/世帯･年と、

集合住宅は戸建住宅の 6 割程度となった。また、戸建住宅においては地域間の格差が明確である

が、集合住宅においては小さいことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 地域別エネルギー消費量（戸建住宅）  

                                                図中の数値は調査年ごと（1 年目、2 年目）の回答数を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 地域別エネルギー消費量（集合住宅） 

                                               図中の数値は調査年ごと（1 年目、2 年目）の回答数を示す。 

 

3.4 世帯人数の影響 

 

図 6 には、世帯人数とエネルギー消費量の関係を示すが、世帯人数が少ない場合、一人あたり

のエネルギー消費量は大幅に増加していることが分かる。世帯人数の減少は、人口比では、エネ

ルギー消費の増加要因として注意を要する。実際、わが国の人口は 2005 年に減少に転じたとされ



住宅のエネルギー消費実態と削減方策について（井上） 

- 22 -

冷房

暖房

給湯

厨房

冷蔵庫

娯楽情報

家事衛生

照明他

0

10

20

30

40

50

60

70

戸
0
1

戸
0
2

戸
0
3

戸
0
4

戸
0
5

戸
0
6

戸
0
7

戸
0
8

戸
0
9

集
0
1

集
0
2
*

集
0
3

集
0
4

集
0
6
*

戸
建

平
均

集
合

平
均

住
環

研
*
*

石
田

*
*
*

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

（
G

J
/
年

）

ているが、核家族化、個別化、少子化、高齢化等に伴い、世帯数はなお 10 年ほど増加し続けると

予想されており、十分注意が必要と考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 世帯人数別エネルギー消費量 

 

3.5 用途別エネルギー消費 

 

 関東地域において、前述の詳細実測調査によるエネルギー消費量を用途別に分類した結果を図

7 に示す。たかだか十数世帯のサンプルであり、また世帯毎に大きくばらついている様子も観察

されるが、戸建・集合などと平均すると千世帯以上のサンプルが得られたアンケート調査（図 4

及び図 5 の関東）等と比較的よく合致している。用途別では、給湯が最大のエネルギー消費項目

で 4 割程度となっていること、これに比べると暖房用は小さく冷房用はさらにその十分の一程度

の小さい割合であることなどが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 用途別エネルギー消費量（関東詳細実測調査） 

  * 灯油一部欠測の為、空調の住戸平均には計上していない 

   ** 住環境計画研究所：家庭用エネルギー統計年報 （2002 年度関東 冷暖房・給湯以外は照明その他とした） 

  *** 石田健一 戸建住宅のエネルギー消費量,日本建築学会計画系論文集,No501,pp29-36,1997.11 

      （南関東・関東の戸建 冷暖房・給湯・厨房以外は照明その他とした）
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3.5.1 給湯 

 

 寒冷地以外では住宅内最大消費項目となる給湯用エネルギー消費量の地域特性を図 8 に示す。

なおガスについては、その用途が給湯・風呂・調理のみであると回答したサンプルのガス消費量、

電力に関しては深夜電力を給湯用エネルギー消費量とした。従ってガスのケースには煮炊き調理

分も含まれている。いずれの場合も給湯用エネルギー消費の地域による差は小さい結果となった。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 地域別給湯用エネルギー消費量 

左；都市ガス、中；LP ガス、右；深夜電力。図中の数値は調査年ごと（1 年目、2 年目）の回答数を示す。 
 

 関連して地域別の浴槽に湯を張る頻度（1、2 月）を図 9 に示す。給湯用エネルギー消費量に水

温（寒冷地ほど低）から予想されるような地域差がないのは、これら住まい方の影響が大きいこ

とによると考えられる。図 10 に差し湯・追い炊きの頻度による月別給湯用エネルギー消費量を示

す。入浴間隔が空く等の理由で、差し湯・追い炊きの頻度の高い世帯のエネルギー消費量が増加

しており、特に冬期において差が顕著に見られる。給湯は住宅内のエネルギー消費の最も大きな

項目であるだけに、続けて入浴するなどの住まい方の対応の他、給湯器の高効率化、浴槽の断熱

化の効果も大きいものと期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 地域と浴槽に湯をはる頻度 （1･2 月） 
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図 10 差し湯・追い炊きの頻度別給湯用エネルギー消費量 

 

3.5.2 暖冷房 

 

給湯についで大きな項目である暖房用エネルギー消費量と住まい方との関係を図 11 に示す。な

おここでは、都市ガスを給湯・風呂・調理煮炊きのみと回答した世帯について、電力のみで暖房

している世帯については、各年における最も電力消費量の少ない月の値と冬期（11～4 月）の各

月電力消費量の差を暖房用（電力のみ）エネルギー消費量とし、灯油を暖房に使用している世帯

については、各世帯の灯油エネルギー消費量に加え、電力消費量の暖房分を積算したものを、暖

房用（灯油使用）エネルギー消費量とし、これらを併せて暖房用エネルギー消費量とした。暖房

時に、厚着、一室に集まって過ごすことの多い世帯で暖房用エネルギー消費量が少なく、逆に十

分暖かいと感じる程度まで暖房する世帯では多いなど、住まい方の影響が大きいことが明確であ

る。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 11 暖房用エネルギー消費量（関東 3～4 人世帯） 

左；服装、中；家族の過ごし方、右；暖房の設定。図中の数値は調査年ごと（1 年目、2 年目）の回答数を示す。 

 

次いで冷房用エネルギー消費量と各種影響項目との関係を図 12 に示す。なおここでの冷房用電

力消費量は、7、8 月について、暖房用（電力のみ）エネルギー消費量と同様の算出方法とした。

冷房は暖房に比べて使用時間が短いため、消費量は一桁近く少ないが、ここでも、エアコン・クー
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ラーの使用頻度が多いほど、また冷房温度が低いほど冷房用電力消費量が多い様子が分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 冷房用エネルギー消費量 
左；エアコン・クーラーの使い方、右；冷房時の感覚。   

                       図中の数値は調査年ごと（1 年目、2 年目）の回答数を示す。 

 
3.6 用途別エネルギー消費量 

 

 用途別エネルギー消費量推計結果の度数分布（水谷ら, 2006）を図 13 に示す。給湯、暖房、冷

房の順にエネルギー消費量が多い。また、暖房は給湯に比較してばらつきが大きいこと、冷房は

暖房に比べ消費量が一桁ほど少ないことなどが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 用途別エネルギー消費量度数分布 

 

3.7 意識とエネルギー消費量 

 

3.7.1 エネルギー消費と満足度 

 

気象条件と世帯人数の影響を除くため、関東かつ 3・4 人世帯、のサンプルに限定した場合のエ

ネルギー消費量の世帯度数分布を図 14（左）に示す。同様の地域・世帯人数であっても世帯間に
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極めて大きなばらつきがある様子が明らかである。さらにエネルギー消費量に応じてサンプルを

４等分した場合の各階層の世帯当たり平均エネルギー消費量と前節の方法で求めた暖房用エネル

ギー消費量の分布を図 14（右）に、冬期の室内の快適性に関する満足度を図 15 に、掲げる。こ

れらの図より、エネルギー消費量の少ない世帯群では多い世帯群の 1/3 程度のエネルギーしか消

費していないにもかかわらず、ほぼ同程度の満足度が得られていることが分かる。住宅の性能、

機器の効率、住まい方、意識などが複雑に影響していることはいうまでもないが、少なくとも、

満足度を高めるためにはより多くのエネルギー消費が不可欠ではないことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

図 14 総エネルギー消費量度数分布（左）と四分位別エネルギー消費量（右）（関東 3～4 人世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 四分位別の冬期における室内の総合的な快適性（関東 3～4 人世帯） 

 

3.7.2 地球環境問題への関心 

 

地球環境問題に対する関心の度合いとエネルギー消費量の関係を図 16 に示す。地球環境問題へ

の関心の度合いとエネルギー消費量に明確な相関が認められない結果となった。「省エネルギー

に努めているか」とエネルギー消費量の関係（図 17）については、「省エネルギーに努めている」

と回答した世帯のエネルギー消費量は少ない。環境問題に対する関心を持つだけでなく、実際に

省エネルギーに取り組む努力および行動がエネルギー消費量削減につながると考えられる。なお、
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ここでは極めてサンプルの少ない「全く関心がない」と「努めていない」は検討対象から外した。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図 16 地球環境問題への関心とエネルギー消費 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 17 省エネルギー実行度とエネルギー消費 

 

3.7.3 省エネルギー行動の協力意識 
 

省エネルギーに関する種々の行動について、｢現状よりさらに省エネを行えるか｣という質問に

対して、殆どの項目で｢できる｣、｢多少ならできる｣と回答している世帯が 7 割程度見られ、全体

的に省エネに積極的な姿勢が窺える（図 18）。但し、「風呂の回数を減らす」については、「で

きる」が 1 割以下「多少ならできる」を含めても 3 割程度と低く、住宅内で最もエネルギー消費

の大きい給湯エネルギーについては、多くの協力を期待することが難しいことが示された。この

点については、別途、給湯用エネルギー消費は大きいという認識自体が極めて低いというデータ

も得ており、一因となっていると思われる。従って、適切な情報発信・啓蒙も不可欠であるが、

太陽熱給湯器や、CO2 冷媒ヒートポンプ給湯器・潜熱回収型給湯器等の高効率給湯器、断熱浴槽

の導入など設備面での対策の必要性は極めて高いと考えられる。 



住宅のエネルギー消費実態と削減方策について（井上） 

- 28 -

0       20      40      60       80     100
％

できる

多少ならできる

どちらともいえない

あまりできない

できない

もっていない・
使っていない

冷房する時間・期間を減らす

冷房部屋数を減らす

冷房設定温度を高めにする

暖房する時間・期間を減らす

暖房部屋数を減らす

暖房設定温度を低めにする

風呂の回数を減らす(夏期)

風呂の回数を減らす(冬期)

風呂の湯量を減らす(夏期)

風呂の湯量を減らす(冬期)

シャワーの使用時に節水をする(夏期)

シャワーの使用時に節水をする(冬期)

節水シャワーヘッドを導入する

洗濯機の使用時にまとめ洗いをする
調理や洗面で湯量を減らす(夏期)

調理や洗面で湯量を減らす(冬期)

風呂の残り湯を洗濯に使いまわす

歯磨き,洗濯時等に節水をする

冷蔵庫を効率的に利用する

ガスコンロの火力を控えめにする

炊飯ジャーの保温を止める

テレビの使用時間を減らす

使っていない家電品のコンセントを抜く

照明をこまめに消す

白熱灯を(電球型)蛍光灯にとりかえる

家電買い換え時に省エネ型を選ぶ
温水洗浄便座を季節毎に温度調節する

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 18 省エネルギー実行可能項目 

 
4．まとめ 
 

アンケート調査結果に基づき、住宅のエネルギー消費量と、住宅、世帯、住まい方、地域性、

意識、機器等との関係について検討した。その結果、条件毎に消費量に大きな差があり、また、

地域、世帯人数が同様であっても、世帯間に大きなばらつきがあることがわかった。このような

実態を踏まえることが有効な削減方策を講ずる上で不可欠と考えられる。また、給湯、暖房、冷

房等において、住まい方の影響が極めて大きいことが示された。実際、統計手法を用いて住宅・

世帯に係る要因がエネルギー消費量に及ぼす影響について分析を行った結果（日本建築学会, 

2006a；井上ら, 2006）においても、「地域」「世帯人数」「保有機器台数」と共に「省エネ実行

度」の影響が大きく、逆に「延床面積」「世帯年収」の影響は小さいことが示されている。 

住宅の断熱・気密化は、室内環境水準の向上に大きく貢献していると評価されるが、いわゆる
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リバウンド効果で、高断熱・高気密化住宅では、より長時間、より広い範囲、より高い室温で、

暖房される傾向があるとも報告されている。設備機器についても、それぞれの効率は向上してい

るものの、エアコン台数は増え暖冷房範囲・期間は拡大、室温もより快適な水準へ、冷蔵庫・Ｔ

Ｖも大型化、給湯量も増加、など、全体としてはエネルギー消費が大幅に増大する結果となって

いる。ハードのみならず、環境意識・ライフスタイルの見直し、住宅内エネルギー消費に関する

自覚、などソフトの部分と結びつけなければ、環境負荷の削減は困難と考えられる。また自家用

車を使用する場合、走行距離を年間で 1 万 km、燃費をリッター当たり 10km とすれば、ガソリン

の消費量は 1000 ㍑／年となり、熱量換算で 40GJ／年ほどとなる。即ちクルマだけで世帯のエネ

ルギー消費が 2 倍になるほどその影響は大きいことが分かる。クルマの使い方も含めて生活全体

を見直すことが必要と考えられる。 

このような問題意識から日本建築学会より、「温暖化防止型ライフスタイル推進のための行動

計画」（日本建築学会, 2005）さらには一般向けの出版物（日本建築学会, 2006b）が出されている。

併せて参考にして頂きたい。 
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Abstract 
 

Japan has no public energy data for residences. Therefore, the conditions of household 
energy consumption have heretofore been assumed through analyses of results of the “Family 
Income and Expenditure Survey” by the Ministry of Internal Affairs and Communications. 
Now that problems related to global warming have become increasingly serious, the 
promotion of energy conservation has become more important than ever among this country’s 
energy policies. In this country, however, it is practically difficult to establish new housing 
energy research by public statistical data because of restrictions on the available statistical 
methods. Therefore, even if the “Family Income and Expenditure Survey” remains an 
important data resource in the future, information obtained using the conventional analytical 
method has already almost reached its limits. Consequently, this study presents the possibility 
of obtaining more information from the “Family Income and Expenditure Survey” using 
genetic algorithms as an analytical method of computational statistics. This analytical method 
will provide useful information to ascertain household energy consumption of this country, in 
which the aging population and declining birthrate will be accelerated. 
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1．はじめに 

 

温室効果ガス抑制のために生活・住宅への省エネルギーは最重要課題の 1 つであり、最適なエネル

ギー政策の決定と実行が希求されている。そのためには精度の高い統計データを整備し、家庭部門で

のエネルギー需要の実態を把握することが不可欠であるが、我が国では家庭部門のエネルギー消費量

の把握を目的とした公的統計調査が存在しない。代用として「家計調査」（総務省統計局）の光熱費

支出額が用いられているのが現実である。一方米国ではエネルギー情報局が 4 年に 1 回“The 

Residential Energy Consumption Survey （RECS）”（米国エネルギー情報局）を実施することで、家

庭部門のエネルギー需要を把握し、地域別用途別に需要を推定・公開しており、我が国でも一刻も早

い公的な家庭部門のエネルギーデータベース整備が望まれるところである。 

一般に統計データは、政府や関連機関の行う「公的統計」と、大学等の研究者や民間の調査会

社などが行う「民間統計」に分けられるが、今回は「統計」を「公的統計」に限定して論ずるこ

ととする。 

我が国全体のエネルギー需給バランス統計は、毎年「総合エネルギー統計」（資源エネルギー庁）

として発表されているが、基本はエネルギー生産、供給側からの統計データから作成されるため、そ

の値から需要側の詳細な情報をうかがい知ることは難しい。 

民生部門の省エネルギーの必要性がこれだけ声高に叫ばれている今日、家庭部門のエネルギー消費

実態把握のために公的統計があってしかるべきであるが、統計法の重複項目調査禁止の方針により、

調査内容が「家計調査」と重複が多い新統計の整備は困難な状況にある。 

そこで、昔から家庭部門については、建築学会などが大規模な実態調査（長谷川・井上, 2004；日

本エネルギー経済研究所, 1975～など）を企画・実行してきた。しかし如何に実態調査の内容が充実

しても、公的統計の存在意義は無くなることはない。公的統計の価値は、調査規模だけではなくその

調査スタイル、調査内容の継続性にあるからだ。大規模な実態調査一回よりも、小規模な継続調査

10 年は、情報量、信頼性でまさる場合がある。そういう点で「公的統計」は大いに“まんねり”で

なければならない。この種のデータは派手な成果は期待できないが、その効果は時間経過とともに相

乗的に効いてくるのである。 

「家計調査」は、現時点では家庭部門のエネルギー需要を推定する最も重要な統計であると言える

が、本来エネルギー需要調査を目的とした調査でない事、調査項目が光熱費や商品の購入量であり、

属性情報が貧弱であることなどから、その情報量についても自ずと制限がある。この調査に環境負荷

を下げるための有効な生活・住宅対策についての情報を期待することは、過剰な期待といえるかもし

れない。 

その様な過剰な期待に応えるのは困難ではあるが、「家計調査」の分析によって我々は、その集計

項目（毎月の光熱費や消費量）だけではなく、エネルギー使用用途まで類推し、地域別の冷暖房需要

の違いや、照明・家電器具の消費電力、給湯需要まで類推してきた。提供されていない情報からどの

ように推定してきたかというと、この分野の過去の研究成果（澤地・坊垣, 1997；田中ら, 2001）や、

エネルギー使用量の季節変動特性、エネルギー毎の平均的な使い方、地域特性等の知識（以下総合し

て「先見的知識」）を駆使して、各使用用途のエネルギー需要を逆推定問題として処理してきたので
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ある。この情報は家庭部門の「統計」の無い我が国においては、エネルギー政策を決定する大きな指

針となった事は間違いない。これまで「家計調査」は多くの研究者によって解析され尽くされた感が

あったが、最近最新の計算統計学の手法と「先見的知識」を駆使することで、更に進んだ解析が可能

となってきた（田中ら, 2006）。今回はその方法と分析結果について簡単に紹介する。 

 

2．研究の目的 

 

「家計調査」は、戦後まもなく始まった「消費者価格調査」から発展したもので、1962 年７月から、

全国 168 市町村、約 8,000 世帯を対象に始まり、その後沖縄県が 1973 年 1 月から加わり、1999 年７

月から農林漁家世帯が、2002 年からは単身世帯も加わり現在にいたる。この統計を解析する利点

は、1963 年から現在にいたるまでの均質な時系列データが揃っていることにある。「家計調査」の

分析によって、家庭のエネルギー需要を推定した研究は三浦（2000）、住環境計画研究所（1999）、

田中ら（1998）など多く知られており、この様な研究によって地域別エネルギー需要の特性が明らか

にされ用途別原単位が明らかになるなど大きな成果を上げている。しかし近年家庭部門のエネルギー

需要の増加が問題にされる中、社会構造の変化、特に少子・高齢化社会がエネルギー需要にどのよう

な影響を与えるかといった新しい問題に関心が集まってきており、それに対する答えが求められてい

る。しかしこれまで「統計」の解析によってこの問いへの回答となる集計結果はほとんど得られてい

ない。 

本研究は「統計」データに潜む情報を計算統計学の手法と「先見的知識」で明らかにすること

にある。比喩的な表現を許していただくならば、統計情報の深部に潜む情報は、情報の欠落によ

りピンぼけ情報としてしか存在しない物もあるが、この手法によって補間推定することで画像の

輪郭を明瞭に再生するものである。最終的にはそれらの画像の組み合わせによって、統計中の情

報を立体像として描くことが本研究の最終目的である。 

 

3．分析手法とその解析結果 

 

3.1 分析手法 

 

家計消費のデータを従来よりも踏み込んで情報解析するには、複数の集計結果から解を総合的に演

繹すると同時に、先見的知識による逆推定が必須となる。ここでは先見的情報や、符号制約、パラメ

ータの漸進的変化の仮定（森ら, 2005）をおく事で、解の範囲を絞り込むとともに、遺伝的アルゴリ

ズム（以下”GA 法”）を用いて効率的に近似解を探索（萩原, 1994）している。図 1 にその作業フロ

ーを記す。遺伝的アルゴリズムでは初期集団として固体（解）の集団をランダムに発生させるが、今

回はさらに制約条件と他の類似情報から、解がある生起確率をもって発生し、突然変異するという条

件を与えて解を確率的に探索している。次にこの個体群の全ての個体について適合度を求め、この適
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家 計 消 費
属 性 1　集 計 表

家 計 消 費
属 性 2　集 計 表

遺 伝 的 ア ル ゴ リズ ム

？

xij

要 因 分 析

クロス 集 計 表 の

逆 推 定 （最 尤 推 定 値 ）

属 性 1× 属 性 2

クロス 集 計

ベ イス 推 定

合度に基づき次の世代に残す個体を選択し、その個体間の交差、交差時の突然変異を繰り返すことで

最適解に漸近してゆく。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 推定作業フロー 

 
3.2 解析結果 
 

住宅内のエネルギー消費量を決定する因子は、気候要因、住宅、使用機器、居住する世帯のラ

イフスタイルなど多様な要因によって決定される。しかもそれらは相互に影響し合い、1 つの観

点からの分析だけではその実像はわからない。つまり解析結果を相互に組み合わせた立体像での

解析が必要となってくる。以下では従来、地域別用途別のエネルギー消費原単位の解析で終わっ

ていた分析を、世帯属性の因子を追加して分析した例を示す。 

 
3.2.1 家族数とエネルギー消費量 
 

世帯員数別エネルギー消費原単位の地域別推計結果を表 1 に示す。解析を行った 1970 年以降の 10

地域において、北海道は各世帯員数でエネルギー消費原単位が最大であるが、経年でみると、他地域

との差が縮まる傾向にある。これは 1970 年から 1980 年にかけて北海道の 3 人以上世帯のエネルギー

消費原単位が減少しているのに対し、その他地域では全ての世帯員数で増加傾向にあるためである。

また東北や北陸と北海道の原単位差は年々縮小傾向にあり、近年では 3～5 人世帯は３地域の差異は

無いと言える。 

図 2 に 2005 年の北海道と、関東の 1 人当たり年間エネルギー消費原単位の推定結果を示す。1 人

当たりのエネルギー消費原単位でみると、単身世帯と 2 人世帯の原単位は各地ではほぼ一致しており、

世帯数が 3 人目から 1 人あたり原単位は減少する。北海道は、世帯員数が 6 人以上になるとふたたび

1 人当たり原単位が上昇しはじめるが、これは住宅規模が大きくなるためと予想される。また、1 人
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1970年 2人 3人 4人 5人 6人以上

北海道 11,096 16,922 16,816 22,739 21,759

東北 8,780 10,698 11,494 11,616 14,754

関東 6,447 7,224 7,954 9,031 9,960

東海 7,095 8,271 8,076 10,436 11,703

北陸 6,155 7,637 8,356 9,375 9,616

近畿 5,393 6,472 7,496 8,932 8,756

中国 7,057 7,796 8,398 10,178 9,887

四国 5,232 6,829 6,852 7,247 7,696

九州 5,500 6,230 7,789 8,960 9,217

※沖縄は調査対象外地域

1980年 2人 3人 4人 5人 6人以上

北海道 12,032 14,498 15,456 15,131 17,546

東北 8,885 10,252 10,912 11,802 13,140

関東 6,692 7,650 7,433 8,844 10,147

東海 6,410 6,778 7,170 7,912 10,216

北陸 7,908 8,554 9,434 10,072 11,813

近畿 6,124 6,990 7,644 7,966 9,582

中国 5,959 7,077 7,715 8,165 10,530

四国 5,936 6,273 7,130 8,196 8,468

九州 5,567 6,667 7,334 7,898 8,632

沖縄 4,806 4,877 5,249 6,042 7,299

2005年 2人 3人 4人 5人 6人以上

北海道 14,577 14,927 14,991 19,319 26,682

東北 13,491 14,268 14,536 18,140 24,026

関東 9,012 10,349 11,035 12,695 14,444

東海 9,236 10,522 11,178 12,964 15,050

北陸 13,457 14,803 15,434 18,344 22,583

近畿 9,004 10,370 11,066 12,714 14,851

中国 8,773 9,822 10,346 12,204 15,118

四国 8,871 9,966 10,540 12,385 15,244

九州 7,945 8,963 9,467 11,109 13,181

沖縄 6,190 7,101 7,565 8,884 10,588

1990年 2人 3人 4人 5人 6人以上

北海道 14,720 14,814 16,700 16,224 21,956

東北 10,140 11,791 12,272 13,552 15,842

関東 8,349 9,764 9,757 11,431 13,887

東海 7,097 8,191 10,288 10,760 12,626

北陸 10,850 12,899 12,254 16,773 17,840

近畿 7,408 8,400 9,559 10,777 12,064

中国 7,565 9,171 9,102 10,789 11,889

四国 6,714 7,772 8,969 9,391 11,089

九州 6,415 7,861 8,401 8,353 10,697

沖縄 5,408 7,156 7,170 7,817 8,673

あたり原単位では、単身世帯は給湯原単位が圧倒的に大きく、2 人以上になると暖房と給湯需要が拮

抗する。北海道の給湯需要が大きいのはその寒冷な気候が影響していると考えられる。また、北海道

は電灯需要が年間を通じて他地域より 20～30％程度少なく、結果として照明・動力需要が小さくな

っている。 

 

表 1 世帯員数別エネルギー消費原単位 

単位：Mcal/戸・年 

 

 

 

 

   

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2 1 人当たりエネルギー消費原単位（左：北海道、右：関東；2005 年平均） 
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2000年 勤労者以外 夫婦のみ
両親，子供夫

婦，未婚孫

片親と未婚
の子供

夫婦と子供そ
の他

北海道 18,952 14,169 25,891 11,710 16,911
東北 14,170 13,184 20,272 11,345 15,640
関東 11,413 8,729 13,826 8,582 11,239
東海 10,579 8,469 15,718 8,715 10,672
北陸 15,164 11,332 21,655 11,053 14,178
近畿 11,285 8,868 14,072 8,610 10,799
中国 11,116 7,973 14,095 8,201 10,203
四国 10,439 7,173 12,707 7,520 10,473
九州 9,275 7,289 12,029 7,248 9,584
沖縄 7,405 5,918 9,376 5,121 6,788

1980年 勤労者以外
両親，子供夫

婦，未婚孫

片親と未婚

の子供
夫婦のみ又は

夫婦と未婚子

夫婦のみ又は

夫婦と未婚子と

他親族

北海道 14,556 21,516 9,791 13,620 17,698
東北 10,446 13,552 8,151 10,443 13,076
関東 8,492 8,979 6,098 7,280 10,718
東海 8,086 9,220 6,457 6,603 10,432
北陸 9,654 10,938 7,683 8,763 11,782
近畿 7,911 9,095 5,680 6,831 9,680
中国 8,053 8,694 5,675 7,004 9,679
四国 7,451 8,588 5,626 6,377 8,986
九州 7,382 8,271 4,907 6,646 8,773
沖縄 6,127 7,466 4,621 4,653 8,605
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3.2.2 家族構成とエネルギー消費量 

 

最初に家族構成と、エネルギー消費原単位の関係を 1980 年、2000 年を例に表 2 に示す。ここ

でも北海道の暦年の世帯類型別エネルギー消費原単位は、ほとんどの場合 10 地域中最大であるが、

その地域差は年々縮まる傾向にある。それは、1980 年以降北海道各世帯類型のエネルギー消費原

単位が、あまり変化していないのに対し、他地域は 2000 年まで増加傾向にあるためである。特に

「片親と未婚の子供」世帯については 1990 年に北陸が 11.3Gcal/戸･年と北海道は 10.4Gcal/戸･年

よりも 0.9Gcal/戸･年大きくこの頃から、同類型の北海道、東北、北陸の原単位は類似した値を示

すようになる。ここでも全般的に北海道の原単位経年変化が小さいのに対し、他地域は、経年で

エネルギー消費が増加し、北海道に近づきつつあることがわかる。 

次に世帯員数に家族構成の要因を含めて検討した結果を図 3 に示す。図は世帯員数を横軸に、原単

位を縦軸に示し、「片親と未婚の子供」世帯と「3 世代同居」の同様に平均世帯員数と原単位を用い

て投影している。 

 

表 2 世帯属性とエネルギー消費原単位 

単位：Mcal/戸・年 

   

 

 

 

 

 

 
 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 世帯員数別原単位と家族構成（左：北海道、右：関東；2005 年平均） 
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「片親と未婚の子供」世帯の世帯員数は、北海道では約 2.3 人、関東は約 2.5 人であるが、そのエ

ネルギー消費原単位は、2 人世帯の平均原単位よりも小さく、25 年間ほとんど変化がない。 

北海道の「片親と未婚の子供」世帯の原単位は 1980～2005 年は 10,000Mcal/戸･年と安定しており、

表 1 の世帯員数から推定されるエネルギー消費原単位よりも 2,000～5,000Mcal/戸･年少ない。これに

対して 3 世代が同居する「両親・子供夫婦・未婚孫」世帯は、世帯員数から推定される消費原単位よ

りも 3,000～8,000Mcal/戸･年多く、世帯員数以外にも家族構成もエネルギー消費に大きく影響してい

ることが統計データの多面的な解析によって確認される。 

 

3.2.3 高齢世帯とエネルギー消費量 

 

一般に高齢化社会においてはエネルギー需要の増大が予想されているが、具体的にどの程度エネル

ギー需要が増えるのかは、なかなかその実態はつかめない。図 4 に 2 人世帯のエネルギー消費原単位

の中で、夫婦ともに 65 才以上の高齢夫婦と、それ以外の 2 人世帯のエネルギー消費量を示す。 
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図 4 高齢夫婦世帯とその他 2 人世帯のエネルギー消費原単位 

 

解析結果では、高齢夫婦のエネルギー消費原単位は、その他の 2 人世帯のエネルギー消費原単位よ

りも北海道では 10％以上大きく、関東でも 6％以上大きい、特に北海道では暖房需要の差違が目立ち、

高齢世帯は他 2 人世帯よりも約 20％大きい。このことから高齢世帯がその他世帯よりも暖房需要が

大きいと推定される。 

 

3.3 暖房エネルギー消費の要因分析 

 

本節では、この様な分析を用いて、過去 10 年間の暖房エネルギー消費量変動の要因分析例を示

す。この分析では、機器効率、気候要因、世帯数、集合住宅率、世帯員数の減少を変数として考

えている。 

3.3.1 前提条件 
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 図 5 に今回の分析で新たに推計したストックエアコンの機器効率（暖房 COP）と、標準運転時

の地域別暖房期間消費電力量を示す。 

地域別のストックエアコンの機器効率は、日本エネルギー経済研究所（2004）の推計方法で求

めた。ストックエアコンの暖房 COP は 10 年間で 1.6 倍に向上しており、標準運転時の暖房用電

力の消費量は、省エネルギーセンター（2005）によって地域別に求めたもので、関東地区は 1996

年 1,400kWh/戸･年から 2005 年は 1,052kWh/戸･年となっている。一方北海道は寒冷な気候のため、

関東地区の約 4 倍の電力消費となる。 

また単位暖房度日あたりの暖房エネルギー消費量は 1996～2005 年の全国 10 地域の暖房エネル

ギー原単位と暖房度日（日本エネルギー経済研究所,2007）の関係から求めたもので、気象条件の

変化に対する、暖房用エネルギーの感度を把握するために分析したものである。これによると暖

房度日 1℃･日につき、暖房原単位は 2.7Mcal 増加することになる。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）エアコン暖房 COP と暖房期間消費電力量    （b）暖房度日と暖房エネルギー消費量の関係 
 

図 5 要因分析のためのその他要因分析結果 

 

3.3.2 要因分析結果 

 

図 6 に家庭部門の暖房エネルギー消費量を過去 10 年間の変動の要因分析結果を示す。暖房用エ

ネルギーの変動は、気候要因（暖房度日）の影響が大きく、過去 10 年間で最大の変動幅を記録し

た 2002 年は、2,265×1010kcal 暖房エネルギーが対前年で増加している。この値は 10 年間の平均

暖房エネルギー13,267×1010kcal の 17％に相当する。 
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図 6 家庭部門暖房用エネルギー消費量の経年変化要因 

 

図 7 に、気候要因を排除した後の 1996 年から 2005 年の各要因変動量の累積結果を示す。増エ

ネ要因としては、10 年間にわたる世帯数の増加で 1,984×1010kcal の増、住宅要因（戸建や集合住

宅数）で、戸建て住宅数の増加（ただし集合住宅率は上昇）で 5×1010kcal 増である。一方機器効

率の改善効果で、2,538×1010kcal 減、世帯員数の減少により 481×1010kcal 減となっている。この

効果を相殺すると合計で 1,031×1010kcal の削減となる。この値は 1996 年度の暖房エネルギー消

費量の 8％に相当する値である。また、暖冬・厳冬といった異常気象による暖房エネルギー消費

量の変動効果は 10 年分の機器効率改善効果に匹敵する事がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 暖房用エネルギー消費変化要因とその効果（10 年間累積） 
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4．まとめ 

 

家庭部門のエネルギー消費増大の原因や有効な省エネルギー対策を直接知るためには、大規模な実

態調査などの民間統計は必須であるが、公的統計の整備も同様に重要である。いずれの方法も、今そ

の分解能を高めることと、両調査結果の総合化・多次元情報化が求められている。 

今回紹介した様に、家庭用エネルギー需要の情報源として、公的統計データの分解能を向上させる

ことは可能であり、それは次の研究や、政策の指針を与えるともに過去の政策評価につながるような

分析に有効である。注意しなければならないのは、統計データの解析で得られた情報は一次デー

タのサンプル特性や、先見的知見の確からしさに依存しており、利用する者はそれを理解・納得

の上で使用する必要がある。つまり情報は得られたものを単純に利用するのではなく、情報の性

質と、結果を総合的に判断する事が望まれる。これによって、単純解析や異常値の混入による誤

差の混入、サンプルの歪みやデータの誤読の危険性を減らすことができる。そのためには複数の

解析結果を立体的に組み合わせて、総合評価するための手法が必要である。この様な分析によっ

て、統計データからでも、社会構造の変化、特に少子・高齢化社会がエネルギー需要にどのような影

響を与え影響についても予測可能なデータが得られると考えられる。 

今回一例として示した分析結果からは、気候変動による暖房エネルギー消費量の変動幅が、10 年分

の機器効率改善効果に匹敵するほどの影響量であることがわかった。また単身世帯、2 人世帯の 1 人

あたりエネルギー消費量は、全世帯中最大であり、特に高齢化により更に 10～20％程度大きくなる

可能性が有ることを示した。今後はこれら分析結果を用いて、統計データを総合的・多面的に俯瞰す

るための手法開発を行う予定である。 
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大都市のエネルギーシステム変革シナリオ（大阪市を例に） 

                  
 

下田 吉之 1・山口 容平 2・水野 稔 1 

 

 

 

Energy System Transition Scenario for Big Cities 
(Case Study on Osaka City) 

 

 

Yoshiyuki SHIMODA1, Yohei YAMAGUCHI2,and Minoru MIZUNO1
 

 

 

 

Abstract 
 

Long-term transition of urban energy system is discussed. Energy consumption in 
non-residential sector and residential sector is predicted by bottom-up type end-use 
simulation model. For the non-residential sector, the necessity of land-use control for global 
warming mitigation is discussed. For the residential sector, energy saving effect of thermal 
insulation of the house, energy efficient home appliances and life style change are simulated. 
 

Keywords: End-use energy model, Land-use control, Thermal insulation of residential 
building 

キーワード：最終需要モデル, 土地利用コントロール, 住宅の断熱 

 

1．はじめに 

 

 都市スケールで取り組むべき建築分野の地球温暖化対策として、下に挙げるような 3 つのレベ

ルのものがある。 

 ① 土地利用のマネージメント（建物規模、密度、方位のコントロール、日照規制、尚この対策

は交通分野のエネルギー消費にも大きく関連する） 
1大阪大学大学院工学研究科環境・エネルギー工学専攻  〒565-0871 吹田市山田丘 2-1 
2大阪大学サステイナビリティ・サイエンス研究機構  〒565-0871 吹田市山田丘2-1 
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② 建築ストックのマネージメント（都市独自での省エネルギー基準強化、IT による地域の省エ

ネルギー管理など） 

 ③ エネルギー供給インフラの整備（エネルギーの面的利用、都市排熱のネットワークなど) 

 ③については、別稿で述べられるので、ここでは① ②を中心に論じることとする。 

 

建築・都市の温暖化対策・エネルギー消費削減対策を論じようとするとき、これまでは大規模

建築における先進的な省エネルギー対策や大規模再開発における高効率型の地域冷暖房システム

など「トップランナー」的な取り組みに関心が集まりがちであった。しかし、現在議論されてい

るような数十％オーダーの大幅な温室効果ガス削減を目的とする場合には、省エネルギー性能が

おおむね平均以下にある多くの中小規模建築を含む、建築ストック全体を対象とした対策が必要

になってくる。またこのとき、現在の建物の構造や土地利用の状況をそのままにして、太陽電池

のような再生可能エネルギーの導入や建物内で使用される機器の効率向上、コージェネレーショ

ンの導入など装置的な対応のみでこのような高いエネルギー消費量削減目標を達成することは困

難と考えられ、建築・都市のあり方に大きく踏み込んだ転換シナリオが必要であると考えられる。 

民生部門のエネルギー効率の面から見た都市の土地利用の一つの理想解として、都市を 

① コージェネレーションやヒートポンプ、未利用エネルギーを活用した地域冷暖房システムが

導入しやすい高層業務地区 

② 太陽エネルギーや通風を活用した省エネルギー建物の普及しやすい低層・中層住宅地区 

の2種類にメリハリをつけて整備する大胆な土地利用転換がある（鳴海, 下田, 1993、 田頭, 2002）。

しかし、現在のわが国の都市はこのようなエネルギー的理想解とはほど遠く、また土地利用転換

の是非を論じる上では居住環境、経済効率、地域のコミュニティや町並みの歴史的な継続性など、

長期的な「将来の都市のあり方」に対する総合的な議論が必要である。その際、エネルギーシス

テム計画の立場からは、建物レベルの地球温暖化対策、現在の地区特性に応じた地域エネルギー

システムを整備する対策、上記のような大胆な土地利用変化シナリオによる対策のそれぞれの効

果を提示して、上述の総合的な議論に供することが必要とされる。 

本報では、上記のような目的のもと、大阪市域を対象に業務建物については主として小規模建

物の大規模集約化など土地利用変化の効果を機器・建築レベルの対策および地域エネルギーシス

テムの導入効果と併せて論じ、住宅については機器・建築レベルの対策およびライフスタイルの

変更による対策について論じることとし、それぞれ数十年後を目標としたエネルギー消費改善シ

ナリオの提示とシミュレーションによる定量的評価をおこなった結果を紹介する。 

 

2．業務建物の将来シナリオ 

 

2.1 使用したモデル 

 

従来、都市民生部門のエネルギーシステムの現状把握や将来対策シナリオをおこなう際、都市

の中に存在する全ての建物ストックを用途や規模で類型化し、類型毎に建物レベルでの対策シナ
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リオを設定して定量的評価をおこなう、いわゆる「建物レベルでの類型化」をおこなう研究が一

般的であった（岩船・山地, 2001；浅井ら, 2005）。しかしエネルギーの面的利用など複数建物に

わたるエネルギーシステムや、建物の対策と地区の街並みとの関係を論じる上では、都市レベル

と建物レベルの中間に「地区」のレベルを設定し、建物・地区レベルそれぞれの対策シナリオを

同時に評価するモデルが要求される。 

そこで、大阪市計画調整局作成の 500×500m 建物床面積メッシュデータ（2001 年調査)におけ

る住宅以外の業務建物データをそのまま用い、このメッシュ 1 つを「地区」としてエネルギー対

策上の観点から分類をおこなった。なお、同データには官公庁など固定資産税の非課税建築が含

まれないので、1985 年の調査結果を参考に非課税建築の床面積を補正している。 

地区のエネルギー需要特性に密接な影響を及ぼすと考えられる、メッシュ内の建物用途別床面

積（事務所・商業・宿泊・医療・学校の 5 用途）・グロス容積率（延床面積合計をメッシュ面積

で除した値、ただし住宅は含まない）・平均階数（延床面積を一階床面積で除した値）を入力と

して、クラスター分析（Ward 法）を用いて大阪市内の 971 メッシュを類型化した結果、図 1 に示

すような 8 類型のクラスターに分類された。各類型の 1 メッシュ当たり用途別延べ床面積の平均

値を図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1 クラスター分析によるメッシュ分類結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 各地区類型の用途別延べ床面積平均値 
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大規模業務地区（20 メッシュ）、中規模業務地区（47 メッシュ）は事務所建築の割合が高く、

大規模業務地区は中規模業務地区と比較して約 4 倍のグロス容積率となっている。大規模商業地

区（9 メッシュ）と中規模商業地区（15 メッシュ）は商業・宿泊用途の床面積の比率が高いもの

の、50%以上の床面積を事務所床面積が占めている。なお、大規模商業地区は後述する現地調査

の結果、地区内の建築の規模がメッシュにより大きく異なることがわかったので、その結果から

「高層・大規模クラスター（4 メッシュ）」と「中小規模密集クラスター（5 メッシュ）」に再区

分して以下の分析を行うこととする。医療厚生地区（6 メッシュ）は大規模な医療施設が存在す

る地区である。教育施設集積地区（42 メッシュ）は文教用途床面積の比率が 6 割を占め、平均階

数は 3 階で、グロス容積率は約 20％と低い。低密度地区 1（600 メッシュ）と、低密度地区 2（232

メッシュ）は、住宅中心の地域であり、業務用途床のグロス容積率は 25％に満たない。以下この

2 つの用途は低密度地区として一つにまとめて分析することにする。大阪市の全業務用建築延べ

床面積がどの類型に属しているかを図 3 に示すが、大規模業務地区・中規模業務地区・大規模商

業地区の 3 地区 76 メッシュで全体の 47％の床面積を占める一方、2 つの低密度地区を合計すると

36％の床面積となり、後述する地域冷暖房の対象となり難い建物の割合も高いことがわかる。 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

図 3 大阪市全業務床面積の属する地区類型比率 

 

8 類型それぞれについて、各類型の代表メッシュ各 1 ヶ所を選択し、各代表メッシュ内の建物

全体（床面積 1,000 ㎡以上）について調査を行い、エネルギーシミュレーションの入力条件をデ

ータベースとして整備した。詳細については文献（Yamaguchi et al., 2007；下田ら, 2006）を参照

されたい。各地区類型の建築面での特徴を表 1 に示す。これらの結果から、各地区類型の代表メ

ッシュに存在する延べ床面積 1,000 ㎡以上の全ての建物に対して、建物・室用途別に設定した照

明・機器の電力消費原単位および使用パターンを与え、大阪の標準気象データを用いた動的熱負

荷計算と電力消費の積み上げ計算により、各建物の 1 時間毎 1 年間の冷温熱・電力需要を計算す

る。これを地区内で合計して、地区全体の年間電力・都市ガス消費量とする。ただし、医療厚生

地区、教育施設集積地区および低密度地区内に存在する事務所・商業・宿泊用途建築等は、それ

ぞれモデル建物についてシミュレーションをおこなった上で、エネルギー消費量を床面積あたり

の原単位に換算して地区のエネルギー消費量に変換した。これらのシミュレーションで得られた、

代表メッシュにおける電力・都市ガス消費量を、各代表メッシュの業務部門総床面積で除して各

地区類型毎の床面積あたりエネルギー消費原単位とした後、同じ地区類型に属する全ての地区（メ
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延床面積・グロス
容積率

用途構成 個々の建築の規模・空間的配置

150～350% 床面積の90%は事務所用途 30,000m
2以上の大規模建築から小規模建築まで存在. 規模

の異なる事務所が密集している.

150%以下 床面積の80%は事務所用途
中小規模の事務所建築が集積. 大規模業務地区よりも一棟あ
たりの延床面積が小さく、立地もまばらである.

高層・大規模
クラスター

300～600%
高層・大規模な事務所、商
業、宿泊用途

高層ビル・大規模ビルが集積している.

中小規模密集
クラスター

300～600%
大部分が中小規模の商業
建築

商業建築が高度に密集している.

100～250%
床面積の約50%は事務所、
その他は商業・宿泊用途

大規模な建築はなく、中小規模の事務所建築、商業建築が密
集している.

医療建築以外は、小規模建築によって構成される.

文教施設以外は、小規模建築によって構成される.
小規模建築によって構成される.低密度地区 主に住宅によって構成される

中規模商業地区

医療厚生地区 7万m2～10万m2程度の医療施設が存在. その
他の用途は大きな床面積を持たない

教育施設集積地区 文教施設（学校建築）が集積. その他は住宅

街区類型

大規模業務地区

中規模業務地区

大規模
商業地区

0 20 40 60 80

シミュレーション

統計値

最終エネルギー消費量 （PJ/年）

電力

都市ガス

ッシュ）の業務部門総床面積を乗じ、更にそれを全ての地区類型について合計することで、大阪

市全体の業務部門エネルギー消費量を算出する。 
 

表 1 各地区類型の建築ストックの特徴 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上のフローにより計算された大阪市全体のエネルギー消費量を、2001 年の大阪市民生業務部

門の都市ガス・電力の消費統計値と比較して図 4 に示す。シミュレーション結果は統計値よりも

全体で 10％小さくなっているが、これは厨房用のエネルギー消費などシミュレーションで未考慮

のエネルギー消費用途があることや、一般に実態はシミュレーションで想定されるよりも運用上

の不具合等によってエネルギー消費量が大きくなっていること等が原因と考えられ、将来の技術

向上・地域冷暖房導入によるエネルギー消費削減量を評価する上では概ね十分な精度を有してい

ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 
 

                      図 4 大阪市全体のシミュレーションと統計値の比較 

 
2.2 地区類型別長期シナリオの策定 
 

表 1 に示した 8 つの地区類型毎に、その代表メッシュを対象として、2.2.1 に示す将来の技術パ

ラメータの変化を考慮した上で、2.2.2～2.2.4 に示す 2050 年を目標年次とした３段階の省エネル

ギー・CO2排出量削減シナリオを設定し、それぞれのシナリオによる 2050 年のエネルギー消費量

と CO2 排出削減量を定量化する。なお、ここでは大阪市全体の業務部門の用途別床面積は 2050
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年まで一定で変化しないものとする。 
 

2.2.1 省エネルギー・分散型発電技術の将来予測 
 

 建物内で使用される照明や OA 機器、冷凍機等熱源システム、コージェネレーションシステム

のエネルギー効率は今後大幅に向上することが予想されている。そこで文献調査や専門家へのヒ

アリングをおこない、2050年頃のエネルギー効率を予想し、現時点での効率と併せて表 2に示す。 

 

2.2.2 省エネルギーシナリオ 
 

市内に存在する全ての建物を対象に、エネルギー消費機器や空調熱源システムの効率が表 2 の

ように向上し、かつ、ペアガラスと壁への断熱材の取り付け、空調搬送系統のインバーター化、

全熱交換換気、外気冷房、換気量 CO2 制御がおこなわれた条件で大阪市全体のエネルギー消費量

を計算する。 

表 2 将来の省エネルギー技術発展予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.2.3 Community Energy Management(CEM)シナリオ 
 

 省エネルギーシナリオを実行した上で、高密度地区に地域冷暖房システムを導入するシナリオ

である。8 つの地区類型のうち、大規模業務地区、大規模商業地区（高層・大規模クラスター、

中小規模密集クラスター）、中規模商業地区の 4 類型は、表－1 に示したように地区のグロス容

積率が 100％を超える。佐土原ら（1998）は、日本全国の地域冷暖房導入可能地区の選定をおこ

なう際、再開発・新開発地ではグロス容積率 100%以上の場合に地域冷暖房システムの導入が可

能と定義していることから、上記 4 地区類型においては地域冷暖房システムを核としたエネルギ

ーシステムの導入と、一部それに適した地区内建築ストックの集約をおこなうこととする。具体

的には、地域の全冷温熱需要を、ターボ冷凍機と空気熱源ヒートポンプからなるシステム（HP）、

2000年 2050年 備考

照明システム
照明器具の発光効
率 [lm/W]

60 (白色蛍光灯を想
定)

150
2020年以降にLED照明が安価
に利用できるようになることを
仮定

共用OA機器† 5.0W/㎡ 2.5W/㎡

PC・モニター
CRTとLCDの比率

(84%:16%)[9.1W/m2]
5.8W/㎡

5.00 8.00
冷房COP 2.89 5.00
暖房COP 3.12 5.40

1.00 1.65 三重効用を仮定．排熱投入型
も同じ効率を想定する

0.7（使用せず） 0.70 –

0.83 0.83 –

冷房COP 2.58 4.00
暖房COP 3.13 5.00
冷房COP 0.95 1.60
暖房COP 1.19 2.00

考慮せず 60%
SOFC（固体酸化物燃料電池
＋コンバインド）を想定し、排
熱回収効率は14％とする

インバータ技術による部分負
荷特性向上を仮定

ガスエンジン駆動
ヒートポンプ

-

分散型電源 （発電効率：高位発熱量基
準）

吸収式冷温水機COP

単効用吸収式冷凍機COP

ガスボイラ [高発熱量基準効率]

ビルマルチ式空調
システム

エネルギー消費機器

オフィス機器の高効
率化

2030年までに現在の60％まで
電力負荷が減少する

ターボ冷凍機COP
インバータ技術による部分負
荷特性向上を仮定空気熱源ヒートポン

プ
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あるいは分散型電源（固体酸化物型燃料電池）と吸収式冷凍機を追加したシステム（DG）による

2 タイプの地域冷暖房システムで供給した場合をシミュレーションする。ただし、大規模建築の

集積が顕著である大規模業務地区、大規模商業地区高層・大規模クラスターについては 5,000 ㎡

未満の小規模建築を、その更新に合わせて 5,000 ㎡以上の建築に集約した上で地域冷暖房システ

ムを整備することとする。また、多数の小規模建築によって形成される大規模商業地区（中小規

模密集クラスター）では街区をユニットとするブロック熱供給を想定する。 

 

2.2.4 集積マネージメントシナリオ 
 

 CEM シナリオが現在の各メッシュの建物グロス容積率を変えずに、条件を満たす地区にのみ地

域冷暖房システムを導入する対策であったのに対し、このシナリオでは、地区類型のうち低密度

な地区の建物を集約化し、高密度な地区に転換（一部の地区は緑地等オープンスペースに転換さ

れ、大阪市の総床面積は保存される）した上で CEM シナリオを適用する大規模な土地利用転換

を想定する。具体的には、 

(1)中規模業務地区では、散在している中小規模建築を大規模建築に集約化し、各建物用途とも 

大規模業務地区と同じエネルギー消費原単位を実現すると仮定する。 

(2)大規模商業地区（中小規模密集クラスター）では、全ての建築を床面積 15,000 ㎡～50,000 ㎡

の建物に集約する。例えば代表メッシュは 183 棟の建築が 31 棟に集約される。 

(3)中規模商業地区・低密度地区・医療厚生地区・教育施設集積地区では、地区内の商業・宿泊 

用途については上記大規模商業地区（中小規模密集クラスター）と同様な集約化が、事務所

用途は大規模業務地区と同様な集約化が行われるとし、それぞれの地区と同じエネルギー消

費原単位を実現すると仮定する。 

 

2.2.5 電力消費の CO2 排出量への換算方法 
 

 それぞれのシナリオによる電力消費の削減量を、CO2 排出量の削減量に変換するためには、現

在および将来の電力消費 1 単位にかかる CO2排出量（電源の構成に依存）を推計しなければなら

ない。本論文では以下の仮定に基づいて算出することとする。都市ガスの消費による CO2排出量

は 0.0724kg-CO2/MJ で一定とする。 

(1)現在の電力消費量から、省エネルギーシナリオを実施することによる電力消費の削減分につい

ては、この対策が当該地域だけでなく国全体で実施される可能性が高いので、電源構成にも

大きな影響を与え、火力・原子力など全ての電源が一様に削減されると考え、現在の大阪市

における電源の平均原単位である 0.238kg-CO2/kWh を使用する。 

(2)省エネルギーシナリオから、CEM シナリオや集積マネージメントシナリオを実施することに

よる電力消費の削減分については、当該地域で特別に行われるエネルギー削減行動の成果で

あり、電源全体でなく短期的に調整しやすい電源（火力発電）を主として削減すると考え、

将来の火力発電の主力と考えられる LNG コンバインドサイクル発電の原単位に近い 5kg-CO2 

/kWh（省エネルギーシナリオ評価時の約 2 倍）を使用する。 
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 2.3 結果および評価 

 

 大規模業務地区の代表メッシュ（淀屋橋地区）について、省エネルギーシナリオ（建物個別の

対策）、CEM シナリオを適用した場合の CO2 排出量の変化を図 5 に示す。各建築における省エ

ネルギー努力で 39％、CEM による地区全体での努力で更に 14～27%の CO2排出量を削減するこ

とができる。なお、ヒートポンプの導入（HP 化）と分散型電源（DG 導入）のどちらが有利にな

るかは、上述の電力 CO2排出量原単位の設定によって変わるので注意が必要である。 

次に、中規模業務地区の代表メッシュ（難波地区）について、同様に省エネルギーシナリオ、

集積マネージメントシナリオを適用した場合の CO2排出量の変化を図 6 にそれぞれ示す。同地区

は大規模業務地区に比べてエネルギー消費原単位の高い商業施設や宿泊施設、事務所の中でも効

率の劣る中小規模建築の割合が高いことから、2001 年時点のエネルギー消費原単位が大規模業務

地区よりも 34％大きくなっているが、省エネルギーシナリオによる CO2排出削減率はほぼ等しく

なっている。本地区の場合、そのままの建築ストックで CEM シナリオを適用することが出来ず、

集積マネージメントをおこない、建築ストックの状況を大規模業務地区と同様にすることにより

大規模業務地区で CEM シナリオを適用したのとほぼ同様な CO2の排出削減率を得ることができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 大規模業務地区の CO2排出量変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 中規模業務地区の CO2排出量変化 
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図 7 各シナリオによる 2050 年のエネルギー消費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 各シナリオによる 2050 年の大阪市業務部門 CO2排出量 

 

 最後に、各地区類型の代表メッシュに対してそれぞれのシナリオによるエネルギー消費・CO2

排出量を計算し、それを大阪市全体の値に集計した結果を図 7、8 にそれぞれ示す。エネルギー消

費量で見ると、集積マネージメントシナリオによるエネルギー消費量はそれほど大きくは変化し

ていない。しかし、ヒートポンプ導入地域冷暖房による電力消費の割合、DG（分散型電源）導入

地域冷暖房による都市ガス消費の割合はいずれも大きく上昇しており、地域冷暖房システムの普

及が進んでいることがわかる。 

 次に、CO2排出量で見ると、省エネルギーシナリオとCEMシナリオの差は、2001年比で5～9％、

CEM シナリオと集積シナリオの差は、同様に 7～11％となり、後者から、現在の都市の構造を大

きく変革させる土地利用転換の効果は現在の排出量に対して１割前後となる（ただし、電力削減

の CO2原単位をこのシナリオでは、高め［0.5 kg-CO2/kWh］としていることは注意）。図は略す

が、CEM シナリオの結果と集積マネージメントシナリオの結果を建物規模別 CO2 排出量で比較

すると、前者では大阪市全体の CO2排出量の 62％を 5,000 ㎡未満の小規模の事務所、商業、宿泊

施設が占めているのに対し、後者ではその割合が集積マネージメントによって 25％まで低下して

いる。すなわち、省エネルギーシナリオや CEM シナリオについては、現在でも省エネルギー技

術の普及が困難なこれら小規模建築に対して、大規模建築と同等の省エネルギー対策を施すこと

を前提としており、その実現可能性までを考えれば、集積マネージメントシナリオの効果はより

大きくなる。 
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3．住宅部門の省エネルギーポテンシャル 

 

 住宅部門では、世帯（住戸）を超えたエネルギーシステムが成立しにくい。また、そのエネル

ギー消費は建物の床面積でなく、世帯の類型（世帯人員の数と内容、住宅が戸建てか集合か、住

宅の広さ）によってエネルギー消費に差が生じる。そこで、住宅部門については世帯詳細分類型

の住宅部門エネルギー最終需要モデルを別途開発（藤井ら, 2005；森川ら, 2005）している。モデ

ルのフローチャートを図 9 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 家庭用エネルギーエンドユースモデルの概要 
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このモデルを用いて、世帯類型・住宅広さ毎に現状の一次エネルギー消費量を推計した結果を

図 10 に示す。世帯の構成人員数による差が最も大きく、一人当たり原単位で見ても、１人世帯と

6 人世帯では倍程度の差が生じている。また、同じ面積、世帯構成において戸建て住宅の方が集

合住宅より 10～20％程度エネルギー消費原単位が大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 世帯当り年間一次エネルギー消費（上：集合、下：戸建） 

 

次に、大阪市における各世帯類型の推計世帯数と世帯当たりエネルギー消費量を乗じて合計す

ることにより、大阪市全体のエネルギー消費量を推計した結果を統計値とともに図 11 に示す。推

計値と統計値は非常に良く一致していることがわかる。 

さらに、住宅分野で現在考えられているいくつかの温暖化対策についてその大阪市レベルでの

一次エネルギー削減効果の推計結果を図 12 に示す。効果として最も大きいものは断熱基準の全て

の住宅での達成となる。トップランナー基準の効果は冷蔵庫・エアコンで大きく、家族団らん（テ

レビの視聴を居間に限定する）や設定温度緩和（暖房 19℃、冷房 28℃）などライフスタイルに関

わる対策の影響は 1～2％に止まっている。 
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図 11 大阪市全体値の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 各種対策による年間一次エネルギー消費量削減ポテンシャル 

 

最後に、これらの対策を以下の 3 グループに分け、それぞれの効果を推計した。 

・Step1：全ての家電製品のエネルギー消費効率を現在のトップランナー基準とする。既に制度

化されているものであり、近い将来の達成が見込まれる。 

・Step2：ライフスタイルの変革。設定温度の緩和、節水シャワーヘッドの利用、家族団らんな

ど。確実な実施の検証は困難であるが、市民に訴えかけやすい対策である。 

・Step3：住宅の断熱気密化。全ての住宅を次世代省エネルギー基準とする。達成には制度化と、

ある程度の長期間を要する。 

結果を図 13 に示す。Step1 で 13.7％の削減が期待できるのに対し、Step2 での上乗せは 3％に過

ぎない。Step3 による上乗せ削減は約 12％であり、家電製品機器の更なるエネルギー効率向上が
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困難であることを考えれば、住宅の断熱気密化の推進は今後の対策シナリオの中で大きな位置を

示すことになる。なお、Step3 によって住宅の暖冷房に係るエネルギー消費はかなり削減され、

エネルギー消費の大きな用途は給湯・厨房・その他家電となる。給湯に関してはここで考慮して

いないヒートポンプ給湯器・コージェネレーシン・太陽熱温水器等の導入効果が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 各種対策の組み合わせによる年間一次エネルギー消費量削減ポテンシャル 

 

今後、更なる削減シナリオを立案する上で、重要なポイントに世帯の大きさ（単身世帯など少

人数世帯の増加をどう捉えるか）や、集合住宅と戸建住宅の比率を制御することの是非があるだ

ろう。集合住宅と戸建て住宅の比について言えば、現状でその差は認められるが、断熱強化が進

めば差は小さくなり、逆に今後の大きな対策メニューである太陽光発電、太陽熱温水器や、貯湯

装置のスペースを必要とするヒートポンプ給湯器やコージェネレーションの設置ポテンシャルに

影響を与えることになる。 

 

4．まとめ 

 

 本報告では、手法や対象年代・技術などにばらつきはあるが、業務・住宅部門それぞれについ

て、大阪市における今後の温暖化対策の効果を推計した結果について紹介した。 

 業務部門では、電源の CO2排出原単位の変化に大きく左右されるものの、建物レベルで省エネ

ルギーを図るシナリオ、現在の高密度地区のみに高効率な地域冷暖房を整備するシナリオ、低密

度地区の建築ストックを大胆な土地利用転換による高密度地区への集積マネージメントをおこな

った場合の CO2 排出削減ポテンシャルを定量的に比較することができた。なお、集積マネージメ

ントをおこなわない場合には、小規模建築の着実な省エネルギー対策の実施が大きな課題になる

ことが示され、土地利用・建築ストックの誘導策が必要か、あるいは装置的対応で解決していく

べきかについて今後議論が必要であろう。 

 住宅部門では、当面の重要な対策が高断熱住宅の普及であることが示された。 

今後、両部門を統一的なシナリオの中で論じていくことと併せ、冒頭に示したような建築・都市
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の構造や、世帯構成や住居形式を含めたライフスタイルのあり方に大きく踏み込んだ対策シナリ

オの必要性について考察を深めていきたいと考えている。 
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建物個別対策から都市の面的対策までの統一的評価に関する研究 

（宇都宮市を事例として） 

 

 

石田 武志 1 

 

 

 

Integrated Model of Energy Demand Estimated Model, Energy System 
Evaluate Model and Energy Network Model 

（Case Study of Utsunomiya-city） 

 

 

Takeshi ISHIDA1 

 

 

 

Abstract 
 

Concerning CO2 reduction effect from the commercial buildings, the method for 
evaluating multiple effects of CO2 reduction countermeasures was constructed. The model 
made in this research combines building energy load model, air conditioning system 
evaluation model and building stock quantity stochastic model. This model can calculate the 
CO2 emission of commercial building sector of various Japanese cities. As a case study city, 
we chose Utsunomiya-city. 

Using this model, we evaluate the difference of the reduction effect in two cases; first 
case is the case in which CO2 reduction countermeasures individually evaluated and piled up 
each effects; second case is the case in which the mutual influence of the CO2 reduction 
countermeasures considered. From this calculation, the difference of both reduction effects 
was 8500t-CO2/year , and this model is effective for the evaluation of the more accurate CO2 

reduction effect. 
 

keywords: CO2 Emission, Commercial building, Heat Load Simulation, Air-conditioning  

             System, CO2 Reduction Countermeasure 
キーワード：二酸化炭素排出, 業務建物, 熱負荷シミュレーション, 空調システム, 

CO2削減対策 
1日本工業大学  〒345-8501 埼玉県南埼玉郡宮代町学園台4-1 
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1．はじめに 

 

温室効果ガス排出を削減するための気候変動枠組条約・京都議定書が発効されたが、国内での

民生・業務部門における排出量は依然増加の傾向にあり、CO2 削減及び省エネルギーの推進が緊

急の課題である。 

一方で業務部門の対策は、建物内部の機器単位の省エネルギーや、建物単位の対策（躯体の断

熱化や空調システムの高効率化など）、さらに地域冷暖房やマイクログリッドなどのように地域

レベルの対策など、様々な階層の対策が存在する。特に業務部門のエネルギー消費構成において

は、空調用エネルギーが 40～50％程度の比率を占め（日本建築学会編, 2004）、空調用エネルギ

ーの削減が重要であるが、業務ビルにおける空調システムは、旧来からの吸収式冷凍機や電動冷

凍機などを始め、ヒートポンプシステム（HP）、コージェネレーションシステム（CGS）など多

様なものが存在し、省エネルギー・CO2 削減評価が難しくなってきている。さらに近年は、パソ

コン・OA 機器等の内部機器の増加にともない、これらの機器の電力消費に伴う機器排熱が増加

し、空調負荷にも影響していると考えられる。また、このような建物内部機器の省エネルギー対

策の進展による空調負荷の変化が、空調システムの対策効果にも影響し、相互に削減効果が連動

している状況である。 

この他にも建物躯体の省エネルギー対策と空調システムの対策は、相互の省エネルギー効果を

相殺する場合もあると考えられる。このため、実際の業務建物に複数の対策が導入されたときの

効果を評価するためには、それらの対策の効果を個別に推定して加算するだけではなく、各種の

対策効果を同時に評価できるような解析方法の確立が必要になる。 

このように多様な対策の相互評価を精密に評価するためには、機器レベルのエネルギー消費量

から、建物単位、地域単位、さらに全国のエネルギー消費量と順次積算し、各階層の対策の効果

を反映させていくことが必要である。しかし、従来の業務部門の排出量推計では、既存統計等の

エネルギー消費量に対して、各対策の削減原単位や導入率を掛け合わせることにより削減効果を

推計することが行われており、各対策の効果を単純に合計している事例がほとんどである。 

近年はマイクログリッドなどのように都市の面的対策の重要性も認識されてきており、建物単

体の対策から、都市の面的対策までも統一的に評価する必要が高くなっている。しかし、建物単

体から面的対策までの相互効果を解析した事例は少ない状況である。 

 

2．研究目的 

 

本研究は業務建物において複数の対策の重複効果などの相互関係を評価する方法を明確化する

とともに、国内業務部門や都市・地域単位の対策導入効果を様々な条件で容易に評価するための

解析ツールを構築し、具体的な都市（宇都宮市）を事例に評価することを目的としたものである。 

本報では、建物単位のエネルギー負荷推計モデルからエネルギーシステム評価、さらに建物ス

トック量を踏まえた都市総 CO2排出量の推計までを、一体化して推計するモデルを構築したもの
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１棟当たりの電力負荷 

（用途別・規模別） 

太陽電池発電量

推計モデル 

（対策；省エネ機器導入など）（対策；空調システム高効率化）

個別対策を実施する 

建物ストック量 

面的対策を実施する 

建物ストック量 

（将来シナリオ） 

都市街区変遷シミュレーション 

面的対策実施地域の 

エネルギー消費量 

 

分散電源ネットワーク

評価モデル 

である。これにより、用途別・建物規模別のエネルギー負荷から積み上げ計算を行い、機器の省

エネルギーから、地域レベルの対策までの各階層の対策を反映させることが可能となる。このモ

デルにより、業務部門における CO2削減効果をより精密に評価することが可能となり、温暖化対

策導入施策のあり方の検討に反映させることができると考えられる。 

 

3．評価モデルの概要 

 

「京都議定書目標達成計画」（2005 年 4 月 28 日）において示されている業務部門の「エネル

ギー起源二酸化炭素」削減技術に関して、より正確な導入効果を推計するためには、対策の相互

効果を考慮したモデル化が必要である。 

このため業務建物部門について、CO2 排出に係わる活動（アクティビティ）について、図 1 に

示すような階層化したモデル化を行い、目標達成計画等で示されている各種対策が反映できるよ

うにした。具体的には、建物単体の内部電力・空調負荷推計モデルにより 1 棟当たりの負荷を建

物用途別規模別に推計し、次にエネルギーシステムモデルにより、単体建物が必要とする負荷を

満たすためのエネルギー所要量が推計される。さらにこの 1 棟当たりのエネルギー消費量と建物

ストック量により、国内のエネルギー消費量、CO2 排出量が推計できる。このとき地域冷暖房や

マイクログリッドなどの地域に面的に実施される対策は、切り分けて推計している。 

このようなモデル化により、建物単体の対策から、地域に広がる面的対策までを一括して推計

することができ、対策間の重複効果を除外することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 評価モデルの構造 
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4．モデルの詳細 

 

 図 1 で示した全体モデルを構成する要素モデルの内容を示す。 

 

4.1 建物負荷推計モデル 

 

4.1.1 本報における建物負荷モデルの概要 

 

従来、業務建物のエネルギー負荷を推計する方法としては、実測等に基づくエネルギー原単位

により推計する方法（例えば文献（（社）空気調和･衛生工学会, 1994）など）と、MICRO-PEAK/2000

（建築設備技術協会, http://www.jabmee.or.jp/）や BECS/SER（建築・環境省エネルギー機構, 

http://www.ibec.or.jp/index.html）等の空調負荷推計モデルを用いる方法がある。原単位による方法

は、簡易にエネルギー負荷を求めることが可能であるが、外気温等の気候特性による負荷の変動

を表すことは、当該地域の実測データ等が整備されていない場合は困難である。一方で空調負荷

推計モデルは、気象データにより地域別の空調負荷を導出することが可能であるが、内部電力の

推計ができないため省エネ機器対策の設定が困難であるほか、建物の詳細な条件を設定する必要

があり、本研究で構築するようなマクロ評価モデルと一体で扱い、各種対策を設定し国内全体や

都市単位の CO2 排出量等を導出することは困難であった。 

 一方で、業務建物の対策について重複なく精度良く検討するためには、建物のエネルギー負荷

を建物用途やテナント稼働形態、機器の稼働時間及び効率などを踏まえて推計する必要があり、

またマクロモデルと一体で利用できる簡易なものが必要である。 

本報では図 2 に示すように、建物の電力・エネルギー負荷を細分化して、建物概要、建物用途、

気象データに基づいて、建物内部からの発熱、壁面・窓面からの熱貫流や外気交換による熱損失

などを個別に積み上げて算出し、様々な条件下でのエネルギー負荷を簡易推計する計算モデルを 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 建物エネルギー負荷の推計の構成 
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構築した。このモデルにより従来の原単位法では困難であった地域別や建物条件別の負荷推計が

簡易にできるようになるとともに、既存の負荷推計モデルでは困難であった各種省エネルギー対

策の設定を簡易にできることが実現された。本モデルの詳細は、文献（石田・森, 2005）に示す。 

 

4.1.2 エネルギー負荷推計の設定 

 

本エネルギー負荷モデルを用いて、業務建物（事務所）における各月の代表日における 24 時間

データを生成した。気象データとしては、日本建築学会 拡張アメダスデータにおける標準気象デ

ータ（月別 24 時間値）を用いた。例として、事務所ビル 10,000 m2（稼動時間 9～20 時）を想定

し、4 都市（札幌、宇都宮、東京、鹿児島）別の負荷推計した結果を図 3～5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 冷房負荷の推計結果（8 月，事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 暖房負荷の推計結果（2 月，事務所） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5 一般電力負荷の推計結果（8 月，各都市共通，事務所） 
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システムモデル

（建物単位）

エネルギー

消費量 
（購入電力・ 

ガス・石油） 

（建物単位）

エネルギー 
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空調システム構成比

空調システム COP 

高効率空調機

の導入 
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平均 COP

導入率

COP 

導入量

導入

（負荷モデルで設定できるデータ区分） 

・建物用途：事務所、店舗、ホテル、病院、学校、その他（事務所、店舗、学校、その他は 8～

19 時稼動、ホテル、病院は 24 時間稼動） 

・建物床面積：7 区分（150ｍ2未満、150～699m2、700～1,999m2、2,000～2,999m2、3,000～4,999m2、

5,000～9,999m2、10,000m2以上） 

 

4.2 エネルギーシステムモデル 

 

4.1 の建物単位のエネルギー負荷の結果を受け、必要な内部電力・空調負荷を供給するためのエ

ネルギーシステムを想定し、エネルギー消費量を推計するためのモデルを構築した。このエネル

ギーシステムモデルの概要を図 6 に示す。 

エネルギー消費量は、エネルギー負荷に対し、空調システムの平均 COP を考慮することにより

推計をしている。平均 COP は、各種空調システム（電動ターボ冷凍機、吸収式冷凍機、ヒートポ

ンプシステム（電気・ガス）等）の導入構成比と、各空調システムの平均 COP（Coefficient Of 

Performance ；成績係数）より算定している。高効率空調機の導入比率と COP を別途想定し、空

調の高効率化の効果算定できるようにしている。 

また電力消費の一部は、太陽電池モデルから計算された太陽光発電により賄うとしている。さ

らに、コージェネレーションシステム（CGS）の導入率と導入効果算定シートを別途作成してお

り、新エネルギーの導入を設定できるようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
図 6 エネルギーシステムモデルの概要 

 

4.3 太陽光発電モデル 

 

太陽光発電の 1 棟当たりの導入量、設置条件（設置角度、方位）、気象データを入力すること

により、太陽光発電量を推計するモデルを構築した。気象データは、拡張アメダス気象データを

用い、太陽光発電効率を 14％、設置角度 30°、設置方位を真南とした。 
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（１）街区構成
・検討対象面積：125,700m2

（２）建物概要
・業務建物252棟（総床面積158,863m2）
・戸建て住宅 約109戸

（３）業務床面積
業務建物252棟の用途の構成は比は以下のとおり、
・事務所 26.6％ ・店舗 35.2％
・病院 4.4％ ・ホテル 10.2％
・学校 6.9％ ・その他業務 4.9％

（CGS なし）

小規模業務ビル群 

戸建住宅群（PV あり）

戸建住宅群（PV なし）

大規模業務ビル（CGS あり） 

大規模業務ビル（CGS あり） 

都市ガス

系統電力 

系統電力 

系統電力

系統電力 

系統電力

都市ガス

都市ガス 

都市ガス 

都市ガス 

4.4 面的対策評価モデル（マイクログリッドの評価モデル） 

 

4.4.1 評価モデルの概要 

 

分散エネルギーネットワークの 適導入手法の検討の第一段階として、各需要家に設置された

分散電源を隣接需要家間で連動運転することによる省エネルギー可能性及び、 適用途構成の条

件を、 適化手法により導出するモデルを構築した。従来の研究においては、運転特性の違う各

種機器を連動して制御するための運転制御等のシミュレーション検討は行われているが、ネット

ワーク下での分散電源の 適容量の導出等を数理計画手法により検討した研究は進んでいない。 

本研究におけるモデル化の対象としては、都市街区における業務建物群と住居群を考え、これ

ら需要家群に業務用ガスエンジンコージェネレーションシステム（CGS）と、家庭用太陽光発電

システム（PV）を導入した場合を考えた。この対象需要家群に CGS、PV を個別に導入した場合

の効果を推計するとともに、各需要家を電力線ネットワークや熱配管（給湯配管）で結んだ場合

の省エネルギー効果の推計を行った。これらの検討対象の概要を図 8 に示す。モデルの詳細は、

文献（Ishida・Mori, 2006；石田・森, 2006）などで示している。 

（評価ケースの設定） 

ケース a：大規模業務建物 2 棟に CGS、戸建住宅の 1 グループに太陽光発電を個別に導入した 

     場合 

ケース b：ケース a の分散電源の設定に加え、地区全体で，分散電源を制御し、電力融通及び 

給湯融通を行った場合 

ケース c：地区全体で、地域冷暖房によるエネルギー供給を行った場合 

宇都宮中心市街地の一画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 対象地区の選定と対象建物のグループ化 

・建物グループ１ ：床面積：16,529ｍ２，階高：10 階 

床面積比：事務所 10％, 店舗 20％,ホテル 70％

・建物グループ２ ：床面積：8,850ｍ２，階高：8階 

床面積比：事務 80％，店舗 20％ 

・建物グループ３ ：業務建物数 250 棟 

総床面積：107,151ｍ２，平均階高：2.74 階 

床面積比：事務 26％，店舗 46％，病院 7％， 

ホテル 4％，学校 10％，その他 7％ 

・住宅グループ１ ：各床面積：70ｍ２ 

      各住居に太陽光発電（ＰＶ）３ｋＷ導入 

・住宅グループ２ ：各床面積：70ｍ２ 

      太陽光発電導入なし 
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 （a）分散エネルギーネットワーク無し            （b）分散エネルギーネットワーク有り 

図 8 分散電源ネットワークの検討対象の概要 

 

 4.4.2 省エネルギー性の評価 

 

評価地区の 1 次エネルギーを 小化した場合の計算結果を表 1 に示す。これより電力融通を行

うことにより（ケース b）、電力融通を行わずに単に CGS と PV を個別に導入した場合（ケース

a）に比べ、1.7％の省エネルギーが可能であることがわかった。省エネ率が少ないのは、電力融

通する住宅数が少ないため、住宅数を増やすと 10％程度の省エネも可能と推計できた。 

 

表 1 業務建物と住宅のエネルギー融通による街区全体のエネルギー消費量 
 

 
 
 
 

4.4.3 適規模の評価 

 

地域内で余剰エネルギーを融通し、系統への売電量を極力少なくするための 適住宅数の計算 

を行った。今回想定した業務建物の規模に対しては、3500 戸程度の住宅とエネルギー融通する 

ことで、地域内から系統への余剰電力を 小化しつつ、省エネルギー率を 大にできることがわ 

かった。このように業務ビルと住宅が混在する街区では、業務ビルと街区内の隣接住宅との電力 

融通が可能になれば、より省エネルギーを図ることができると考えられる。 
 

表2 適住宅数の計算結果 

 グループ1（電力融通なし）  3493戸 

 グループ2（電力融通あり）   507戸 

適CGS容量（ｋW) 街区全体の 街区全体の
ケース 一次エネルギー ＣＯ2排出量

建物グループ１ 建物グループ2 （Gcal／年） （ｔ-CO2／年）
ケースａ エネルギー 1台目 238 392 107,471 18,709

融通なし 2台目 896 474 [27,864]
合計 1,134 866

ケースｂ エネルギー 1台目 930 0 105,652 18,603
融通あり 2台目 500 535 [26,746]

合計 1,431 535 (-1.7) (-0.6, -4.0)
ケースｃ 地域暖房 1台目 1,351 - 105,186 19,064

（集中熱源） 2台目 4,321 - [24,960]
合計 5,672 - (-2.1) (1.9, -10.4)

※括弧（　）内の数字は「エネルギー融通なし」と比較した場合の増減率（％）を示す.
※ＣＯ２排出量欄の括弧[ ]内の数値は，ＣＯ２排出係数を火力平均で計算したもの.

（CGS なし）

小規模業務ビル群

戸建住宅群（PV あり） 

戸建住宅群（PV なし）

大規模業務ビル（CGS あり） 

大規模業務ビル（CGS あり）

ＰＶ

都市街区 

ＰＶ

ＰＶ

ＣＧＳ

分散エネルギーを導入した建物間でエネルギー融通をした場合 

ＣＧＳ

（CGS なし）

小規模業務ビル群 

戸建住宅群（PV あり）

戸建住宅群（PV なし）

大規模業務ビル（CGS あり） 

大規模業務ビル（CGS あり） 

ＰＶ

都市街区 

ＰＶ

ＰＶ

ＣＧＳ

ＣＧＳ 

個々の建物に分散エネルギーを導入した場合 
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(棟）

床面積規模（m2）

～150 150～
699

700～
1,999

2,000～
2,999

3,000～
4,999

5,000～
9,999

10,000～ 合計

事務所 2,478 1,213 319 63 65 45 28 4,210

病 院 105 102 38 12 13 9 5 284
学 校 169 23 73 20 19 10 6 319

店 舗 3,435 928 365 69 61 46 36 4,940
ホテル・旅館 231 117 42 10 9 6 4 420

その他 1,187 212 101 24 28 13 8 1,574

合 計 7,568 2,366 1,072 248 249 150 94 11,747

種 別

4.4.4 宇都宮市全体での潜在導入可能性 

 

CGS を導入した業務建物と PV 導入住宅について、ある業務床面積に対する 適（お互いに融

通し売電が 小にできる）な住宅数とそのときの省エネルギー率（1 次エネルギー削減率）を求

めると以下のようになる。この試算により、業務床面積 10,000m2 に対する 適な住宅数は 133 戸

であり、このとき 11％の省エネルギーになることがわかる。 

 

・業務床面積10,000 m2に対する 適な住宅数 ＝ 133戸 

  ・そのときの省エネルギー率 ＝ 11.0％ 

・業務床面積5,000 m2に対する 適な住宅数 ＝   67戸 

  ・そのときの省エネルギー率 ＝ 12.2％ 

 

4.4.5 マイクログリッド潜在導入規模の推計 

 

住宅地図データより宇都宮市の業務床面積、住宅面積の集計（町別）を行い、市内町別に 1,000 

m2以上の業務建物の抽出し、以下の条件が整う地区にマイクログリッドが導入されると仮定した。 

 導入条件：「町内に 1,000 m2／棟以上の業務建物が合計 10,000 m2 以上存在している。且つ地区

内に業務面積 10,000 m2 あたり 133 戸以上の戸建住宅が存在している。」 

導入条件が整う地区にはマイクログリッドが導入されるとして、11.0％の省エネが可能となる

と仮定した。これを市内町別に推計しまとめると、宇都宮市全体のエネルギー削減率は 4.4％と試

算された。 

 

4.5 都市街区変遷シミュレーション 

 

4.5.1 建物ストック量の推計 

 

宇都宮市内の建物数については、固定資産台帳ベースの建物数を基本として、学校数などを個

別に集計し建物数を推計し、主要用途別の建物数を推計した（表 3）。建物規模の比率は、全国

値と同じとして設定した。 

              表 3 宇都宮市建物数（推計値） 
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4.5.2 都市街区の変遷シミュレーション 

 

住宅地図をベースに、都市の将来の変遷をシミュレーションした。各建物の築年数が不明であ

るため、ランダムに築年数を割振り、以下のような条件で建物の更新が行われていくとして、都

市概観はどのように変遷していくのかをシミュレーションした（図 9、10）。 

条件：市内中心部の建物は、建物更新により 2 倍の高さの建物が建設される。 

市内中心部より外側では、建物の更新が行われず、老朽化した建物が撤去されたあとは

空地になる。住宅は場所によらず、建て替えられると高さが 2 倍になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 9 市内中心部の 3 次元形状（現状）    

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 市内中心部の 3 次元形状（30 年後） 

 

5．評価ケースの設定 

 

4．までに示したモデルにより宇都宮市における業務建物の地球温暖化対策の導入効果の推計を

実施した。評価ケースとしては、以下の 3 ケースを設定した。各対策の導入率、効率等の設定を

表 4 に示す。 

（設定ケース） 

・標準ケース：対策の導入を行わない場合 

・対策ケース：京都議定書目標達成計画に準じた対策導入率を想定した場合 

・対策強化ケース：対策ケースに加えさらに導入率等を高くした場合 
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表 4 地球温暖化対策の設定 

標準ケース 対策ケース
対策強化
ケース

1．分散型新エネルギーのネットワーク構築
○マイクログリッド

マイクログリッドの導入比率（建物数の比率） 0 100 100 ％
マイクログリッドによる空調エネルギー削減率（対　個別空調） 0 4.4 4.4 ％

○地域冷暖房
地域冷暖房の導入比率（建物数の比率）現状値 0 0 1 ％
地域冷暖房の導入比率（建物数の比率）想定値 1 1 2 ％
地域冷暖房による空調エネルギー削減率（対　個別空調） 5 5 5 ％

２．ＢＥＭＳ（ビルエネルギーマネジメントシステム）の普及
○BEMSの普及率 0 5 20 ％
○削減効果の設定

照明 点灯時間の削減 5 5 10 ％
点灯数の削減 20 20 20 ％
照明電力構成比（対内部電力） 30 30 30 ％

空調 空調負荷の削減 5 5 10 ％
空調時間の削減 5 5 10 ％

３．新エネルギーシステムの導入
○太陽光発電の導入

ＰＶ導入量（建物１棟当たり） 0 2 4 ｋＷ／棟
○CGS導入率

対建物数（10,000ｍ
２以上の建物に対する導入率） 0 5 5 ％

ＣＧＳ容量 400 400 400 ｋＷ
ＣＧＳ発電効率 35 35 35 ％
ＣＧＳ熱回収効率 45 45 45 ％
温水吸収式ＣＯＰ 1.2 1.2 1.2
冷温水発生機ＣＯＰ 1 1 1

４．高効率空調システムの導入
○高効率空調システムの普及率 0 5 30 ％

電気システムの比率 90 90 90 ％
冷房COP（効率）電力 4.0 4.00 5.0
暖房COP(効率）電力 4.0 4.00 5.0

ガスシステムの比率 10 10 10 ％
冷房COP（効率）ガス 3.0 3.00 3.5
暖房COP(効率）ガス 3.0 3.00 3.5

給湯システム
給湯COP（効率）電力 3.0 3.0 3.5
給湯COP（効率）ガス 3.0 3.0 3.0

５．トップランナー基準による機器の効率向上
○複写機

特定機器の電力消費比率 1.66 1.66 1.66 ％
平均使用年数 5.00 5.00 5.00 年
機器更新によるエネルギー削減率 0 30 30 ％

○パソコン
特定機器の電力消費比率 3 3 1.66 ％
平均使用年数 5.00 5.00 5.00 年
機器更新によるエネルギー削減率 0 83 83 ％

○照明
特定機器の電力消費比率 30 30 30 ％
平均使用年数 20.0 20.00 20.00 年
機器更新によるエネルギー削減率 0 16.6 16.6 ％

６．省エネ機器の買い替え促進
業務床面積あたりの白熱電球の電力量 0.087 0.087 0.087 W/ｍ2
電球型蛍光灯に買い換えられる比率 3.33 3.33 3.33 ％
電球型蛍光灯に買い替えた場合の省エネ率 0 80 80 ％

７．高効率照明の普及
特定機器の電力消費比率 30 30 30 ％
平均使用年数 20.0 20.0 20.0 年
代替率（対フロー） 8 8 8 ％
機器更新によるエネルギー削減率 0 50 50 ％

８．建物の省エネ性能の向上
対策ケース建物省エネ率 0.99 0.87 0.87
標準ケース建物省エネ率 0.99 0.99 0.99
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② 分散新エネネットワーク

③ ②＋ＢＥＭＳ普及

④ ③＋新エネルギーシステムの導入

⑤ ④＋高効率空調システム導入

⑥ ⑤＋トップランナー基準・機器効率向上

⑦ ⑥＋省エネ機器の買替促進

⑧ ⑦＋高効率照明普及

⑨ ⑧＋建物省エネ性能向上（＝全対策）

① 無対策
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対策強化ケース

6．評価結果と考察 

 

前節（5．評価ケースの設定）で示した地球温暖化対策について対策導入効果を個別に推計し合

計した建物起源の CO2 排出量をあらわしたものを図 11 に示す。ここで示す結果は現状の建物ス

トックにおける効果であり、将来の街区シミュレーションを考慮していない結果である。 

対策ケースの対策設定の場合、標準ケースに対して 9.2％の削減が可能であることがわかり、同

様に対策強化ケースの場合は 14.5％の削減ができることが示された。削減効果として大きいのは、

機器のトップランナー基準の設定や、新エネルギー導入であることがわかる。 

さらに各対策を個別に評価し積み上げた場合と、相互効果考慮を考慮したモデルで一括導入し

て推計した場合の削減量の相違について評価した結果を表 5 に示す。これより、対策ケースの場

合で 7.0 千 t－CO2、対策強化ケースの場合 8.5 千ｔ-CO2の削減効果の相違がでることがわかる。

削減量の差は、対策ケースの場合 0.9％、対策強化ケースの場合 1.1％となり対策導入量が大きく

なるほど、積算誤差が大きくなることがわかる。今後、長期の CO2削減量を評価する場合、相互

効果を考慮しないと誤差が大きくなると考えられる。排出権取引の制度化など、削減量の評価精

度の向上が求められる中、同じ導入条件でも相互効果の考慮の有無で数％の削減量誤差が生じる

可能性があることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 11 対策の累積導入による建物起源 CO2排出量 
          （上：対策ケース、下；対策強化ケース） 
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(千t-CO2／年）
個別積上げ 相互評価考慮

1．分散型新エネルギーのネットワーク構築 1
２．ＢＥＭＳ（ビルエネルギーマネジメントシステム）の普及 18
３．新エネルギーシステムの導入 29
４．高効率空調システムの導入 12 104
５．トップランナー基準による機器の効率向上 44
６．省エネ機器の買い替え促進 1
７．高効率照明の普及 3
８．建物の省エネ性能の向上 3
合計 113 104
評価誤差 8.5

表 5 個別効果の積み上げと相互効果を考慮した削減効果の比較（対策強化ケース） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

7．まとめと今後の課題 

 

建物単位のエネルギー負荷推計モデルからエネルギーシステム評価、さらに建物ストック量を

踏まえた都市単位の CO2排出量の推計までを、一体化して推計するモデルを構築し、対策間の重

複効果を除外して計算することが可能となった。対策効果を個別に積算した場合と、対策相互効

果を考慮して計算した場合の推計誤差を評価することが可能になり、今後 CO2削減効果の推計精

度の向上に利用することができると考えられる。 
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家庭におけるエネルギー消費情報提供による省エネルギー効果 
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Abstract 
 

Reducing energy demand in residential sectors is an important problem worldwide. This 
study focused on the awareness of residents to energy conservation and on the potential of 
reducing energy demand through energy-saving activities. This paper contains two themes, 
an on-line interactive “energy consumption information system”（ECOIS）and a tool that 
helps each customer to select some energy-saving activities reasonably. 
ECOIS I, an energy consumption information system for motivating energy-saving activities 
is constructed, and it was installed in 9 residential houses. By utilizing data of measured 
power consumption, ambient and room temperature before and after installation of the system 
and the responses of the residents to the system, the effectiveness of the system was 
evaluated. And the authors constructed ECOIS II, an improved energy consumption 
information system. And the effectiveness of the system was investigated by installing it in 10 
residential buildings. The experiment showed that energy-saving consciousness was raised 
and energy consumption was in fact reduced by the energy-saving activities of the household 
members.  
Next, the authors constructed a tool that helps each customer to select some energy-saving 
activities reasonably. When people try to conserve energy or are encouraged to conserve 
energy, they cannot ignore the benefits they reap through energy-saving activities as well as 
the effects of energy-saving. We have categorized many energy-saving activities, along with 
their merits and demerits and proposed a method with an AHP, which is a decision making 
process. We have also calculated the energy-saving potential that can be achieved when 
people carry out energy-saving activities based on the monitored data and literature. 
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1. はじめに 

 

住宅における省エネルギー方策として、住宅の性能向上、エネルギー消費機器の効率向上や省

エネ制御等、ハードウェアによる省エネルギー手法が考えられる一方で、住民の省エネ意識や省

コスト意識による、言わば住宅におけるソフトウェアによる省エネルギーも注目を集めている。 

著者らは、京阪奈地域における一戸建て住宅のエネルギー需要計測調査（辻ら, 2001；辻ら、2002）

を実施し、その一環として、オンライン型の電力消費情報提供システム（ECOIS I）の開発及び需

要家への設置を行った（上野ら, 2004a；上野ら 2004b）。その主な目的は、1）需要家は自宅のエ

ネルギー消費情報にどのような関心を示すか、2）情報提供によりどのような需要家の行動が誘発

され、結果として電力消費量にどのような変化が見られるか、について分析し、それらの結果に

基づいて、3）情報提供による省エネルギー効果はあるか、を明らかにすることであった。また翌

年、大阪府和泉市において、都市ガス等を含めた、世帯全体のエネルギー需要に関する詳細情報

を提供するシステム（ECOIS II）の開発及び需要家への設置を行った（上野ら, 2005）。 

本稿では ECOIS I、II の概要、およびシステムによる省エネルギー効果を実測に基づいて分析

した結果を述べる。また著者らが開発した、住宅において居住者が各自の選好に応じて省エネ方

策を採択するための支援をする手法（上野ら, 2007）について述べる。 

 

2. 電力消費情報提供システム（ECOIS I）の構築と設置実験 

 

 ECOIS I の構成を図 1 に示す。システムは計測部と配信部から成る。まず計測部では、各世帯

に計測器を設置し、それらが世帯全体の電力消費量及び主要な電気機器（ 大 16 台まで）の 30

分ごとの電力消費量を計測する。これらのデータは屋内配電線搬送により NCU（ネットワークコ

ントロールユニット）に収集された後、夜間に電話回線を通して大阪大学内に設置されたデータ

収集用サーバーに収集される。配信部では、大阪大学内に設置されたサーバーから各世帯に設置

したノートパソコン（以下では需要家端末と呼ぶ）へ毎朝 E-mail を用いてデータの配信を行うと

共に需要家端末からアンケート回答と操作情報のログを配信用サーバーに収集する。需要家端末

は居間など世帯員の目につきやすい場所に設置し、24 時間稼働させる。 

 需要家端末におけるエネルギー消費情報表示画面を図 2 に示す。エネルギーの消費情報を提供

する際には様々な表示方法が考えられるが、表示する内容や簡明さ等は需要家の理解度、ひいて

はシステムの設置効果にも大きな影響を及ぼすと考えられるため、表示画面は十分に注意して設

計する必要がある。 
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 本研究で開発した図 2 の表示画面ではとくに以下の事項を考慮した。 

1） 電力消費状況に関する も詳しいデータへ、できるだけ簡単にアクセス可能とすること 

2） 需要家の省エネ行動を誘発するために有効な情報を提供すること 

3） 需要家の端末操作や省エネ行動の実行状況を記録できるようにすること 

配信用サーバー

収集用サーバー

大阪大学

配信用サーバー

収集用サーバー

大阪大学

計測対象世帯

子機

子機
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データの表示

アンケートの実施

計測データ
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アンケート回答/操作情報
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機器
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計
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図 1 電力消費情報提供システム（ECOIS I）の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 ECOIS I 表示例（10 日間の推移） 

 

 ECOIS I 需要家端末を 2002 年 1 月 18 日及び 20 日に 9 軒の世帯に設置し、3 月末に撤去するま

で実験を継続した。設置した住宅は夫婦と子供 1～3 人、延べ床面積 110～156 ㎡、部屋数 4～6

の一戸建て住宅であり、うち 1 世帯では太陽電池を設置している。また、これらの住宅では計測
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調査を需要家端末の設置以前にも長期間行っている。 

 図 3 に、各世帯における設置前後期間の 1 日あたり電力消費量を示す。ただし、世帯 No.9 につ

いては太陽電池設置世帯のため、世帯全体の正確な消費量が不明であるためここでは除いた。な

お、本節では設置前の期間としては設置日直前までの平日 40 日間、設置後の期間としては設置日

直後からの平日 40 日間を評価期間とした。設置前の平均外気温は 6.8℃、設置後の平均外気温は

6.4℃であった。一般に冬期には、気温の低下に伴い世帯全体の電力消費量は増加する傾向にある

今回の設置実験では、世帯全体の電力消費量が 8 世帯の平均で約 9%の削減となっており、平均

外気温が低下したことを鑑みると、これ以上の設置効果があったと考えられる。 

 次に、システム設置前後の負荷持続曲線を用いて、需要家の省エネ行動の事例を見る。消費電

力は稼動時には様々な値を取るが、待機時にはほぼ一定であるため、負荷持続曲線を用いると稼

動時間数や消費電力等の情報が観測できる。そのため、その形状の変化を見ることで省エネ行動

の分析が行える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3 ECOIS I 設置前後の電力消費量（世帯全体） 

 

 図 4 に設置効果のあった機器の例として（a）テレビ A、（b）テレビ B、（c）電気炊飯器 C、

及び（d）冷蔵庫 D について設置前後の負荷持続曲線を示す。テレビ A では稼動時間は変化して

いないが、非稼働時間において主電源を切るという省エネ行動が行われたことが分かる。一方テ

レビ B では待機時における消費電力は変動していないが、稼働時間を減らすことによりエネルギ

ーの削減が行われている。削減率はテレビ A で約 2.5%、テレビ B で約 28%となった。稼動時と

待機時においてはその効用が異なるため、単純に比較することはできないが、見ない時間にテレ

ビを消す習慣をつけることは、比較的効用を保って大きな省エネにつながると考えられる。 

 電気炊飯器 C は従来就寝後に保温状態にあったが、表示システム設置後はコンセントから抜か

れるようになり、約 37%の削減がなされている。また冷蔵庫は 8 台、冷凍庫は 1 台計測されたが、

そのうち 3 台について、運転モードを「強」から「弱」に切り替えることにより、大幅な削減が

行われた。冷蔵庫 D では約 16%の削減となった。ただし冷蔵庫の消費電力は周囲温度の低下に伴

い減少する傾向にあるため、設置後評価期間は設置前評価期間よりも平均外気温が低下したこと
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を考慮すると、運転モードの変更による削減率はこれよりも小さくなると考えられる。運転モー

ドの切り替えは、冷蔵庫内部の環境を変更することから冷蔵庫の稼動状況及び周囲気温等を考慮

しながら為されるべきであるが、不要に強い運転モードになっている場合、適当なモードに変更

することにより大きな省エネルギー効果が期待できるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （a） テレビ A                     （b） テレビ B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （c） 電気炊飯器 C                  （d） 冷蔵庫 D 

図 4 負荷持続曲線の変化 

 

 次に、省エネ行動が定着しなかった事例を示す。図 5 は、電気炊飯器 E と高機能便座 F の負荷

持続曲線である。電気炊飯器 E については炊飯後の保温時間の削減、高機能便座 F については夜

中や外出時においてコンセントから抜かれるという行動が行われた。また図 6 は、図 5 に示した

2 台の電気機器における 1 日あたりの非接続時間数の日ごと推移である。電気炊飯器 E ではシス

テム設置日から経過しても、非接続時間数の顕著な変化は見られないが、高機能便座 F では設置

直後には非使用時においてコンセントから抜くという行動が取られたものの、数週間経過後には

その時間数が減少している。省エネ意識の向上により一度は行われた省エネ行動が、その負荷が

高かったため、習慣化せずに元の状態に戻っている。省エネルギー行動を行う際には、その効果

の大きさだけではなく、行動を行う手間や、本来得られるはずだった効用を考慮して、行うこと

が好ましいことを示す、一つの例である。 
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図 5 負荷持続曲線の変化からみた保温時消費電力の削減 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 コンセント非接続時間数の日推移 

 

3. エネルギー消費情報提供システム（ECOIS II）の構築と設置実験 

 

 本節では、電力だけでなく都市ガス、室温といった、他のエネルギー消費情報、居住環境関連

情報についても表示可能なシステム、ECOIS II について説明する。 

 ECOIS II では、ECOIS I において計測を行った世帯全体の電力消費量、主要各機器の電力消費

量に加え、世帯全体の都市ガス消費量及び室温の計測、表示を行うことが可能である。図 7 に、

需要家端末におけるエネルギー消費情報表示画面を示す。画面の基本構成は ECOIS I の表示画面

を踏襲しており、都市ガス、世帯全体のエネルギー等のボタンを追加することにより、表示する

グラフや情報の種類を 8 種類から 26 種類に増加させた。計測値であるエネルギー消費量は各エネ

ルギー料金に換算して表示される。また、グラフの下のメッセージウィンドウには場合に応じて

省エネに関するアドバイスが表示され、それに対するアンケートを実施する。アドバイスは機器

の電力消費量の多寡や使用頻度の増減、待機時消費電力の有無といった実測データに基づき、自

動的に生成される。 
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図 7 ECOIS II 表示例（都市ガス消費の日負荷曲線） 

 

 ECOIS II の設置実験は大阪府和泉市の一戸建て住宅 19 軒を対象に実施した。まずエネルギー

消費量の計測を 2002 年 12 月上～中旬より開始し、2003 年 2 月にさらに 1 軒追加した。合計 19

軒のうち 10 軒に 2003 年 2 月 2 日～8 日に需要家端末を設置した。需要家端末を設置した住宅（以

下では設置世帯と呼ぶ）は夫婦と子供 1～3 人（1 軒のみ母親と同居）、延床面積 95～205 ㎡の一

戸建て住宅、需要家端末を設置しなかった住宅（以下では非設置世帯と呼ぶ）は夫婦と子供 1～3

人、延床面積 107～220 ㎡の一戸建て住宅である。なお、需要家端末は同 11 月 13 日～16 日に撤

去するまで継続して実験を行った。 

 世帯全体のエネルギー消費量は外気温や世帯員数の変化など省エネ行動とは関係のない要因に

よって影響を受けるため、それらが変動する場合に ECOIS II による省エネ効果を定量的に推定す

ることは難しい。そこで、できるかぎり平均外気温が同じとなる時期を選んで ECOIS II を設置し、

設置前後の一定期間に対するエネルギー消費状況を ECOIS II 設置世帯と非設置世帯とで比較す

ることにより省エネ効果を評価することとした。設置前の期間（期間 I）としては設置日直前ま

での平日 28 日間、設置後の期間（期間Ⅱ）としては設置日直後からの平日 28 日間とした。ここ

で平日とは、土曜日、日曜日、祝日、年末年始を除いた期間を指す。設置前後の消費量をできる

だけ公平に評価するため、消費量が大きくなると考えられる年末年始は除いた。 

 図 8、9 にそれぞれ、1 日平均外気温と、設置世帯、非設置世帯の世帯全体の 1 日あたり電力消

費量、都市ガス消費量の関係を示す。設置世帯においては同程度の気温に対しても消費量が減少

しているのに対し、非設置世帯では同程度の気温に対しては消費量があまり変化していないこと

が分かる。期間 I の平均外気温は 5.1℃、期間Ⅱの平均外気温は 6.0℃であった。 

 図10は、需要家端末に対する1日あたりの操作回数とアンケートの回答数の日ごと推移である。

ここで操作回数とは画面に表示されたボタンの押下回数を指す。需要家端末を設置していた 280
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日間について、10 世帯の平均値を示している。操作回数は設置直後が多く、急激に減少するが、

日数が経ってもゼロにはならず操作が行われていることが分かる。アンケートの回答数について

も 10 世帯平均では設置直後から単調に減少し、途中からはやや増加している。これは数軒の世帯

において、一旦少なくなっていた需要家端末への操作が、再開されたためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（a） 設置世帯平均           （b） 非設置世帯平均 

図 8 外気温と電力消費量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（a） 設置世帯平均           （b） 非設置世帯平均 

図 9 外気温と都市ガス消費量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 端末操作状況の日推移（10 世帯平均）   
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4. 省エネ方策選択順位の決定モデル 

 

 前節まで、各世帯におけるエネルギー消費に関する情報を提供した場合に、実際にどのような

行動が行われたかについて述べたが、行為者の負担が大きく、行動が持続しない省エネ方策もあ

った。家庭で行うことのできる省エネルギー行動には様々なものがあるが、効率よく、また居住

者の便益を下げずに省エネルギーを行うためには、エネルギーの削減量の大きさだけではなく、

コスト意識や、省エネ行動を行う手間、また機器を稼働することで本来得られるはずだった効用

の低下量など、様々な要因を考慮する必要がある。 

 そこで著者らは、AHP を用いて、家庭において採るべき省エネ方策の順位を決定するモデルを

開発した。AHP は意思決定手法の一つであり、意思決定者の主観や勘等の定性的な要素を定量化

し、要素間の比較を行うことによって各要素の重要度を決定し、総合評価を行う手法である。モ

デルの概念を図 11 に示す。本モデルでは、省エネ行動による省エネ量、CO2排出削減量といった

「環境性」、初期費用や運用費用等の「コスト」という定量的な要素の他、省エネ方策の「手軽

さ」、機器を利用することによって得られる様々な「快適性」といった、ユーザーの主観的な要

素を考慮した上で、住宅における様々な省エネルギー方策を採択する順位を決定する。本モデル

にはあらかじめ、各省エネ方策を実施したときの省エネ量や年間行動回数がデータベースとして

組み込まれており、ユーザーは各要素をどれだけ重視するかを入力することによって、100 個以

上の方策の中から自己の選好に適合した省エネ方策を知ることができる。 

 このモデルを用い、「手軽さ」、「環境性」、「快適性」のそれぞれを も重視した 3 つのケ

ースを想定し、省エネ方策の選択順位、また行動による省エネ量と必要な行動量を試算すること

で、本モデルの特性を把握した（表 1、図 12、図 13）。ここで省エネルギー行動量とは、各方策

の年間省エネルギー行動回数に、手間係数の逆数を掛けたものであり（ここでは省エネ方策の種

類により、1.00～9.02 の数値となる）、各方策の手間の大きさを重み付けした、年間の行動回数

を意味する。 

 手軽さ重視ケースでは、冷暖房時の温度設定変更等、利用者の快適性は減少するものの、年間

の省エネ行動量の少ない方策が採択される。また環境性重視ケースでは電球交換等の省エネ・省

コスト効果の高い方策が採択される。快適性重視ケースでは、他のケースで上位にある「シャワ

ーを流しっぱなしにしない」等の、快適性が低下する省エネ方策の順位が下がり、それと関係し

ない省エネ方策が相対的に上位に上がる。手軽さ重視ケースは他のケースと比較して、省エネ量、

省エネ行動量共に少なく、逆に環境性重視ケースは省エネ量、省エネ行動量共に大きい。 

HEMS 等、エネルギー消費情報を提示する際、このようなモデルを組み込むことによって、よ

り各人にフィットした、合理的な省エネルギー方策を行うことが可能になると考えられる。 

 

   

 

 



家庭におけるエネルギー消費情報提供による省エネルギー効果（上野ら） 

- 80 -

手
軽
さ

どの省エネルギー行動から行うべきか?

コ
ス
ト

環
境
性

省
エ
ネ

ル
ギ
ー
量

C
O

排
出

削
減
量

温
熱

快
適
性

給
湯

機
器
稼
動
時

情
報
取
得

機
器
待
機
時

時
計
表
示

録
画/

録
音

起
動
停
止

タ
イ
マ
ー

保
温

各人にフィットする省エネルギー方策の提案

冷
房
温
度
を

28
℃
に
す
る

冷
蔵
庫
の
扉
の

開
閉
を
少
な
く
す
る

連
続
し
て

入
浴
す
る

白
熱
電
球
を

蛍
光
灯
に
交
換

・・・・・・

電
気
ポ
ッ
ト
の

プ
ラ
グ
を
抜
く

テ
レ
ビ
の

プ
ラ
グ
を
抜
く

2

人により異なる便益・省エネ等の意識を入力

環境・省エネに
対する意識

省エネ行動の労力
に対する意識

得られる快適性に
対する意識

初期費用・
エネルギーコスト

に対する意識

異なる選好それぞれに対して最適な結果を出力

採択すべき省エネ
方策の順位付け

省エネ量
CO2排出削減量

利用者の労力
(省エネ行動回数)

省エネ方策のデータベース

・省エネ量
・CO2排出削減量
・各機能の利用回数 etc

※環境省資料、省エネセンター資料などを元に、
各省エネ方策(104個)に固有の値を設定

快
適
性

計104個

手軽さ重視ケース 環境性重視ケース 快適性重視ケース

1 位
高機能便座の洗浄水温
を、季節に合わせて調節
する

シャワーを流しっぱなし
にせず、利用湯量を減ら
す

高機能便座の洗浄水温
を、季節に合わせて調節
する

2 位
高機能便座の便座温度
を、季節に合わせて調節
する

白熱電球から電球型蛍光
灯に変更する

ホットカーペット利用
時、人のいるところだけ
暖める

3 位
冷蔵庫の庫内温度を、季
節に合わせて調節する

シャワーヘッドを節水型
に変更する

高機能便座の便座温度
を、季節に合わせて調節
する

3.1 22.8 11.6

494 9,435 7,639
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図 11 住宅における省エネ方策選択順位決定の支援ツール 

 

表 1 手軽さ、環境性、快適性をそれぞれ重視したケースの試算結果 
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                      図 12 各ケースの累積年間省エネルギー量    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 13 各ケースの累積年間省エネルギー行動量 

 

5. おわりに  
  

 本稿では著者らが構築した、住宅においてエネルギー消費情報を提供するシステム、およびそ

のシステムによる省エネルギー効果を実測に基づいて分析した結果を述べると共に、住宅におい

て 適な省エネ方策を採択するための手助けをするモデルについて述べた。 

なお、エネルギー消費情報提供システムの構築及び設置実験は、著者が大阪大学大学院在学中

に行ったものであり、日本学術振興会未来開拓学術研究プロジェクト「環境影響低減を目的とし

た新しい自律分散型都市エネルギーシステム」（JSPS-RFTF97P01002、プロジェクトリーダー辻

毅一郎教授）、ならびに、阪大フロンティア研究機構の環境システムプロジェクト「環境低負荷

型ユーティリティシステムの創生」（プロジェクトリーダー辻毅一郎教授）の一環として行った。

計測調査に協力いただいた世帯、（財）大阪科学技術センター、（財）関西文化学術研究都市推

進機構、京都府精華町、木津町の関係各位に深く感謝の意を表する。 
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エネルギーの面的利用 

－地域冷暖房の新しい展開に関する考察－ 

 

 

佐土原 聡 1 

 

 

 

District Energy Use 
-New developments in technologies for District Heating and Cooling - 

 

 

Satoru SADOHARA 1 

 

 

 

Abstract 
 

In addition to the individual building level, countermeasures to global warming at the 

urban district-scale are also very important. Conventional District Heating and Cooling 

（ DHC ）  systems are a primary option for district-scale energy conservation 

countermeasures, but the number of new DHC projects in Japan is decreasing due to falling 

numbers of large-scale urban development projects in Japanese cities. 

This paper examines a new idea of step-by-step construction of heating and cooling 

pipelines in high-density built-up areas with buildings featuring a range of facilities and 

system specifications. Connecting equipment of different ages makes it possible to raise 

efficiency by supplying demand from buildings with more efficient equipment to buildings 

with less efficient equipment during intermediate heating and cooling seasons. A case study 

shows that connecting three buildings of different ages reduces heating and cooling primary 

energy by about 11% to 15%. Moreover, this system offers several advantages compared 

with conventional DHC systems, such as lower initial costs, the flexibility to introduce the 

latest technologies, system redundancy, etc. 

Constructing main pipelines to transport heat from incineration plants and power plants 
1横浜国立大学大学院環境情報研究院  〒240-8501 横浜市保土ヶ谷区常盤台79-7 
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to clusters of pipeline networks in built-up areas makes it possible to reduce heating and 

cooling energy by about half in supplied areas, and could constitute an effective scenario to 

stabilize atmospheric CO2 concentrations. 
 

Keywords : District Heating and Cooling, Built-up Area, Mutual Heating and Cooling 
Supply between Buildings, Energy Conservation, Main Pipeline to Transport 
Unused Energy 

キーワード：地域冷暖房, 既成市街地, 建物間熱融通, 省エネルギー, 排熱幹線 

      未利用エネルギー 

 

1．はじめに 

 

京都議定書の約束期間がせまっている中、依然として日本の温室効果ガスの排出量は増加を続

けており、2005年度は 1990年に対して 8.1％の増加となっている。中でも民生用の増加が著しく、

業務その他部門のエネルギー起源 CO2 排出量は 42.2％も増加しており（環境省, 2007）、都市域

のエネルギー消費削減が強く求められている。また、2012 年までの今回の約束期間は一つの通過

点に過ぎず、2040～2050 年頃を見すえた中長期的な実効ある対策を講じる必要もある。 

個々の建物における取り組みに加えて、地域的な取り組み、いわゆる面的な取り組みが重要で

ある。1970 年の大阪万国博覧会で導入された地域冷房を契機に日本の地域冷暖房が開始され、

2007 年 1 月現在、熱供給事業法に基づく熱供給事業が全国 154 地点で稼動中であるが、近年、ま

とまった開発が少ないことから導入事例の伸びが鈍っている。新規開発地域に計画的に導入され

る地域冷暖房は、先行投資が大きく、建物の立ち上がりに大きく左右されるなどの課題をかかえ

ていることもあり、今後は都市域に少しずつ発生する既成市街地の建物や設備の更新に合わせて、

地域的なエネルギー供給システムの導入を図る必要がある。 

以上の観点から本稿では、最近、都市の CO2削減に向けたキーワードとなっている「エネルギ

ー面的利用」を取り上げ、地域冷暖房の新しい展開を含めてその考え方を整理するとともに、今

後の展望、課題をまとめた。 

 

2．エネルギー面的利用とは 

 

「エネルギーの面的利用」に関わる最近の政策動向は次のとおりである。2005 年 4 月に閣議決

定された京都議定書目標達成計画において、エネルギー起源の CO2排出削減対策・施策の５つの

柱の一つに「点から面へ」があり、これまで行われてきた個別エネルギー関連機器や事業所ごと

の対策に加え、エネルギーの面的な利用の促進が挙げられている（中央環境審議会, 2005）。また、

2006年 3月の総合科学技術会議では第 3期科学技術基本計画（2006～2010年度）が決定されたが、

その中のエネルギー分野推進戦略の戦略重点科学技術としてエネルギーの面的利用が位置づけら

れ、「複数の建物をネットワーク化し、面的エネルギーマネジメントを行うことで、ピークシフ
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トによる負荷平準化、稼働率の向上などを実現し、エネルギー利用効率を高める可能性を有して

いる」と記述されている（総合科学技術会議, 2006）。さらに 2006 年 5 月に発表された経済産業

省の新・国家エネルギー戦略においても、世界最先端のエネルギー需給構造の実現に向けた取組

において「省エネルギーフロントランナー計画」が位置づけられ、その具体的な 4 つの取組の一

つに面的なエネルギー利用を謳った「省エネ型都市・地域の構築」が挙げられている（経済産業

省, 2006）。 

 このようにこれからの省エネルギー、省 CO2型の都市構築のために「エネルギー面的利用」が

キーワードになっている。それでは「エネルギー面的利用」の具体的な内容は何であろうか。エ

ネルギーの面的利用促進研究会（座長：早稲田大学尾島俊雄教授）の報告書（エネルギーの面的

利用促進研究会, 2005）に 3 つの類型が示されている。① 従来の熱供給事業のタイプ、② 熱供給

事業の対象に満たない規模の「集中プラント型」、③ 隣接した既存の建物どうしを熱導管で結ぶ

「建物間融通型」である。新規の開発地域が少なくなっている現在、おもに新規の建物を対象に

集中熱源プラントから熱供給を行う①、②のタイプは、地点数が伸び悩んでおり、今後新しい展

開が期待されるのは③のタイプである。 

 

3．既存建物間熱融通の利点 

 

 従来の地域冷暖房と既存建物間熱融通の利点を比較整理したものが表 1 である。従来の地域冷

暖房は、負荷平準化、高度な設備やエネルギー管理によるスケールメリット、未利用エネルギー

の活用等により省エネルギー、省 CO2 に寄与するとともに、地域環境、都市防災面の利点も備え

ているが、先行投資が大きいことが課題である。 

 既存建物間熱融通では、これらの地域冷暖房の利点をほぼ備えるとともに、図 1 に示すように、

設備の導入時期の異なる建物が隣接している場合に、更新した最新設備の能力を隣接建物間で融

通することが可能になる。ピーク期間は各建物の設備を能力一杯稼働する必要があるが、熱需要

は季節変動が大きいので、オフピーク期間にできるだけ高効率な設備から優先的に運転すること

で省エネルギー、省 CO2を図ることができる。また、建物の設備を設計する場合に避けられない

余剰能力を、熱融通配管を用いて集約することにより、他の建物や新設建物に利用することも可

能である。さらに設備機器の故障時や保守点検時には、他の建物の能力を融通できる利点もある。

従来の地域冷暖房では熱源設備や地域配管の先行投資が大きいことが課題であったが、既存建物

間熱融通では設備や建物の更新に合わせて少しずつ配管を拡大するので、この課題が解決される

とともに、古い熱源設備から順に更新しつつ、その中の最新設備を最大限活用する運用を行うこ

とができるので、最新技術を取り込んで最大限に活かすという、時代変化への柔軟性も備えた地

域エネルギーシステムになる。 

以上のように既存建物間熱融通にはさまざまな利点があるが、この利点を活かしながら配管の

敷設を行うとともに、熱源設備の集約を少しずつ進めながら、最終的には現在の地域冷暖房規模

のプラントにまとめることによって、既成市街地への地域冷暖房導入が可能になる。 
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【オフピーク：高効率設備の能力を建物間で融通】

高効率設備からの熱融通

表 1 従来の地域冷暖房と既存建物間熱融通の利点等の整理 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1 既存建物間熱融通の利点 

                                                 ※ 赤矢印（→）は、高効率設備からの熱供給を示す. 

 

4．既存建物間熱融通の効果の試算 

 

 既存建物間熱融通を導入した場合の効果を、簡単なケーススタディによって試算した。設定は

次のとおりである。図 2 のように竣工時期と建物用途の異なる 3 棟の建物が隣接しており、個別

の設備（吸収式冷凍機とボイラ）によって冷暖房を行う場合と、建物間熱融通により最も効率が

高い設備から優先的に運転する場合とでエネルギー消費量を比較する。効率の設定は技術開発に

よる向上と経年劣化を多少考慮して、図 2 の設定値とした。冷凍機については負荷率の違いによ

る効率の変化も考慮した。結果を図 3 に示す。温熱、冷熱でそれぞれ 11.4、15.5、合計で 13％の

省エネルギーとなった。 

従来の地域冷暖房の利点等 既存建物間熱融通の利点

　 ●高度な設備導入による効率向上

省エネルギー性

省CO2性

●高効率な機器の能力融通による効率向上

都市環境向上 ●高度な管理による供給信頼性向上

（防災性） ●相互バックアップによる信頼性向上

●景観向上

　 ●負荷平準化による設備容量低減 　

経済性

●余剰能力を集めて有効利用

●機器の保守点検時の能力の相互融通

×先行投資大（最初から計画的に導入） ●先行投資小（都市の更新に合わせた導入・普及）

　 ●最新技術をと取り込む時代変化への柔軟性

　　　　　　　　　　　　　　●利点、　×欠点

経済性・柔軟性

　　　　　　　　　　　　　　　　　●ヒートアイランド軽減

　　　　　　　　　　　　　　　　　●火災発生低減

　　　　　　　　　　　　　　　　　●管理要員削減

地域環境保全性

　　　　　　　　　　　　　　　　　●高度なエネルギー管理による効率向上

　　　　　　　　　　　　　　　　　●負荷平準化による稼働率向上

　　　　　　　　　　　　　　　　　●未利用エネルギー活用

　　　　　　　　　　　　　　　　　●大気汚染防止
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図 2 既存建物間熱融通のモデル設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 既存建物間熱融通の効果の試算結果 

 

5．東京都区部を対象とした既存建物間熱融通導入ポテンシャルの把握 

 

 既存建物間熱融通の導入ポテンシャルを、東京都区部において把握した。導入可能地区を抽出

するにあたって、既存の熱供給事業地区（既存 DHC）の熱負荷特性を指標とした。地域冷暖房の

導入可能性評価指標として、従来、熱負荷密度が用いられているが、ここではさらに建物熱負荷

規模も考慮した。横軸に熱負荷密度を、縦軸に建物平均熱負荷規模をとり、既存 DHC、および東

京都区部の町丁目の 3,000 ㎡以上の建物を対象に集計した各値をプロットしたものが図 4 である

（福原ら, 2006）。既存 DHC に関して回帰直線を引き、それに直交するラインで最も原点に近い

既存 DHC の点をとおるラインを引き、その右側に分布する町丁目を既存建物間熱融通の導入可

能地区とした。結果が図 5 である。地区面積は 10,676ha、延床面積は 11,854 万㎡で、これは東京

都区部全体の地区面積の 16.9％、延床面積の 21.2％にあたる。また、既存 DHC の地区面積の 9.2

倍、延床面積の 4.7 倍に相当する。以上のように既存建物間熱融通は大きなポテンシャルをもっ

ている。 
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図 4 既存建物間熱融通導入可能地区抽出のための指標分析図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 既存建物間熱融通導入期待地区の抽出結果 

 

6．2050 年シナリオに向けた展開 

 

 3 節で述べたように既存建物間熱融通により、導入地区に関しては 10～15％程度の省エネルギ

ー性が期待できると試算された。しかしながら、2040 年ないし 2050 年には、温室効果ガスの半

減が求められることも予想されている。それに向けた展開について展望する。 

 既存建物間熱融通によって、高効率機器のオフピーク時の相互融通と余剰設備容量の活用を図

り、省エネルギーと経済性を確保しながら少しずつ熱融通配管を拡大する。拡大しながら未利用

エネルギーを取り込み、既存地域冷暖房との連携などで、より有用性を高めていく。さて、北欧



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 89 -

の都市では、ヘルシンキやコペンハーゲンのように数 10km にわたって熱供給幹線を敷設して発

電所等の排熱利用を行っている例も見られる。東京都区部を例に取り上げると、大深度地下を利

用した排熱利用幹線が提案されている（尾島, 1999）。そこで、建物間熱融通配管が拡大、整備さ

れたところに熱供給幹線が連結され、大規模な排熱の導入が行われることによって、大幅な省エ

ネルギー、CO2 削減が可能である。東京都心部には豊島、渋谷、港、品川、中央、有明の清掃工

場があり、焼却炉の温度の制約から最高でも 20％程度の低い発電効率で排熱利用されているが、

これを熱利用に転換することで 100％有効に活用することができる。今後のごみの排出量の変化

については不透明であるが、大規模なコージェネレーションの導入も同時に進めることが考えら

れる。それによってむずかしい技術を使わずに、既存の技術で確実に供給対象区域のエネルギー

投入量、CO2排出量を半減することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 提案されている東京都区部の排熱供給幹線 

（出典：早稲田大学尾島研究室） 

 

7．既存建物間熱融通の課題 

 

 既存建物間熱融通の実例はまだ非常に少ない。既存の建物への導入ということでさまざまな課

題がある。それらを列挙すると、① 配管や熱源設備を設置するスペースの確保、② 所有者が異
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なる設備どうしで、更新や連結のための改修のタイミングを合わせるなどの協力体制、③ 建物間

熱融通を管理・運営する主体、④ 経済性などが挙げられる。経済性の面では、国土交通省や NEDO

などによる補助制度の活用が可能であるが、今後さらに充実が望まれる。管理・運営主体に関し

ては、今後、地域エネルギーの ESCO によるビジネス展開が期待される。なお、建物間熱融通を

行うためには二次側設備のセントラル化が必須であることから、その推進が必要である。また実

例、検討事例などはこれからであり、熱負荷密度や規模、用途混在の状況、設備更新時期のずれ

など、既存建物間熱融通が成立しやすい条件に関する検討を進める必要がある。 

 

8．まとめ 

 

 本稿では既存建物間熱融通の利点を整理し、省エネルギー性、省 CO2 性、導入ポテンシャル、

長期的な展望を述べた。既存建物間熱融通は既存の建物を連結することから多くの社会的な課題

があるが、技術的にはわかりやすい省エネルギー、省 CO2対策である。これから具体化、実証的

な効果の検証と情報発信、ブレークスルーすべき課題の特定と解決に向けた取り組みを進める段

階にある。 
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Abstract 
 

To realize the Kyoto target, CO2 emission reduction of the commercial and public building sector as 

well as household is one of the main policy target in Japan. This Paper consists of 4 chapters. 
 

Chapter 1. CO2 Emission Inventory of Commercial and Public Sector Building by Building Type and 

Region in Japan 

Chapter 2. CO2 Emission Reduction Scenario in Commercial and Public Building Sector in Japan 

Chapter 3. CO2 Emission Reduction Scenario in Domestic Sector in Japan 

Chapter 4. Comparison of Emission Reduction Scenario in Building Sector in Japan 

 

In terms of CO2 emission inventory of domestic building by housing type and region in Japan, 

Similar study as Chapter one was done, however not taken into this paper, because it was already 

published*a.  

Chapter one presents, energy consumption and CO2 emissions from the non domestic commercial and 

public building sector in Japan in the fiscal year 2000. The non domestic building sector is analyzed in 

detail by building type, energy type, thermal end use type and prefecture. Energy consumption in 2000 was 

44% larger than that of 1990, but CO2 emissions were 30% larger because of an increasing share of gas in 

energy use and a decreasing CO2 emission factor of electricity. This chapter shows second times revised  
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estimation methodology and result with detailed regional distribution to municipals. 

In Chapter two, future energy consumption and CO2 emissions from non domestic commercial and 

public building sector in Japan is projected to 2030 by fuel and energy type, final energy demand type, 

building type, by prefecture as well. In this Chapter we analyzed future scenarios of energy saving and CO2 

emission reduction on several technologies or options applicable to commercial and public buildings. By 

this result we can examine the potential of CO2 emission reduction in this sector.   

In Chapter three same future scenario is analyzed in terms of domestic building sector in Japan.  

   In Chapter four. We compared CO2 emission reduction scenarios in building sector in Japan and UK 

as well. There are drastic reduction scenarios which suggest the possibility of 80 percent reduction of CO2 

emission in 2050.  

 

*a: Tonooka,Y., et al. (2005) A Detailed Energy Demand Estimation and CO2 Emission Inventory of 

Residential House by Prefecture and Housing Type in Japan, J. of Arch. Plann. Environ. Eng., 

AIJ,Vol592, p89-96 (in Japanese) 
 

Keywords: Climate-change, CO2, GHGs (Green house Gases), Emission,Energy 
-Consumption, Energy-Conservation, Building-Sector, Non-Domestic-Building 
-Sector, Commercial Building, Domestic sector, Residential-Building, Housing, 
Household 

キーワード：気候変動, 温室効果ガス, CO2, 排出, エネルギー消費, 省エネルギー, 民生部門, 

建築, ビル, 業務部門, 家庭部門, 住宅, 家計 

 

 

序（1～4 章を通じて） 

 

本論文は 4 章からなるが、個別の論文または講演要旨として準備されたものをあわせて一編に

まとめたものである。そのため各章に 新（各章初出論文執筆当時）の関連政策状況の概観など

導入部がそれぞれ付いており、多少の重複と、あるいは数値のずれがある部分もあるが、まとめ

るに当たり原著に大幅に手を入れることをせず、連続する 4 章としての体裁を整えるにとどめた。

各章の初出原著を執筆した時点から 1 年以上経っており、京都議定書達成計画見直しなどその後

の 新状況を反映できていないが、本論文を作成した経緯に鑑み御許しいただきたい。 

なお、本論文に収録されている分析の後、福岡での日本建築学会大会研究協議会、日本建築学

会地球環境委員会対策推進小委員会主催のシンポジウム（東京）、エネルギー資源学会のエネル

ギーシステム・経済・環境コンファレンス（東京）など、様々な発表の機会があり、さらなる改

訂を行ったシナリオ分析を行っている。 
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1. 業務部門における建物用途別・地域別エネルギー消費量と CO2排出量 
  の推計 

 

1.1 はじめに 

 

日本における業務用エネルギー消費と温室効果ガスの排出について、建物用途、熱用途、エネ

ルギー種類、地域（県）別の年間値を推計し、現況実態を解析した（外岡, 1986; 外岡ら, 2005）。

しかし、基礎統計が不十分なため確定的な推計結果を得ることは難しく、その後も追加改訂作業

を行ってきた。ここでは、 新改訂による現況推計結果について報告する。 

 

1.2 目的 

 

気候変動問題は全球的課題であり、低開発国も含めて人類の消費活動の継続的、加速度的増大

圧力のもと、長期的、全球的に環境破壊防止に向けて人類の消費活動を方向転換してゆかねばな

らない。ここでは地球温暖化防止のために取るべき対策のなかで、日本における業務部門のエネ

ルギー消費のあり方を中心に温室効果ガスの排出抑制対策について検討するための基礎として

2000 年度の排出現況分析を行った。上海を筆頭に中国沿海部での急速な都市化が進行する中で、

日本における業務部門の温室効果ガス排出削減対策は東アジア、あるいはアジア全体への波及効

果の可能性も秘めており国際的にも重要な対策対象といえる。しかし国内の排出削減は進んでお

らず 2005 年 2 月、国連気候変動防止枠組条約（UNFCCC）京都議定書の発効を経て 2005 年 4 月

28 日付け公表された日本政府の京都議定書目標達成計画においても業務部門は 2002 年実績にお

いて基準年 1990 年比 36.7％も増大しており 2010 年の目標値においても各種対策後の排出量が基

準年比 15％増（目安となる目標値）と予想されている。言うまでもなく建物の排出はさらに長期

の削減政策が必要であるが、現況新設建物あるいは既存改修において大幅な削減がなされる政策

を実行継続しない限り長期的な削減を十分な水準まで実現することはできない。 

しかしそれ以前に業務部門の排出現況推計それ自体が大きな問題をかかえており京都議定書

目標達成計画とその見直しに際しての現況データ、あるいは UNFCCC に基づく国別報告書の業務

部門排出量（国立環境研究所 GIO, 2006）はここに示す建物用途別の業務部門排出量推計結果と

は大きな乖離を見せており、さらに 近の統計の簡素化や一部統計の廃止を受けて総合エネルギ

ー統計のエネルギー・バランス表（資源エネルギー庁 2007）の改訂見直しにより乖離はますます

大きくなっており、業務部門とは何か、その現況排出量はいくらか、その定義と確定値を巡って、

そもそもの議論を乗り越えないと対策効果を正確に評価することができないのである。 

なお業務部門においては CFCs、HCFCs、HFCs が圧縮冷凍機冷媒として、断熱材発泡剤として、

またハロン類が消火剤として使われてきたが、モントリオール議定書の対象物質は既に新たな新

規使用は無くなっているはずである。しかし既存設備の廃棄時には排出される可能性が残ってお

り、無視できないが、業務部門に特化した推計は困難であり、ここでは CO2排出量だけを取り扱

っている。
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 建物用途・熱用途・都道府県
分解データの作成

エネルギー種類別消費量の推計
（コントロールトータルの作成）

都道府県別・建物用途別
床面積 建物用途別・エネル

ギー種類別・熱用途別
エネルギー消費原単位

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別
エネルギー消費量（補正前）

都道府県別
冷暖房DD（デグリーデー）

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別
エネルギー消費量（DD補正後）

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別

エネルギー消費構成比

＜床推計＞ ＜エネルギー販売実績推計＞ ＜機器能力推計＞

（各種統計資料）
電気：電力需給の概要
都市ガス：ガス事業統計年報
ＬＰＧ：ＬＰガス資料年報

エネルギー種類別消費量
（電気、都市ガス、ＬＰＧ）

エネルギー種類別消費量
（灯油、A重油）

エネルギー種類別消費量
（全燃料）

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別
エネルギー消費量（確定）

建物用途別・着工年別・規模別
床面積構成比

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別・

着工年別・建物規模別
エネルギー消費量

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別

CO2排出量（確定）

都道府県別・建物用途別・
エネルギー種類別・熱用途別・

着工年別・建物規模別
CO2排出量

燃料種類別
CO2排出原単位

エネルギー消費量・
CO2排出量の確定

エネルギー種類別
石油機器台数

（小規模ボイラー・温水発生器
の販売実績を累積）

標準規模

全負荷相当運転時間

1.3 研究経緯 

 

この推計は 1977 年度実態の推計を 初に従来から継続的に取り組んできたものであり、日本

建築学会、エネルギー資源学会においても数回発表した（関連発表（外岡, 1986; 外岡ら, 2005） 

参照）。基礎となる実態統計情報が欠落しているため正確、詳細な推計が難しい状況の中で推計

手法の模索を行って来たが、 近は政府統計の廃止等により利用できる統計や資料の制約がきつ

くなっており、いったん確立した推計手法に対し 近では利用できる統計に制約が大きくなって

おり後退した基礎条件の下での推計手法の工夫が一つの課題ともなっている。 

 

1.4 推計作業の概要 

 

1.4.1 エネルギー消費量と CO2 排出量の推計手法 

 

 推計の手順は大きく三つの部分から構成される。図 1 に示すように（1）都道府県別・建物用

途別床面積に床面積当エネルギー種類別・熱用途別エネルギー消費原単位を与えてエネルギー消

費量を推計する部分と、（2）エネルギー種類別の販売実績等から業務部門の消費総量を推計する

部分、（3）この両者から推計されたエネルギー消費量に CO2 排出係数を与えて CO2 排出量を 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 エネルギー消費量と CO2排出量の推計手順概要 

 



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 95 -

 建物用途
1 事務所ビル
2 　卸・小売業（百貨店)
3 　卸・小売業（スーパー[食品あり]）
4 　卸・小売業（スーパー[食品なし]）
5 　卸・小売業（コンビニエンスストア）
6 　卸・小売業（その他小売業）
7 ＊小売業計（百貨店、スーパー、コンビニ、その他小売業）
8 　卸・小売業（卸売業）
9 ＊卸小売業計

10 飲食店（各種飲食店）
11 ＊商業計（卸小売＋飲食）
12 　保育園・幼稚園
13 　小中学校（公立、私立）
14 　短大・大学（国立、公立、私立）
15 　試験研究機関（民間含）　
16 ＊学校
17 宿泊（ホテル・旅館）
18 医療（病院、診療所）
19 文化施設（劇場、博物館、美術館、集会所等）
20 スポーツ施設
21 娯楽施設（映画館、遊技施設等）
22 福祉施設（老人ホーム、養護施設等）
23 ＊その他計（文化,スポーツ,娯楽,福祉）
24 ＊建物用途計

＊：中間計、合計

推計する部分がある。対策効果評価のためさらに建物規模別・建設年次別に再分解して暖房、冷

房方式別のエネルギー消費量と CO2排出量を必要に応じて推計する。 

（1）は（1a）床面積の推計と（1b）エネルギー消費原単位の設定、（1c）地域別・暖房冷房エ

ネルギー消費量のデグリーデイ補正からなり、（2）は（2a）純業務部門消費量の推計、（2b）そ

れを用いた（1）の合計調整、別の表現をすれば（2a）を（1）の比で細区分する。 

建物用途は表 1 に示す区分でエネルギー消費量を推計し、エネルギー種類は表 2 に示す 5 区分，

熱用途は表 3 に示す 7 区分、地域区分は都道府県別で政令市の別はない。建物規模は表 4 に示す

6 区分，建築年次は 1964 年から 2000 年まで毎年とした。なお用いた CO2排出係数は電力（需要

端）105.0、都市ガス 51.3、LPG58.6、A 重油 71.6、灯油 68.5kgCO2/GJ である。 

 

表 1 建物用途区分   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 エネルギー種類     表 3 熱用途区分       表 4 建築規模区分    表 5 建設年次区分 
              
 

 

 

 

 

 

 

エネルギー種類

1 電力

2 都市ガス

3 ＬＰＧ

4 灯油

5 Ａ重油

計

電力は２次エネルギー表示、
その他の燃料種類は消費量が
きわめて小さいので省略可能

熱 用 途

1 暖房
2 冷房

3 冷蔵冷凍

4 給湯

5 厨房

6 動力

照明

計

冷蔵、冷凍はスーパー食
品り、コンビニに限る

7

建物規模

1 699m2以下

2 700～1,999m2

3 2,000～2,999m2

4 3,000～4,999m2

5 5,000～9,999m2

6 10,000m2以上

計

建設年次

1964年

～

2000年

毎年
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 基礎統計資料 利用項目等

固定資産の価格等の概要調書（家屋） 木造,非木造別・建物用途別床面積

公共施設状況調 自治体官公庁、県立施設、市町村立施設、公立学校床面積、施設数等

学校基本調査 私立学校床面積、高等教育機関床面積等

財政金融統計月報・国有財産特集 政府官公庁、国有施設床面積等

医療施設静態調査 病院床面積、病床数等

商業統計・業態別統計編、大規模小売店舗統計編 売場面積、業種別従業員当売場面積等

事業所統計 業種別従業者数

建築統計・建物用途別・着工床面積 累年着工床面積より建物用途別・床面積比率を推計

項目 単位 備考
1 　床面積 m2
2 　エネルギー消費量 Tjoul/年度 ２次エネルギー
3 　CO2排出量 ｔCO2/年度
4 　床面積当エネルギー消費量 Mjoul/m2ｙ ２次エネルギー
5 　床面積当CO2排出量 kgCO2/m2y

表 6 算出項目 

 

 

 

 
 
1.4.2 建物用途別床面積の推計 

 

都道府県別の建物用途別床面積を推計するには、表 7 に示す各種の建物床面積に関する統計を

用いた。民間所有の建物では木造、非木造別の固定資産調書家屋編を用いたが、事務所と商業等

二つ以上の建物用途合計しか得られない場合には建物用途の比率を建築統計等から推計してその

比で案分した。 

商業部門は卸小売業を店舗種類等に細区分した。この詳細区分床面積の県別データは得られな

いので商業統計の売り場面積などを用いて按分推計した。飲食店については飲食店種類別の細区

分推計も不可能ではないが、床面積としては分割せず後述するようにエネルギー消費原単位を加

重平均することで対応した。 

自治体が管轄する建築施設については公共施設状況調から床面積データを用いたが、床面積デ

ータを直接得られないが他の指標から推計できる場合は推計値を用いた。また学校については床

面積が得られない部分は学校統計を用いて生徒 1 人当の校舎面積から体育館を除く床面積を推計

した。医療施設の内、病院も同様に医療動態調査による病床数から推計した部分がある。国有施

設については組織・会計別に国合計の床面積が得られる施設があるが県別データは得られないの

で国合計をそれぞれの参考指標を用いて推計した床面積比で地域按分して用いた。 
 

表 7 床面積推計基礎統計資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1.4.3 エネルギー消費原単位の設定と補正 
 

建物用途別にアンケート調査した結果からエネルギー種類別・熱用途別エネルギー消費原単位

が得られる。ここで主として用いたのはエネルギー経済研究所（2001～2003 年次により NEDO

委託）によるものである。地域別の原単位も建物用途によっては調査されているがサンプル数が

少なく不安定な場合があるので全国平均を利用し、地域による暖房冷房負荷の格差はデグリーデ

イ補正により対応する。またエネルギー経済研究所調査の用途区分では「その他の熱需要」とし
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てある部分を建物用途に応じて給湯、冷蔵冷凍、厨房等に再設定して用いた。照明は動力照明か

ら別の資料を参考に建物用途別の相対的な照明割合を考慮して適宜分離推計した。エネルギー経

済研究所（2001）の原単位は飲食店について不安定な面があったため独自に飲食店舗の詳細業種

構成により再度加重平均を行った結果を用いた。その改訂手法は、エネルギー経済研究所調査対

象の飲食店種類別平均床面積に、事業所統計と外食産業マーケティング便覧（富士経済,2003）か

ら得られた事業所数を掛けて飲食店種類別床面積を推計し、その比で加重平均したエネルギー消

費原単位（表 1）に改訂した。結果は良好で安定した推計結果が得られた。別の問題は LPG の消

費量がこの原単位では極端に小さいことである。そこで都市ガスと LPG のエネルギー消費原単位

を合計してガスとして扱い、別途、都市ガスと LPG の構成比を設定して、ゆがみの影響を軽減す

る措置を取った。それでも原単位から推計された LPG 消費量は統計値から得られた総消費量の 3

分の 1 程度でしかなく、 終的に LPG 消費量は合計調整により床面積推計結果に対し、ちょうど

3 倍の補正係数をかけて拡大補正した値となった。販売統計（実は業界推計）から付与した合計

調整用全国値と床面積からエネルギー消費原単位推計した積み上げ推計値の乖離は未解決の部分

であり、合計調整に用いた業務用 LPG 販売量が実態より過大である可能性も残されているが、今

回は別に根拠となる資料が得られないため、この合計調整値を採用した。 

電力、都市ガスについては販売統計より上下水道、廃棄物処理等非建築分を除外した全国値を

合計調整用に与えた。平行して電力、都市ガスの県別消費量を第二の合計調整用値として用意し、

先の全国値を、その比で県別配分した値に合計調整した。燃料油については A 重油（B・C 重油

を含む）と灯油について別途推計した県別値で合計調整した。 

 
1.5 2000 年度推計結果概要 
 

2000 年度の業務建築エネルギー消費量（2 次エネルギー）は 1.48EJ（エクサ・ジュール、エク

サは 1018、１Joule＝4.18605cal）となった。これは 1990 年値の 44％増である。この元になる床面

積は 1,407×106㎡で 1990 年値の 17％増であった。その CO2排出量は 128TgCO2（テラ･グラム、

テラは 1012、Tg は×106ｔ）、すなわち 1.28 億 tCO2であり、1990 年値の 30％増であった。エネ

ルギー消費量の増大の割に CO2排出量の伸びが小さいのは CO2排出係数が小さい都市ガス、LPG

の伸びが大きいことと、電力の CO2排出係数が小さくなってきていることが主な原因である。 

図 2～14 に各要因別のエネルギー消費状況、CO2 排出状況を示す。説明は省略する。 

 

1.6 他推計との比較 
 

この推計は業務建築だけのエネルギー熱消費量と排出量であり総合エネルギー統計の業務・そ

の他部門とそれに基づく UNFCCC の国別報告書排出量とは対象範囲が異なる。2000 年度のエネ

ルギー消費量について比較した結果を図 15 に示す。当推計での電力消費量は上下水道、廃棄物処

理等の消費を除外しており、その分小さくなっている。都市ガスと LPG について差はほとんどな

い。差が大きいのは A 重油と灯油であり、今日では業務建築でほとんど使われることは無いと考

えられる石炭が業務・その他部門には含まれている。 
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図 2 県別・建物用途別床面積 (2000 年度上位 10 県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 3 県別・建物用途別 2 次エネルギー消費量 (2000 年度上位 10 県)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 建物用途別 2 次エネルギー消費量 (2000 年度)
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図 5 建物用途別・床面積当 2 次エネルギー消費量（2000 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 建物用途別熱用途別 2 次エネルギー消費量（2000 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 7 建物用途別熱用途別・床面積当り 2 次エネルギー消費量（2000 年度） 
                                                厨房用に冷蔵・冷凍用消費含む.
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図 8 建物用途別・エネルギー種類別 CO2排出量（2000 年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 9 建物用途別・エネルギー種類別床面積当 CO2排出量（2000 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 建物用途別・熱用途別 CO2排出量（2000 年度）
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   図 11 建物用途別・熱用途別床面積当 CO2排出量（2000 年度） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 建物用途別・規模別 CO2排出量（2000 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 建物用途別・建設年次別 CO2排出量構成比（2000 年度）
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図 14 建物用途別・建設年次別 CO2排出量（2000 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 15 業務建築エネルギー消費量と業務・その他部門の比較（2000 年度） 

 

1.7 冷暖房機器構成推計 

 

図 12、13 に示した建物規模構成、建設（着工）年構成は CO2 排出量構成として示されている

が床面積で配分したもの（構成比は床面積）である。建物用途別に規模と着工年のマトリクス（床

面積）を用意し（かつては県別値を作成できたが 近は全国値しか得られない。）その比で CO2

排出量を按分した。 

冷暖房方式の機器構成が建物規模、用途と建設年次によってかなり異なるため、その実態デー

タの収集と平均構成の設定（十分な統計データは得られないので、不完全情報を元に想定する他

ない）を行ってきたが、建築設備技術者協会がまとめている ELPAC と呼ばれる竣工設備データ

を用い、建物用途、建物規模、建設（竣工）年次により、その構成について基礎的な分析を行っ

た。熱源機器には様々な技術手法があるが、9 分類に整理統合して解析した。図 16、17 は事務所

ビルの冷房、暖房熱源機器構成を建物規模別に見たものである。図 18、19 は同様に建物規模別に

構成を示したが、実際にほしいのは規模と建設年次別の熱源機器構成比である。紙面の制約から

他の建物用途については図を省略する。 

建物用途によらず、いくつかの冷房方式が建物規模によりそれぞれ採用されている傾向が見て
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取れる。小規模建物では図中、ヒートポンプ（HP）パッケ－ジと記されている俗称「ビルマルチ」

を主とする小型分散型の冷房（通常は暖房兼用）機器である。次の規模、小中規模ビル、（とく

に事務所に多い）ではチラーと呼ばれる小型 HP が使われている。その上の中大規模建物ではど

の建物用途でも吸収式冷温水発生器が多く用いられている。その上の大規模建物では様々な熱源

機器が使われているが 近竣工した建物でもボイラも用いられている。給湯需要が大きいホテル、

病院では 1991 年以前の竣工建物の多く 7 割以上がボイラ焚であった。この資料では事務所ビルは

じめ 4 万 m2 以上級の大規模ビルでは地域熱供給がかなりの割合を占めている。東京ではある程

度普及しているが地方都市では少なく、この ELPAC データが東京の事例が多いため構成比がそ

の影響を受けて全国的な平均とややずれている可能性もある。地域熱供給事業にもそれぞれの熱

源があり、それらを技術別に再区分しないと正確ではないが多くの事業者はターボ冷凍機等の大

型圧縮機高効率冷凍機と吸収冷凍機を併用している事が多い。河川水採熱 HP、廃熱利用等特殊

な熱源による省エネ事例もある。 

それぞれの冷房、暖房別、電力、ガス、燃料油別の機器構成比を着工年は 5 年毎に統合して与

え合成すると図 20 が得られる。冷凍機 COP を機器種類別・年次別に与え、これを用いて削減対

策定量評価の出発点となる現況効率状況を設定できる。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 事務所 建物規模別・冷熱源機器種類構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 17 事務所 建物規模別・温熱源機器種類構成 
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図 18 事務所  竣工年度別・冷熱源機器種類構成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 事務所 竣工年度別・温熱源機器種類構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 20 冷房、暖房熱源機器構成比（2000 年度） 
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1.8 市区町村別推計 
 

図 21 は 2003 年度の地球環境推進費（中口毅博代表）で市区町村別の気候変動対策立案の基礎

として作成した業務建築の市区町村別 CO2 排出量で、従業員数を配分指標として県別値から市

区町村別地域分布を推計したものである（特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所, 

2004）。建物用途別に推計されているが業務建築合計図だけを示す。東京都市圏、中部都市圏、

関西都市圏に高密度な排出が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

図 21 市区町村別業務建築 CO2排出量分布（2000 年度） 

 
1.9 まとめ 

 

気候変動対策としての CO2 排出量削減対策評価の基礎として欠かせない建物用途別・エネル 

ギー種類別・エネルギー用途目的別・地域別のエネルギー消費量と CO2 排出量を 2000 年度現況

■ 0～0.4 
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■ >12 

（単位：千 t-CO2） 
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について推計した。さらに建物規模と建設年次を媒介にして冷房、暖房熱源機器方式別に分解す

る手法を示した。CO2 排出削減対策効果を正確に評価するには、このような詳細な区分のデータ

に一度分解して、その各部分の各種対策による省エネルギー効果と CO2 排出削減効果を再集計し

て業務建築全体のマクロな省エネルギー効果と排出量削減効果を評価できる。本章では次に示す

CO2 排出削減シナリオ分析の基礎となる業務建築の現況データ解析手法を示した。 

 

 

本章執筆者；外岡 豊・深澤大樹・中口毅博・馬場 剛・藤野 毅 
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2 日本の業務部門における CO2排出削減シナリオ 

 

2.1 はじめに 

 

日本における業務用エネルギー消費と温室効果ガスの排出について、建物用途、熱用途、エネ

ルギー種類、地域（県）別の年間値を推計し、暖房冷房機器構成比についても想定を加え現況実

態を多次元詳細解析した（外岡ら, 2004a, 2005a, 2007a）。この多次元現況データ解析は対策効果

を定量的に正確に評価するための基礎として意図されたものであり、この現況データを基礎に

2030 年までの将来対策シナリオ分析を行った。 

 

2.2 目的 

 

言うまでもなく気候変動問題は全球的課題であり、2008 年からの京都議定書第一約束期間の開

始をひかえて、国際政治における重要議題として大きく取り上げられるようになってきた。2007

年 6 月にドイツで行われる G8 先進国首脳会議でも討議されるはずであるが、それに先がけ 3 月

にはポツダムで G8 環境大臣会合も開催され気候変動政策について討議された（環境省報道発表

資料, 2007 年 4 月 28 日）。 近相次いで発表された IPCC 第 4 次報告書の政策決定者向概要（IPCC, 

2007a, b, c）においては先進国では 50％どころか 80％もの温室効果ガス排出削減をしないと 21

世紀末における地球気温上昇を安全な範囲に留めることが困難であると指摘され、京都議定書の

国家間政治交渉との大きな落差にとまどいながらも、世界中が大きく認識を変化させ、急激な情

勢変化が始まろうとしている。 

しかし日本国内の排出削減は進んでおらず 2005 年 2 月、UNFCCC 京都議定書の発効を経て同

4 月 28 日付け公表された日本政府の京都議定書目標達成計画では 2010 年目標値においても各種

対策後の排出量が基準年比 15％増と予想されていた*1。その後総合エネルギー統計（経済産業省, 

2007）が改訂され基準年値も 新値も大きく変わったので数年前の資料と 新資料の直接比較は

大きな誤解を招く恐れがあるので注意を要する*2。改訂後の基準年 1990 年度業務その他部門 CO2

排出量は 164TgCO2であり、2000 年度は 206TgCO2、基準値年比 25％の伸び*3であったが、2006

年 8 月 30 日に提出された UNFCCC 国別報告書において 2004 年度・業務その他部門の CO2排出

量は基準年 1990 年比 38％も増大しており、2000 年度実績に対しても 10％の増大*3であった。そ

の後発表された 2005 年度（速報）値は CO2排出量 234TgCO2、基準値年比 42％の伸び*4であった。

この算定の基礎になったエネルギー消費量は 3.0TJ で 1990 年比 48％増である。 

しかしこれは部門の定義と現況データそのものに問題があり正しい実態を見誤る恐れがある*2。

この CO2排出量推計の基礎になっているエネルギー・バランス表の業務その他部門のエネルギー

利用合計は 2000 年度, 2.7EJ になっているが、業務建築だけを対象にした外岡等の推計では 2000

年度のエネルギー消費量は 1.48EJ であり、「業務その他」部門の 55％である。その他（水道・廃
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棄物処理等を含むが、実際には中小工場等も含みその分が大きい）部分が純粋な業務建物に近い

大きさになっている。純業務建物のエネルギー消費量の伸びは 1990 年度 1.04EJ の 44％増、CO2

排出量は 128TgCO2で 1990 年度 99TgCO2 の 30％増*5であった。以下に示す各種業務建築での CO2

排出削減対策は業務建築だけに適用できるものであり、その他部門を多く含んだ京都議定書目標

達成計画の「業務その他部門」全体にその削減率をかけ算すると実態に無関係な、あり得ない削

減量になる。 

言うまでもなく建物の排出は京都議定書第一約束期間だけでなく、さらに長期の削減政策が必

要であるが、現況新設建物あるいは既存改修において大幅な削減がなされる政策を継続実行しな

い限り長期的な削減を十分な水準まで実現することはできない。このような状況の中で、日本建

築学会地球環境委員会温暖化対策評価小委員会で建物対策について検討を重ねて来たが、残念な

がらその成果が建築分野における十分な対策を推進する施策に反映されているとは言い難い。筆

者等は日本における業務用エネルギー消費と温室効果ガスの排出についてエネルギー資源学会で

2030 年までの CO2排出削減シナリオについて発表してきた（外岡ら, 2007a, b, c）。日本政府の次

の京都議定書目標達成計画見直しを前にして環境 NGO 気候ネットワークは 2006 年 9 月、民生部

門について 2020 年に 1990 年比 30％削減を実現できるシナリオ分析と政策提案を行った（気候ネ

ットワーク, 2006）。筆者等（深澤, 外岡）はそのシナリオ計算に係わったが、エネルギー資源学

会の発表ではその既発表（外岡ら, 2006）に加えて、この経験を踏まえ 2030 年について独自の削

減計算を行った（外岡ら, 2007b）。2030 年については 2005 年 3 月に経済産業省が 2030 年のエネ

ルギー需給展望（経済産業省, 2005）を発表しているが、それは京都議定書の延長上の推計であり、

それ以上の削減を意図したものではない。これに対しここに示すシナリオ推計は積極的な諸対策

の導入により大幅な削減の可能性を検討するものである。なお、住宅についても同様の分析を行

った（外岡ら, 2007ａ）が、これについては次章に示す。 

 

2.3  CO2 排出量のマクロ将来推計（2030 年） 

 

2.3.1 将来排出量推計の概要 

 

2000 年度の CO2排出量を現況値として、2030 年度までの CO2排出量を対策シナリオにより対

策の有無と電力 CO2排出係数を現況のままと低排出電源導入後の 2 ケースについて推計した。算

定手順を図 22 に示す。大きくは対策対象として新設建物と既存建物に分けて推計した。図 22 に

示すように、建物用途別の CO2排出量（エネルギー消費量）に対して、それぞれの竣工年代、建

物規模ごとの各対策の CO2 削減率（省エネルギー率）をかけることにより、CO2削減量（エネル

ギー削減量）が算定される。
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（％）
年度 85-89年 90-94年 95-99年 00-04年 05-09年 10-14年 15-19年 20-24年 25-30年
事務所･ビル 4.7 4.8 2.6 1.1 0.47 0.20 0.09 0.04 0.02
デパート 3.0 4.9 2.1 1.9 1.62 1.40 1.22 1.06 0.92
スーパー（食品あ 3.0 3.3 3.0 1.5 0.81 0.42 0.22 0.12 0.06
スーパー（食品なし） 3.0 3.3 3.0 1.5 0.81 0.42 0.22 0.12 0.06
コンビニ 3.0 3.3 3.0 1.5 0.81 0.42 0.22 0.12 0.06
一般小売 3.0 3.3 3.0 1.5 0.81 0.42 0.22 0.12 0.06
卸売 3.0 3.3 3.0 1.5 0.81 0.42 0.22 0.12 0.06
飲食店 4.1 2.7 1.7 1.3 0.95 0.71 0.52 0.39 0.29
学校 1.8 1.1 0.9 0.8 0.73 0.65 0.58 0.52 0.47
ホテル・旅館 3.3 3.3 1.3 0.2 0.03 0.01 0.00 0.00 0.00
病院 3.1 3.0 3.3 3.1 2.82 2.60 2.39 2.20 2.02
劇場・娯楽場 0.9 4.0 3.3 1.2 0.43 0.15 0.05 0.02 0.01
その他 3.4 2.4 3.3 2.2 1.52 1.04 0.71 0.48 0.33
合計 3.3 3.3 2.4 1.3 0.70 0.38 0.21 0.11 0.06

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 将来 CO2排出量と削減対策効果の算定手順 

 

2.3.2 将来床面積の推計 

 

線形回帰分析では単調増加仮定になるが日本の今後は人口の減少への転換期に入るとされ第 3

次産業従業者数も 2030 年まで単調増加するとは考えにくく床面積の単調増加想定は適切ではな

い。そこで指数関数により増加率が逓減する傾向を織り込んだ予測式を用い 1965 年度から 2004
年度の建物用途別床面積（全国値）の長期動向データをサンプルとして予測した。予測式から得

られた対前年増加率を表 8 に、それにより予測された 2030 年までの床面積と対 2000 年増加率を

表 9 に示す。 

表 8 業務用床面積のストック量の対前年増加率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）「エネルギー・経済統計要覧」（（財）日本エネルギー経済研究所）より集計 

2000 年エネルギー消費量・

ＣＯ２排出量 

2030 年 
エネルギー消費量・ 
ＣＯ２排出量 

床面積増加率の 
推計値（表１） 

2030 年 
エネルギー消費量・ 
ＣＯ２排出量（新設） 

2030 年 
エネルギー消費量・ 
ＣＯ２排出量（既設） 

2030 年 
ＣＯ２削減量（新設） 

建物消滅率等 
 

2030 年 
ＣＯ２削減量（既設） 

2030 年 
ＣＯ２削減量 
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2000 2010 2020 2030 2010 2020 2030

事務所ビル 441.7

商業（百貨店） 10.4

商業（スーパー食品有り） 53.4

商業（スーパー食品無し） 86.8

商業（コンビニ） 5.6

商業（一般小売） 17.8

商業（卸売） 238.8

飲食店 40.5

学校・研究機関

宿泊 101.4

医療 76.8

文化・娯楽 29.3

その他 60.6

合 計 1383.6

伸び率（％）床面積（106ｍ2）
建物用途 年度

220.5

477.4

12.4

60.0

97.6

6.3

20.0

268.5

45.2

102.7

102.6

31.8

73.0

1535.5

238.0

484.2

14.1

62.0

100.8

6.5

20.7

277.3

48.1

102.7

131.3

32.1

79.6

1612.5

253.1

485.5

15.6

62.6

101.7

6.6

20.8

279.8

49.8

102.7

161.7

32.1

82.9

1667.6

265.8

8.1

18.8

12.4

12.4

12.4

12.4

12.4

11.7

1.3

33.7

8.4

20.4

11.0

8.0

9.6

35.3

16.1

16.1

16.1

16.1

16.1

18.8

1.3

71.0

9.5

31.3

16.5

14.8

9.9

49.3

17.2

17.2

17.2

17.2

17.2

22.9

1.3

110.6

9.7

36.8

20.5

20.6

現況

2000 2010 2020 2030 2010 2020 2030*a 2030*b

発電電力量（億kWh) 9396 10287 10787 11287 9705 8473 9847 9447

石炭 1732 2090 1974 1858 1300 150 0 0

LNG 2479 2625 3010 3394 3729 4004 4384 4384

石油等 1004 658 604 549 354 150 0 0

原子力 3219 3753 4035 4317 3075 1311 1311 1311

水力（一般） 779 927 927 927 927 927 927 927

水力（揚水） 125 135 123 110 135 123 123 123

地熱 33 32 32 32 32 141 141 141

小規模水力 347 347 347

新エネルギー等 23 67 84 100 154 1320 2615 2214

火力発電効率（発電端） 40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 41% 50% 50% 50%

火力発電効率（需要端） 35.6% 35.6% 35.6% 35.6% 37% 45% 45% 45%

発電端CO2排出係数（kgCO2/kWh) 0.336 0.321 0.311 0.301 0.299 0.193 0.163 0.170

需要端CO2排出係数（kgCO2/kWh) 0.378 0.360 0.349 0.338 0.332 0.217 0.183 0.191

需要端CO2排出係数（kgCO2/GJ) 104.9 100.1 96.8 93.9 92.1 60.2 50.8 52.9

対策ケースレファレンス

表 9 将来床面積推計結果と対 2000 年増加率  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 将来 CO2 排出係数 
 

また、事業用電力の CO2排出係数は、平成 17 年 3 月総合資源エネルギー調査会需給部会によ

る「2030 年のエネルギー需給展望」を参考に太陽光発電（PVC）が大量に導入された場合を独自

に追加想定し需要端平均 CO2排出係数を求めた。業務ビルの屋根、屋上、壁面に設置される PVC

は業務部門の対策として計上するため、業務以外の工場や住宅などに設置された PVC による CO2

排出削減分だけを取り込んだ平均電力 CO2排出係数を作成して用いた。表 10 に設定根拠を示す。

なお、この表には書いていないが、2005年度の平均電力CO2排出係数は需要端で 0.423kgCO2/kWh、

117.5kgCO2/GJ となっており、原子力発電所の稼働停止のため 2000 年度よりかなり大きい。 
 

表 10 将来電力 CO2排出係数の設定 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*a:業務建物に導入される PVC を含む, *b:同左除く. 
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2.3.4 新築時 CO2 削減対策と削減率の検討 

 

CO2 削減対策の導入機会は新築建物に対する対策と既存建物に対する対策に分けて検討した。新

築時の具体的な評価対策としては、表 11 に示すとおりである。新築建物の対策では空調関係の対

策として壁体断熱性能向上、開口部熱性能、気密性向上、高 COP(エネルギー効率の高い)冷凍機

などの高性能機器導入、VWV（可変空気量吹き出し）、大温度差吹き出し、制御システムの性能

向上、BEMS 等による即時制御など、照明対策（昼光利用、タスクアンビエント照明など）、高

効率搬送系対策、高効率配電、高効率変圧器など省エネルギー効果を見込んだ。ホテル、病院な

ど給湯設備効率向上、飲食店の厨房効率向上、飲食店と食品販売店舗の高効率冷蔵冷凍庫導入、

太陽光発電、太陽熱利用、CGS 導入、バイオマス熱利用、複写機の効率向上、自販機の効率向上

などについては新設、既設とも導入を想定した。コンビニ店舗は営業時間の 30％削減を（新設、

既設とも）15％の店舗が導入するとした。 
 

表 11 新築時対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 建物用途 熱用途 削減率設定 導入率

・断熱、高性能窓、室内熱回収　暖房の20％ 新築の

・機器効率上昇　高COP冷凍機、ＶＷＶ， 100%
大温度差吹き出し

：20%削減後の暖房負荷の25％削減

・制御システム性能向上　適正温湿度制御

BEMS（即時計算制御）　：暖冷房3％削減

高効率搬送系 インバーター・モーター、適正台数制

御、局所換気、節水

新築の

：動力の5％削減 100%
複写機の効率向上　：複写機電力33％削減 〃

（複写機の電力構成比2％） 〃

新築事務所10％
新築学校　50％

タスクアンビエント照明

：照明電力の30％削減

・従来型設備に対して効率向上による削減率　10％削 新築

・ホテル、病院は上記の削減率を5割増し。 100%
用途 ・高効率配電　省エネ後電力の2％削減 新築

横断 ・BEMS大規模ビル（１万㎡以上）に導入、導入効

果：2％（電力削減）

100%

・高効率変圧器　：1000kW当たり8.3ｔ削減

・自動販売機　　：自販機電力の37％削減

・バイオマス熱利用　全エネルギーの1.6％削減 バイオマス30PJ

・厨房エネの20％削減（電力、ガスとも） 新築

・LPGはガスに代替 100%
高効率冷凍・冷蔵庫　動力電力の30％が冷凍用とし

て、導入率80％、省エネ率25％
代替率5％

動力 新築

冷凍機 100%
・　営業時間の削減（コンビニ）　　　30％ 導入率15％

食品あり
スーパーコ
ンビニ

・     高効率冷凍・冷蔵庫　動力電力の20％が冷凍用

として、導入率80％、省エネ率25％

給湯

飲食店 厨房

昼光照明　　　　　：照明電力の30％削減

新築事務所10％

上記以外（BEMS）：照明電力の30％削減 新築（昼光、タスク
アンビエント以外）
全て

暖房

動力

照明
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2.3.5 既存建物の CO2 削減対策と削減率の検討 

 

既築建物の対策のうち表 12 に示すものを定量評価した。建物改修対策、設備更新（暖房、冷

房、搬送動力、照明、給湯、昇降機の省エネルギー）、運用管理強化（運転スケジュール管理全

般の改良、空調温度設定変更、外気冷房、開口部日射負荷調整軽減、ファン、ポンプ運転管理省

エネ、適正照度管理の他、照明や昇降機の間引きなどサービス機能水準の低下を伴う対策も含む）

などである。新設と同様に設備更新時に導入される上述の対策についても表 12 に再掲した。 

 
表 12 既存建築対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.3.6 CO2 削減効果の算定 

 

2030 年における CO2排出削減効果について全国合計と都道府県別削減量を試算した。床面積は

2000 年比 20.5％の伸びであったが、エネルギー消費量（2 次）は省エネルギーが無いと仮定して

 熱

用途

建物改修効果 暖房 建物改修・BEMSによる負荷低減

（全用途 冷房 暖房負荷　　30%削減

共通） 冷房負荷　　30%削減

設備更新 設備更新実施率：

（全用途共通） 15～20年経過した建

物100％
・空気搬送動力　省エネ率26.7％ 設備更新実施率：

・水搬送動力　　省エネ率40.0％ 10～15年経過した建

物100％
・複写機の効率向上

：複写機電力33%削減

（複写機の電力構成比2%）

・自動販売：自販機電力の37%削減

・設備更新による効率向上による削減率　年

代別・機種別に設定　：5%～24%削減

設備更新実施率：

・BEMS導入：照明電力の30%削減 15～20年経過した建

物100％
・厨房エネの20%削減（電力、ガスとも） 設備更新実施率：

・ＬＰＧはガスに代替 15～20年経過した建

物100％
・高効率冷凍・冷蔵庫　動力電力の30%が冷

凍用として、導入率80%、省エネ率25%
動力 設備更新実施率：

冷凍機 15～20年経過した建

物100％
・営業時間の削減　　　　30% 導入率15%
省エネ率

～1999㎡：全体の2.8%削減

～4999㎡：全体の4.3%削減

5000㎡以上：全体の5.3%削減

その他 ・バイオマス熱利用 全エネルギーの1.6％削 バイオマス30PJ

運用管理改善 既に実施している建物
もあるため、導入率を
50％と設定

設備更新
（飲食店）

厨房

設備更新
（食品ありスー
パー、コンビ
ニ）

・高効率冷凍・冷蔵庫　動力電力の20%が冷

凍用として、導入率80%、省エネ率25%

冷房 ・設備更新によるCOP向上による削減率　年

代別・機種別に設定：5%～35%削減

動力

照明

建物用途 削減率設定 導入率

100%
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床面積に比例して増大したとすると 1.84EJ となるが、各種対策後のエネルギー消費量は 1.20EJ

で省エネルギー率は 35％、であった（図 23）。 

建物用途別に見た CO2排出削減量を図 24 に示す。2030 年の未対策、現況 CO2排出係数想定の

CO2排出量は 158TgCO2であるが、対策後は 67 TgCO2になり、2000 年現況からの総削減量は 61 
TgCO2、47％の削減となった（図 24）。2000 年現況と 2030 年対策後について建物用途別に比較す

ると事務所、商業では 6 割前後の削減が可能であるが飲食、宿泊、学校では 4 割強の削減にとど

まっており、医療施設では床面積が倍増するため削減対策後もやや排出量は現況より増大すると

予想されている。これは過去の医療施設の床面積の伸びが急速であったため今回の推計手法でも

かなり大きな床面積の伸びが想定されたためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 23 業務建物 2030 年（2 次）エネルギー消費量予測結果 
          注；図中の現況、未対策、対策は凡例の下段、省エネ量は上段を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 24 業務建物 2030 年 CO2排出量削減量予測結果 
            注；左図中の現況、未対策、対策は凡例の下段、省エネ量は上段を参照 
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2030 年の無対策・現況 CO2 排出係数想定値に対する対策後の排出削減量は 88TgCO2,排出削減

率は 57％となったが、建物用途別に見ると事務所、商業ではともに 64％の削減率となったが、飲

食では 53％、宿泊、医療では 40％台にとどまった。給湯、厨房需要が大きい部門では削減率は低

めであった。これは図 24 右にエネルギー種類別に示すように電源の低 CO2 化による排出削減に

依存する面が大きいため電力依存度が低い給湯と厨房用のエネルギー需要が大きい建物用途では

大幅な削減がしにくいと予測されたからである。本想定では 2030 年においては、既築建物におい

てもほぼ 100％設備更新や建物改修が行われると考えたため、既存建物での削減量が大きくなっ

ている。また、PVC の削減効果は電力の CO2排出係数に反映させる評価手法と設置された建物の

削減として評価する手法と両様が考えられる。総排出量は差が無いが特定部門だけを評価する場

合には見かけの削減効果が違って見えるので注意を要する。ここでは新築業務ビルに導入された

PVC は新築対策の一部としているが、工場、住宅等に導入された PVC は電力の低 CO2化に計上

した。 

電力の低 CO2化、設備更新、新築建物の省エネルギーの削減寄与が大きいが、それらに次いで、

既存建物改修、運用管理（BEMS）の順となっている。 

 

2.4  2030 年シナリオ将来推計のまとめ  

 

気候変動防止対策を定量評価する目的においてはCO2排出量だけでなく他の温室効果ガスを含

む排出量とその削減対策を評価すべきであることは言うまでもないが、ここでは日本の CO2排出

量について検討を行った。京都議定書の第一約束期間は目の前に迫っていてその目標達成への対

策技術評価は、適用可能な技術が有っても十分な普及導入期間が取れず、技術評価は不可能に近 

く、目先の導入促進施策の評価に重点を置くべき予測となる。2050 年を対象にした将来シナリオ

分析は国立環境研を中心にしたプロジェクトチームの低炭素社会研究の一部門として業務部門に

ついてもシナリオ予測が行われている（同プロジェクトチーム, 2007）が、長期になると実現され

ていない技術革新や基礎となる社会的変化の影響が大きいため対策に重点を置いた定量予測は難

しい。2030 年という目標年次はある程度の予備期間と現況から推計可能な社会的基礎状況の変化

の枠内で予測ができることから、このような分析においてもっとも効果的な分析が可能な対象年

次である。このような考えから業務部門の 2030 年予測を建物用途別・エネルギー種類別に行った。

基礎として用いた現況データから地域別推計も可能であるが、この分析では日本全体の排出量削

減への対策効果をマクロに評価することに主眼があるため地域別の分析には重点を置かなかった。 

本稿では詳しく説明していないが対策評価に当たっては建物の用途と規模、建設年次別に暖冷

房機器構成を想定し、その基での排出削減可能性を想定している。設備更新、建物改修と更新新

築に当たり建設年次が古い建物ほどその排出削減効果が大きい、すなわち床面積当の現況排出が

大きいと想定している。この想定には既存ビルの暖冷房機器種類構成やその性能について現況デ

ータの収集と解析が必要であるが、今回のシナリオ分析においてはその想定に改善の余地がある

まま分析作業を行っており、その改定は今後の課題の一つである。 

また各種対策の評価において同時に導入した場合に削減効果を単純に加算すべきでない相互

関係が発生する。これについては別途まとめているが、本研究ではそのことについて認識しなが



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 115 -

らあまり細かな扱いをあえてしなかった。それは想定自体がさほど裏付けのあるものではなく、

些細な検討を行うに値しないからである。 

しかしながら各種の対策を同時に実施すればかなりな削減が可能であることを定量的に示す

ことができたと言えるであろう。20 年以上の期間があれば既存の建物にも空調系の設備更新、あ

るいは建物本体を含む改修工事の機会は有るので、そこで十分な対策を実施すればかなりな排出

削減を実現できる。新築建物には当然、現行技術で可能な 大限の排出削減策が実施されること

が前提である。建築 LCA（ライフサイクルアセスメント）の視点から資源生産性、建築廃棄物環

境負荷削減も加味して評価すれば、これからの新築建物は全て長寿命でなければならず、そのこ

とは尚更新築建物に 善の排出削減努力が求められるべき必然を加味する。建築 LCA 評価は別途、

体系的に用意されており、建設、改修、解体を含む総合評価もできなくはないが、ここでは運用

時の CO2排出量削減だけにまとを絞った。第一に行うべきはシナリオの精緻化と地域別の予測で

あるが、今後の展開として CFCs、HCFCs、HFCs の冷媒と断熱材発泡材の排出を含む評価と LCA
総合評価への展開が考えられる。なお建物用途区分はここに示した建物用途種類より詳細な区分

別に出力することも可能である。 

 

注） 

*1：京都議定書目標達成計画 14p,表 24、各部門の目安としての目標として、業務その他部門では基準年

1990 年 CO2排出量が 144TgCO2、2002 年度実績が 197TgCO2（基準年比+36.7％）であり、それを 2010
年までの施策により 31TgCO2削減して 165TgCO2（基準年比+15.0％）とする 9）。 

*2：総合エネルギー統計はエネルギー販売統計だけを用いて推計しているため販売先が業務部門と中小

製造業（石油の場合元売業者が直接販売しないため業種を特定できない）を判別することができず、

業務部門ではなく「業務その他」と呼ぶ部門になっており、その分 CO2排出量も大きい。 近は産業

連関表を用いて業種細区分別に業務部門を推計するようになった（戒能一成の手法）が産業連関表と

同延長表には独特なゆがみがあり、もとになっている基礎統計が販売統計であるため石油製品に関す

る上記の問題を十分解決することができず、石炭消費についても教育部門で消費されるとする推計に

なっている。筆者の見解では純粋な業務建築では今日石炭を使うことはまれであり全国統計で数値を

計上するほどの消費は考えにくいが、2004 年度に 23158TJ の消費が業務その他部門で使われており、

電力、都市ガスなどの合計の 0.8％が石炭になっている。なお燃料油は 37％を占めている。これに対

し業務建築だけについて推計した我々の 2000 年度値では 16.8％であった。エネルギー経済研究所の

EDMC 推計では 2000 年度の石炭は 2.0％、石油（LPG 除）は 29.8％であったが、2005 年度では石油（LPG
除）は 24.3％に低下している。 新のエネルギー・バランス表（2007.5.25）による各年度のエネルギ

ー消費量と CO2排出量は以下の通り。 

  1990 年度,業務その他、合計（エネルギー利用）2022421TJ,炭素単位表 44812×10^3C =164311GgCO2 

  2000 年度,業務その他、合計（エネルギー利用）2701284TJ（33.57％増）,炭素単位表 56153×10^3C =205894 
GgCO2 （25.31％増） 

  2004 年度 ,業務その他、合計（エネルギー利用）2906234TJ（43.70％増） ,炭素単位表 62449×
10^3C=228981GgCO2 （39.36％増） 

  2005 年度,業務その他、合計（エネルギー利用）2991880TJ（47.94％増）炭素単位表なし 

*3：国立環境研究所・温室効果ガスインベントリオフィス（2006.8.30）日本の温室効果ガス排出量デー

タ（1990～2004 年度）による部門別・電気・熱配分後・詳細表による業務（その他）部門の CO2排出

量は 1990 年度 164,291.90、2000 年度 205,592.37（1990 年度比 25％増）、2004 年度,226,554.86Gg CO2 
（1990 年度比 38％増、2000 年度比 10％増）である。 
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*4：環境省報道発表資料, 2006.10.17、2005 年度の温室効果ガス排出量速報値について、業務その他部門

2005 年度速報値 234TgCO2、1999 年度比 42.2％増、過年度値は*3 と同じ。なお、エネルギー起源 CO2

合計 1,206 Tg CO2、全 GHGs1,364TgCO2eq 
*5：2000 年度建物用途別計業務部門エネルギー消費量（2 次）1.48EJ、CO2排出量 128Tg CO2であり、同

じ手法で推計した 1990 年度値は、エネルギー消費量（2 次）1.04EJ（248232Tcal）、CO2排出量 99Tg 
CO2であった。1990 年度値に対する 2000 年度値の伸びはエネルギー消費量（2 次）42％、CO2排出量

30％増である。なお 99Tg CO2は電力 CO2排出係数を 0.490kg CO2/KWh に改訂した後の値、0.551 kg 
CO2/KWh を用いていた改訂前値は全燃料種電力計 108.359 Tg CO2（1995.12.15 計算）、その後 103.927Tg 
CO2に一度改訂されている（1999.3, 日本建築学会地球環境委員会環境管理小委員会環境対策WG報告, 
19p, 表 2-2-1）。 

 

 

本章執筆者；外岡 豊・石田武志・深澤大樹・藤野 毅・馬場 剛 
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3 日本の家庭部門における CO2排出削減シナリオ 

 

3.1 はじめに 

 

イギリス政府は COP12/COPMOP2 ナイロビ会議の直前（2006 年 10 月 30 日）に、Stern Review 

Report を発表、IPCC 報告書とは別に世界的な気候変動影響と対策の経済評価を行った。この政治

的意図は今すぐに全球的な排出削減を開始しないと気候安定化が難しくなる、だから発展途上国

も早く排出削減を開始してほしい、その主張の支えとして数値的根拠を示したかったのであろう。 

一方でイギリス政府は国内政策も推進しており、小規模 CO2 発生源向けの EEC（Energy 

Efficiency Commitment）は現在、第 2 期（2005-2008）EEC2 が進行中であるが、低所得層家庭の

暖房費節約を兼ねて住宅断熱等を電力会社が徴収した資金で推進するもので、1994 年にその前身

である EESoP が開始された当初に比べてかなり大きな省エネ目標と資金規模の政策に発展して

いる。まだ未確定ながら第 3 期の EEC3 計画はさらに積極的な目標を掲げ 10 億ポンド、4.4MtCO2/

年の削減効果が期待されている（DEFRA.UK, 2006a）。この政策手法は EU 諸国で模倣され類似

の政策が EU 各国で行われている。例えばフランス政府は類似の ESC（省エネ証書）制度を開始、

2006 年から 3 年間で省エネ目標量をエネルギー供給事業者毎に定め、達成できなければ MWh 当

たり 10 ユーロの罰金を徴収する（NEDO, 2006）。 

さらにイギリス政府は 2006 年 11 月 6 日に、次に導入する制度として EPC（Energy Perform ance 

Commitment）案を出し市民各界意見縦覧を経て制度の具体的検討を行っている。これは欧州全体

の取引制度 EU-ETS に参加しにくい小規模の事業主体を対象にした国内排出量取引制度であり、

EU-ETS と EEC の中間に位置する規模の事業者に主として節電を想定した省エネルギーにより

CO2 排出削減効果をねらった制度案である。助走期間として早期に試験施行開始し 2009 年 4 月か

ら本格導入する案となっている（DEFRA.UK, 2006b）*a。 

さて、日本では民生部門、家庭、業務ともに 1990 年以降の排出量増大傾向が収まらず京都議

定書目標達成計画でも重点的な政策対象とされた部門であるが、これまでの施策では長期的削減

の目途が立つような目に見える効果は現れていない。このような状況にあって気候ネットワーク

は 2006 年 9 月に、民生部門について 2020 年に 1990 年比 30％削減を実現できるシナリオ分析と

政策提案を行った（気候ネットワーク, 2006）。筆者等はその現況データ（外岡ら, 2005)を提供し

シナリオ計算に係わったが、その経験を踏まえ 2030 年について独自の削減計算を行った（外岡ら, 

2007a）。2030 年については 2005 年 3 月に経済産業省が 2030 年のエネルギー需給展望（資源エ

ネルギー庁, 2005）を発表しているが我々のシナリオにくらべておとなしい削減目標となっている。

ここで我々が検討したシナリオは積極的な諸対策の導入により大幅な削減の可能性（の限界）を

検討するものである。 

 

3.2 現状と動向 
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2000 年度の家庭部門 CO2排出量は我々の都道府県政令市別推計では 159TgCO2であった（外岡

ら, 2005)。UNFCCC国別報告書では2000年度、157TgCCO2あったが2004年度には168TgCO2（6.4％

増）に伸びている。これは UNFCCC 報告書の 1990 年値 127Tg に対し 32％の伸びであった(国立

環境研究所 GIO, 2006）。 

改訂された 新のエネルギー・バランス表によると 2005 年度の家庭部門エネルギー消費量は

2.18EJ であり、2000 年度 2.11EJ から 3.2％伸びているが、1990 年度 1.66EJ からは 32％の伸びで

あった。2000 年度は 1990 年度に対し 28％の伸びであった（資源エネルギー庁, 2007）。 

 

3.3 シナリオ設定 

 

3.3.1 基礎設定 

 

現況年次は 2000 年度とし、2010、2020、2030 年の予測をエネルギー種類別、熱用途別、戸建、

集合住宅別、世帯類型（規模含）別、都道府県政令市別に行った。人口、世帯数については人口

問題研究所の 2025 年予測（国立社会保障人口問題研究所, 2007）を基本に 2030 年まで延長した。

世帯類型は国勢調査の現況世帯類型を 7 区分に統合した。表 13 に世帯数概況を示す。基本的な傾

向は人口の減少化、世帯規模人員の低下とくに単身世帯の増加と、高齢者世帯の増加傾向が 2030

年まで継続する。また戸建、集合別は集合住宅世帯が増加するが、その一部は単身世帯であり、

高齢者の集合住宅居住も増加すると予想される。 

将来予測の出発点として 2000 年現況の戸建・集合別・世帯 7 類型別・熱用途別・機器種類別の

世帯当エネルギー消費量を推計した。これにより世帯人員の規模、在宅時間の差、消費性向の違

いを反映させた推計ができる。 

 

表 13 世帯類型別･世帯数の予測 100 万世帯 

   
世帯類型 2000 2010 2020 2030

単独高齢 3.03 4.71 6.35 6.98

単独一般 9.88 10.46 10.31 10.31

夫婦高齢 3.66 5.42 6.31 5.53

夫婦一般 5.17 5.00 4.19 4.05

夫婦と子 14.92 14.17 12.78 11.10

一人親と子 3.58 4.40 4.75 4.63

その他 6.54 5.98 5.57 5.26

⼾建 26.06 26.11 24.84 23.12

集合 20.72 24.03 25.43 24.74

 合計 46.78 50.14 50.27 47.86
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3.3.2 世帯当機器保有台数 

 

エネルギー使用機器の保有台数の将来動向を 2010 年までは地球温暖化対策大綱見直し時の設

定に従い、その後の普及速度は鈍化に向かうものと想定した。オール電化住宅の普及、IH 調理器

の普及（それによるエネルギー代替）、CO2 ヒートポンプ給湯器、潜熱回収型給湯器の普及を想

定した。照明機器については電球型蛍光灯、LED 照明への白熱灯からの代替普及を想定した。機

器の規模についてはＴＶの大型化を考慮した。 

 

3.3.3 機器効率の向上 
 

省エネ法によるトップランナー基準はこれまでの日本の気候変動対策行政の中でもっとも顕著

な排出削減効果が確認されている制度の代表であろう。トップランナー基準（以下省エネ基準値）

はその年次に販売される機器の効率であって保有され使用されている機器（ストック）の平均効

率ではない。しかし現状では省エネ基準値を上回る高効率製品が開発、販売されており、2010 年

では代替が進まないが 2020 年では今後販売される新製品にほとんど入れ替わっていると想定さ

れる。そのような想定から表 14 に例示する省エネルギー率を見込んだ（その他の電気機器、暖房

給湯機器、待機電力についても設定したが表では省略した）。 

 

表 14 機器省エネルギー率設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで大きな省エネルギー効果が期待されているのは圧縮冷凍機の性能（COP）向上である。

家庭用エアコン、いわゆる暖冷房兼用ヒートポンプ（HP）はかなり性能が向上してきたが、さら

に COP が高い製品が開発されている。冷蔵庫も同様であり大容量化以上に性能向上が進み、冷媒

のみでなく断熱材の脱フロン化により温室効果が大きな物質の使用からも完全に脱却できるよう

にようやくなった。風呂の CO2冷媒ヒートポンプ給湯機もこの技術であり、今後の圧縮冷凍機の

高性能化を見込んだ省エネ率を設定した。また今後商業化される技術として冷蔵庫と CO2HP 給湯

機における真空断熱を見込んだ。2020、2030 年で冷蔵庫がさらに大幅に省エネ可能と見込んでい

 年度 2010 2020 2030
　家電機器等 （省エネ基準）

　冷暖房兼用エアコン 63.0% 63.0% 77.1% 80.0%
　ガスコンロ 3.8% 3.8% 5.0% 10.0%
　冷蔵庫 30.0% 30.0% 82.2% 87.4%
　テレビ 16.6% 16.6% 19.1% 25.0%
　ビデオ 58.7% 58.7% 64.6% 80.0%
　パソコン 0.0% 26.3% 45.6% 59.9%
　電気便座 10.0% 10.0% 11.0% 15.0%
　LED照明 65.0% 80.0% 95.0%
　電球型蛍光灯 60.0% 75.0% 90.0%
　蛍光灯器具 16.6% 16.6% 18.3% 25.0%
　給湯器(CO2HP貯湯型) 25.0% 30.0% 40.0%
　給湯器(CO2HP瞬間型) 35.0% 40.0% 45.0%
　給湯器(潜熱回収型) 15.0% 15.0% 15.0%
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るのは真空断熱の採用を前提にしている（外岡ら, 2003）。また CO2HP 給湯器は深夜電力を使用

し貯湯しておくための熱損失があるが、これを瞬間型にすればその熱損失をなくせる。しかし貯

湯槽を真空断熱にすれば貯湯型でも瞬間型との性能差を縮めることができる。TV は液晶化によ

る省エネが期待できるが、大型化による相殺を考えて大幅な省エネ率にはしなかった。パソコン

の省エネ化と同様に TV ももっと大きな省エネルギーを見込むことも可能である。照明は LED 照

明への期待が大きいが、電球型蛍光灯への代替と蛍光灯自体の省エネ化も見込める。 

 

3.3.4 エネルギー転換 

 

二つの潮流が想定される。まずオール電化である。それが単純に省エネルギー、CO2 排出削減

につながるものとの保障はないが、都市ガス、LPG から電力への転換が起こる。また郊外、農村

部で主に使われている灯油から電力、ガスへの代替である。 近では新築住宅のオール電化傾向

が著しく、既存住宅のオール電化改修も進められており、 近の伸び動向から想定すると 2020

年には 21％の世帯がオール電化になると予想された（気候ネットワーク, 2006）。 

 
3.3.5 住宅熱性能向上 

 

次世代省エネ基準の住宅が新設され同時に築年数の古い熱性能が劣る住宅が除却され年々住

宅性能のストック平均が向上すると想定する。さらに断熱性がよい新次世代基準を 2010 年から導

入すると想定し新築と除却による代替からストック平均熱損失係数を推計し暖房省エネルギー量

を求めた。新築住宅着工動向の地域差から県別に高熱性能住宅への代替状況を予測した。冷房に

ついては日射遮蔽による負荷削減を想定 2020 年で 2000 年比 10％の省エネルギーを見込んだ（気

候ネットワーク, 2006）。 

 
3.3.6 HEMS 導入 

 

HEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）、すなわちエネルギー管理技術による省エ

ネルギー効果については定量的な効果を明示的に設定しにくいが、2020 年には 30％、2030 年に

は 50％の世帯に HEMS が導入され、それにより各戸 10％の省エネルギーが達成されるものと想

定した。 

 

3.3.7 自然エネルギー利用 

 

太陽光発電 PVC と太陽熱温水器、暖房にも太陽熱を使うソーラーシステム、寒冷地ではバイオ

マス燃料暖房機器の導入を想定した。とくに PVC は低価格な薄膜型の商業大量生産販売と高効率

結晶型の商品化の両面から今後急速に普及すると想定した。現況 157W/m2 の性能とし、結晶型は

高効率化するが薄膜型は低効率であり、PVC 全体の平均効率は結晶型高効率化と薄膜の市場浸透
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との速度によるが薄膜型が市場浸透後、効率も結晶型の現状程度まで追いつくと想定して 2020

年時点では平均して現状並みの効率、2030 年では 10％省エネルギーすなわち薄膜と結晶型の平均

効率の向上を見込んだ。 

太陽熱温水器は一戸建てを主に給湯専用の集熱面積 3m2 太陽熱給湯器と暖房･給湯両用の集熱

面積 6m2 のソラーシステムが同数普及すると想定し、その分他のエネルギー源の燃料消費量を削

減した。PVC に比べて導入率は低いと見ているが CO2HP 給湯器と平行して普及し併用する家庭

も有得るものと考えたが計算上は別個に導入する想定とした。 

バイオマス燃料の導入は家庭用ペレットストーブ暖房を想定したが適地は寒冷地に限られるの

で県別に導入世帯数を設定し寒冷地ほど導入が進むものとした*b。 

 

3.3.8 電力の低 CO2化 

 

一見困難に見える CO2排出の大幅削減は購入電力の電源構成により低炭素電源が増えれば間接

的に低減できる。このシナリオ想定では PVC の導入と LNG 高効率発電に期待した電力 CO2排出

係数の大幅低減を見込んでおり、それが排出量低減への決め手になっている。事業用電力の CO2

排出係数は資源エネルギー庁の 2030 年需給展望（資源エネルギー庁, 2005）を元に需要側の省エ

ネルギーで削減された電力量に応じて石油、石炭の消費量を削減し、さらに余る分は LNG 消費

量を削減して調整して平均排出係数を作成した（外岡ら, 2007a）。2030 年の PVC 積極導入時電

力 CO2排出係数は 0.183kgCO2/KWh、50.8kgCO2/GJ である。これは 2000 年度現況の半分である。 

 

3.4 対策効果の推計 

 

図 25 に 2030 年までのエネルギー源別 CO2排出量推計結果概要を他の推計例と比較して示す。

2020 年/2030 年には無対策時 2.4EJ/2.3EJ となるが各種対策により 1.5EJ/1.1EJ まで省エネルギーが

なされる。CO2排出量は 2020年/2030年に無対策時 190TgCO2/191TgCO2、対策時 76TgCO2/48TgCO2

となる。CO2排出削減率は 2020 年 52％、2030 年 70％となった。 

2020 年から 2030 年に人口が減少するため総量の伸びが抑えられているが人口 1 人当たりで比

較すると今後は無対策でも伸びは鈍化し、各種対策により大幅な排出削減が可能である（図 26）。 

主な対策の CO2 排出削減効果はトップランナー高効率機器、CO2HP 給湯器、PVC 導入などで

ある（図 27）。対策後 2030 年都道府県政令市別 1 人当 CO2排出量を 2000 年現況と比較して図

28 に示す。断熱、省エネで寒地、暖地の地域差が縮まるかと期待したが 2000 年との比較では、

あまり顕著な傾向は見られなかった。さらに 1 人当 CO2排出削減量上位 5 自治体の削減対策効果

を2000年度現況と対策なし想定2030年予測と対策後2030年排出量との比較により示す（図29）。

図 29 では対策別削減量内訳を自治体別に比較したが、寒冷地では新築住宅の断熱効果が大きいが

東京付近の政令市（市街地）では新築住宅断熱の効果は小さく地域差が極めて大きい。それ以外

の対策では地域差はあまりなく、CO2 ヒートポンプ給湯では青森県の削減効果が大きいが山形県

は横浜、川崎と同程度で寒冷地ほど大きい効果があるような傾向は明らかではない。電力需要が
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い傾向にあるのは当然であるが、日本ではどの地域でも家電製品が普及し電力需要があるので大

きな地域差は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 25 エネルギー源別 CO2排出量予測結果比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 1 人当 CO2排出量予測結果比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 27 2030 年までの家庭 CO2排出量と対策別削減効果予測 
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図 28 都道府県政令市別の家庭１人当たり CO2排出量 

（左；2000 年度現況、右；2030 年度予測） 
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図 29 2030 年 1 人当 CO2排出削減量上位 5 自治体の対策種類別削減効果・地域比較 

 

3.5 既往研究との比較 

 

図 25，26 において他の推計事例との比較を示したが、詳しくは 4 章で比較について論じるの

でここでは省略する。 

 

3.6 補足 2005 年度現況推計とそれによる改訂 2030 年予測シナリオ 
 

同様の 2030 年 CO2排出削減シナリオ推計を新たに推計した 2005 年度現況から再推計した（外

岡ら, 2008）（図 30）。2005 年度の CO2 排出量は 179Tg、対 2000 年度比で 12%増大しており、

2005 年度現況から 2030 年将来予測を再推計した結果は現況の出発値が大きいため無対策時の将

来排出量が改訂前より大きくなった。改訂前より積極的な削減対策の導入を想定し、対策後の

2020 年排出量は 78.2tgCO2（対 2000 年現況 51%減）、2030 年排出量は 43.4TgCO2（対 2000 年現

況 73%減）となった。上記の 2000 年度現況に基づく将来推計値に対してたまたまあまり変わら

ない結果となったが、2005 年度までの増大分を改訂後の積極削減策想定でちょうど相殺した勘定

になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30 2005 年度現況から予測した改訂 2030 年 CO2排出削減量 
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3.7 まとめ 

 

日本の家庭部門における 2030 年までの排出削減可能性を社会状況の想定、エネルギー供給の

想定、削減対策技術の想定により独自の CO2排出削減シナリオを作成した。各種の建築省エネル

ギー技術、機器の高効率化、太陽光発電 PVC の積極導入、火力発電用燃料の石炭から天然ガスへ

の転換とガスタービン導入による高効率化等により、現状では困難に見える大幅な排出削減が、

潜在的な可能性としてではあるが、実現可能であることが定量的に示された。 

 

*a:市民各界意見を取り入れた結果、その後この制度案は大幅に変更された模様である (DEFRA.UK,Web Site, 
2007)。 

*b:その後の再推計では、暖地でもバイオマス燃料を給湯用に使用する等、再生可能エネルギーをさらに積極導入

する想定に改訂している。 

 

 

本章執筆者；外岡 豊・深澤大樹・金本圭一郎 
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4 民生部門将来排出削減シナリオの比較 

 

4.1 はじめに 

 

京都議定書第一約束期間が迫っている今日の日本において、民生部門の温室効果ガス排出量は

基準年の 1990 年からかなり増大しており、その削減は緊急課題である。 

2000 年度の家庭部門 CO2排出量は外岡等の都道府県政令市別推計では 159TgCO2であり、同推

計 1990 年度の 127TgCO2 の 24.5％増であった(外岡ら, 2005)。2006 年 8 月 30 日に提出された

UNFCCC 国別報告書では 1990 年度 127TgCO2、2000 年度 157TgCO2 であったが 2004 年度には

168TgCO2 に伸びている。これは 1990 年値に対し 31.5％の伸びであった（国立環境研究所 GIO, 

2006）。 

業務建築だけを対象にした外岡等の推計では 2000年度のエネルギー消費量は 1990年度の 44％

増、CO2 排出量は 128TgCO2 で 1990 年の 103.9TgCO2 に対し 30％増であった(外岡ら,2005)。

UNFCCC 国別報告書において 2004 年度・業務その他部門の GHGs 排出量は基準年 1990 年比

35.46％も増大しており、2000 年度実績に対しても 8.3％の増大であった(国立環境研究所 GIO, 

2006)。 

その後の我々の推計によれば 2005 年度の家庭部門 CO2排出量は 179TgCO2、1990 年度比 29%

増、業務部門 154TgCO2、1990 年度比 56%増である。 

2005 年 2 月、UNFCCC 京都議定書の発効を経て、同 4 月 28 日付け公表された日本政府の京都

議定書目標達成計画（日本政府, 2005）では 2010 年目標値においても各種対策後の排出量が民生

計、基準年比 22％増、住宅 20％増、業務その他 24％増と予想されている。この計画は 2007 年度

中には見直しされ、それに従って第一約束期間 5 年間の削減実践がなされることになる。 

 

4.2 将来排出削減シナリオ 

 

気候変動対策行政の立案、推進に向けて様々な排出削減シナリオが作成されている。ここでは

住宅と業務について日本と UK の以下の事例を比較した。 

a）京都議定書目標達成計画（日本政府, 2005） 

b）経済産業省：2030 エネルギー需給展望（総合資源エネルギー調査会, 2005） 

c）気候ネットワーク、2020、30％削減シナリオ（気候ネットワーク, 2006） 

d）外岡他、2030、CO2削減シナリオ,家庭および業務（外岡ら, 2007a・2007b） 

e）伊香賀他，2050, CO2削減シナリオ,家庭（伊香賀ら, 2005） 

f）UK、40％House.Project（Boardman B., et al., 2005） 

g）UK、20％House Scenario（Johnston D., et al., 2005） 

4.3 比較分析 
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削減シナリオは客観的なものではない。科学的な分析に基づき削減可能性を検討しつつ、それ

ぞれがかなり異なった削減量、排出量を得ている。作成者の意図、仮定の違い、現実的制約の取

り込み程度と削減可能性（Potential）の意味合いの違いが、大きな数値差をもたらす。図 31 は家

庭部門の比較例であるが、現況では 1 人当 CO2排出量が日本の 2 倍もある UK の排出が 2050 年

の 20％ House Scenario（Johnston, D. et al., 2005）では、伊香賀の 2050 年予測値より小さい。1996

年現況では圧倒的に大きな暖房エネルギー消費が、この 2050 年予測では日本の暖房エネルギーよ

り小さい。同じ UK のシナリオで 40％House では主たる対策は CHP（コージェネレーション）で

あり、排出水準が 20％House の 2 倍あるのは暖房分が大きいからである。UK では京都議定書目

標を達成するのは容易であり、UK 政府は独自の 20％削減目標を掲げているが、2050 年までの長

期政策目標として 60％削減できるとしており、その家庭部門達成シナリオが 40％HouseProject で

あった。そこで想定されていた対策は種類が少なく、多くは断熱性能強化と CHP（暖房給湯熱併

給・分散発電）、PVC（太陽光発電）にたよるものであった。これに対し 1996 年比 80％以上の

削減も可能とした Johnston らの研究では、例えば壁の断熱性能は U 値,既存建物 1.4W/m2が 2050

年 0.20W/m2、照明電力は現況の半分以下としている。40％House の電力平均 CO2 排出係数は

102kgCO2/GJ で 20％House の 51kgCO2/GJ の 2 倍であり、偶然 2030 年、外岡シナリオの PVC を工

場の屋根等に積極導入した日本の電力 CO2排出係数と同じであった。これらの比較から Johnston

の 2050 年 UK 住宅と外岡 2030 年シナリオは削減可能性の限界を探る姿勢ですべての影響要素に

ついてかなり大幅な削減起因を見込んでいるのに対し、伊香賀 2050 年予測と UK40％House はあ

る部分が現状に近い想定を残しており、その分削減率が小さめである。 

業務その他については、図 32 に床面積当の比較を示すが、そもそも部門の範囲が「その他」

を含む場合にも床面積当で比較すること自体に無理があり、図 33でも METI、需給ビジョン、Kyoto．

Plan（京都議定書目標達成計画）の値は、床面積と対応しない「その他」部門の排出を含む「業

務その他」部門排出量を業務ビル床面積で割り算しているので現況値それ自体が実態を離れた過

大な値になっている。図 32 で 2000Tonooka が純粋な業務ビルの床面積当たり平均排出水準であ

る。その削減傾向は 2030METI 削減後が 2000 年比 32％削減であるのに対し Tonooka.Option 対策

ありでは 59％削減になっている。Kiko2020 削減シナリオは 2020 年で 2000 年比 56％削減を達成

しており、10 年の差を考えるとそれ以上の削減速度を見込んでいる。対策として床面積の伸び抑

制も取り込んでおり排出量の対策削減効果としては床面積伸び抑制なしの場合を基準として、そ

れ以上の削減率を見込んでいることになる。 

図 32 の比較は全業務ビルの比較であり概括的な比較にとどまるが、建物用途別に比較しない

と正確な比較はできないので、図 33 に事務所ビル、図 34 に病院の比較例を示す。事務所ビルに

ついても KikoNet2020 削減シナリオはかなりな削減率を見込んでおり、2020 年までの準備期間を

考慮すると相当に厳しい削減を想定した試算といえる。 

ここでどのような削減対策を見込んでいるかを比較すべきだが、kikoNet と外岡シナリオでは

単に技術的な対策だけでなく建物使用時間の短縮（とくにコンビニなど商店の営業時間）、床面

積の抑制も取り込んだ。対策導入機会として新築、改修、とくに設備改修と、建物運用時の 3 機

会がある。また機器効率改善は建物自体とは別であり、その性能向上と運用時に性能発揮できる



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 129 -

条件を確保できるかも対策要件である。 

ここでは床面積当で比較したが従業者 1 人当、従業者 1 人労働 1 時間当の比較も考えられる。 

排出の内訳を図 31～34 では示していないが、暖房、冷房のエネルギー消費量は気候条件の影

響を受けるため県政令市別に推計している。また温暖化により負荷条件も変化しているので、あ

るいは異常気象年次では暖房冷房負荷も平常年と大きく異なるので経年動向を比較する場合には

そのような要因も考慮する必要がある。ヒートアイランド影響もあり、エネルギー需要を外気温

度の気温感応度、あるいはデグリーデイ、デグリーアワーと比較してその相関関係を分析する研

究も行われている。これは暖房冷房だけでなく給湯も影響する。しかし、とかく断熱強化が対策

として取りざたされるが暖房、冷房だけが削減対象ではない。家電機器の割合が大きいことは先

進国に共通の現象であり、そのトップランナー基準による省エネ性能向上も大事だが、使用時間

短縮にも期待すべきものである。                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 31 住宅の CO2排出削減シナリオ比較（1990～2050 年 日本・UK） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 32 業務ビル CO2排出削減シナリオ比較（1990～2030 年 日本） 
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図 33 事務所ビル CO2排出削減シナリオ比較（1990～2030 年 日本） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 病院 CO2排出削減シナリオ比較（1990～2030 年 日本） 

 

民生部門の CO2 排出動向を大きく左右するのは電力の平均 CO2 排出係数である。

2030.TonookaOption 大幅な排出削減の実現はとくに PVC（太陽光発電）の十分な普及に頼るとこ

ろが大きい。 

なお、外岡 2030 削減シナリオについては 2、3 章で既に述べた通りである。UK の他にも比較

できる将来シナリオ事例は多数ある。例えばスイスでは電力が水力と原子力から得られるため建

物のエネルギー源を全電化すると省エネ努力をしなくとも CO2排出なしとなる。スイスの場合に

は CO2排出量の指標だけでなくエネルギー消費原単位も評価指標にすべきであろう。国により状

況は異なるが、建物に関しては省エネルギーと CO2 排出削減と、その他の温暖化ガスを含む GWP

換算総排出量削減とを平行して検討評価すべきことがわかる。 

 

 

本章執筆者；外岡 豊 
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[参考] ＵＫ40％House Assumptions（Boardman, B. et al, 2005） 

 

          ・世帯当たりの暖房負荷          ・省エネ対策の普及率 

 
 
 
 

世 帯  暖房負荷（MWh/世帯） 省エネ対策 普及率（％） 

 新設住宅     2   地域CHP   22 

 既存     8.3  Micro-CHP・Staring Engine   21 
 1996年現況    14.6  燃料電池CHP   20 

 
 

 太陽光発電   30（20m2/世帯） 

 太陽熱温水   60 
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熱負荷シミュレーションからみた業務対策について 
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Measures for Welfare Sections in Terms of Heat Load Simulation 
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Takashi INOUE4, and Yutaka TONOOKA5 

 

 

 

Abstract 
 

While the reduction of energy consumption in the welfare section in Japan is focused, 
many measures for the energy conservation have been applied to buildings and the numerous 
simulations have been performed at the planning stage and/or measurement in the buildings. 
However the individual technology is not always implemented and operated adequately and, 
in effect, the commissioning, Cx, that approves the actual performance based on the target 
has sometimes executed nowadays. At first this paper describes the role of thermal simulation 
from the view points of HVAC design and Cx activity concerning to energy consumption, 
with viewing the global situation in IEA, EU, etc. The usage of simulation tools in the 
specific workings and building types and required performance, precision, speed, 
presentation performance, etc. are mentioned. Next the framework of the technologies and 
equipments in terms of spatial scale and time scale, and the role and usage of heat load 
simulation are discussed. As the building energy performance is evaluated by Cx, the tools 
are explained in Cx process. Also it introduces the design example utilizing the heat load 
calculation that applies all possible thermal simulation tools with coupling heat nodes model 
simulation and CFD (computational fluid dynamics) tool in order to predict the CO2 

generation, energy consumption and indoor comfort using the advanced building designing   
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methods, indoor thermal environmental technologies, etc. Moreover the project driven by 
NIES, National Institute of Environmental Studies, that deals with the designing and 
maintaining phases is described. This is the state of the art of the automated HVAC control 
system that uses predicted control using real time simulation tool and mathematical planning 
method to provide optimal HVAC operation. 
 

 

Keywords: CO2 reduction, welfare section, heat load simulation, Cx  
キーワード：CO2削減, 民生部門, 熱負荷シミュレーション Cx  

 

1. はじめに 

 

 民生用のエネルギー消費量の削減が注目されている中で、建物の省エネルギーについては様々

な個別技術が利用されてきており、省エネ効果の設計時でのシミュレーションや実測などが広く

行われている。一方、設置されている個々の省エネ技術が必ずしも有効に活用されているとは限

らないおそれがあり、実際、設計通りの性能が実現されているか否かの評価（Commissioning、以

下 Cx；性能評価プロセス）が行われるようになってきている。 

ここでは、建物の空調などのエネルギー使用についての建築設備の設計や Cx 等の業務の流れ

においての熱シミュレーションの位置付けや役割について述べる。次に、熱負荷シミュレーショ

ンを適用した設計事例と、国立環境研究所の行っているプロジェクトにおける設計と運用に係る

事例の紹介を行なう。 

 

2.省エネルギーに関する技術･機器の適用範囲と熱負荷シミュレーショ

ンの関係 

 

2.1 省エネルギーに関する技術・機器が適用される範囲と場面 

 

一般に、省エネルギーについての考え方や取決め、また用いられる各種の技術やその実現のた

めの機器は、それが適用されるスケールと場面が決められていることが多い。図 1 に都市や建築

のエネルギーに関するテーマを列挙した一例を示す。スケールは縦軸に示す室の大きさから地球

までである。また、場面とは横軸に示す、技術･機器が企画され、製作から廃棄に至るまでを意味

している。 

この図上に、ある特定の技術や機器を置いてみると、それ自身の関係する異なるスケールなら

びに川上と川下の項目が分かる。他の技術･機器と合わせて総合的に考える際に有用である。 
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2.2 熱シミュレーションが使われる場面について 

 

熱シミュレーションの理論やツールはさまざまなスケール場面において開発されておりまた利

用されている（内海ら, 2004；SHASE, 2006）。ここでは、民生エネルギーすなわちオフィスや

住宅の消費エネルギーを計算するツールを中心にして考える。 

シミュレーション・ツールが使われる場面とは、企画、計画、設計、施工、管理、廃棄の一連

の流れを指すが、これらを包括的に捉えて、そのエネルギー消費量を検証していくプロセスとし

て、建築設備の Cx があり、省エネルギーや CO2削減への効果の把握やその改善ができる。そこ

で、建物の熱負荷シミュレーションの現れる各場面を Cx に沿って以下に述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 都市や建築のエネルギーに関するテーマ 
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3. コミッショニング（Cx）から見た業務と熱負荷シミュレーション 

 

3.1 Cx の概要 

 

Cx は広い意味では建物のさまざまな性能の検証を表すが、建築設備のエネルギー消費量を対象

とする Cx をここでは考える。例えば、ESCO 事業（SHASE, 2002）、IEA-ECBCS-Annex40, 

Commissioning of Buildings and HVAC Systems for Improved Energy Performance（IEA, 2007）、EU

の Energy Performance of Building Directive （EPBD） （EU, 2007）におけるような使われ方を考え

る。 

 Cx の定義は、中原ら（SHASE, 2005）によれば、「対象システムを､環境･エネルギー並びに使

い易さの観点から使用者の求める要求性能を取りまとめ､設計･施工･受渡しの過程を通して､その

性能実現のための性能検証関連者の判断･行為に対する助言･査閲･確認を行い､必要かつ十分なる

文書化を行い､機能性能試験を実施して､受け渡されるシステムの適正な運転保守が可能な状態で

あることを検証することである。」と定義されている。 

 また、主に建物の竣工後に行われる設備改修に携わる ESCO チームは、発注者、性能検証責任

者（Commissioning Authority, CA）、運転･保守管理者、設計家、工事監理者、工事請負者などか

らなり、企画や施工などのフェーズにおいて、関係者や組織の形態が変化していく（SHASE, 2005）。

CA は職能かつ性能検証チームのリーダーであり、Cx において重要な位置を占める。 

 

3.2 Cx の流れにおける熱負荷シミュレーションの使われ方 

 

 Cx の全体の過程は図 2 （中原, 2005）のようになる。建物の企画･設計のフェーズから関わる

場合と ESCO のように竣工後から関わる場合との 2 通りがある。図中においては、ツールとして

Cx マネージメント･ツール、Cx 試験・検査・検知診断ツールがあるが、これらは熱負荷シミュレ

ーションツールそのものではなく、ツールの入力値や計算結果を通じて、判断材料などを提供す

るという関係となると考えられる。 

 負荷計算に対して要求される性能としては、コンサルタント的な使い方については、現有の仕

様で柔軟に問題のモデル化と計算ができることであり、定型的な設計等の業務の場合には入出力

のしやすさ、また結果の説明においては、クライアントに対する表現の能力が挙げられる。 

計算に際しては、入力データとして建物や建築設備などの仕様、居住者や設備運転などのスケ

ジュールなどが、要求される出力の精度に応じて必要となる。 

 

4. 熱負荷シミュレーションの適用例 

 

4.1 設計における適用例 

 

 バンコク国際空港（Bangkokairport, 2007）の事例（HOLST, 2002）を紹介する。節点系熱シミュ

レーション・ツールと CFD ツールを組み合わせて、競技設計において省エネルギーや CO2 削減
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の有効性を示したものである。 

 設計チームは表 1 の通りであるが、関係者 6 者中に建築設備関係者が 3 者含まれる。高温多湿

な地域において、太陽熱を利用しながらできるだけ少ないエネルギーで室内の快適な環境を実現

しようとするものである。そのために、日射遮蔽、床冷房、置換換気などを、従来型の一様拡散

の空調と対象空間を切り分けながら適用している。例えば、ターミナル建物などの個室が多いゾ

ーンは従来型、コンコースなど大空間については居住域のみを空調している。 

大空間については、温度分布ができるため CFD ツールを用いて、気流･温度分布を予測して設

計仕様を決めており、その後、縮小模型を用いて、温度成層の形成を含めて温度分布の確認をし

ている。また、熱源については圧縮冷凍機、蓄熱、コージェネレーション、太陽パネルによる発

電などさまざまな組合せを試算している。 

このように設計仕様を決めた上で、エネルギー消費量と CO2 排出量を、一般的な建築設備によ

るものと比較して上で、20％以上の低減が図れると予測しており、この提案が実際に採用された。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2 Cx の全体の過程 

 

 表 1 設計チーム 

 

 

 

１．Architect
２．Project management 
３．Structural Engineer 
４．Climate Engineering 
５．Acoustical Consultant 
６．Mechanical Engineer 
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4.2 運用における適用例 

 

ESCO においては、運用時における実際の建物の熱的な挙動を計算して、改修時の機器容量を

算定するなどが行なわれるが、近年、BEMS からのリアルタイムの建物の情報や天気予報などを

含めたデータを用いて、また様々な省エネルギーの取り組みをシナリオという形にして、建物の

熱負荷を予測して、建築設備の制御を行なう手法が開発された（内海ら, 2006；杵嶋ら, 2006；

吉田ら, 2006）。 

 実際のシステムの概略の構成は図 3 に示す通りであり、計測、シミュレーション、制御の 3 つ

の部分からなる。また稼動する手順を図 4 に示す。 

建築設備の標準的なプロトコルの 1 つである BAC-net が用いられているので、インターネット

上で管理することができる。また、既存の機器制御のプロトコルと共存できる。国立環境研究所

の地球温暖化研究棟においてプロトタイプが実際に稼動している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図 3 自動コントロールシステムの概要 
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図 4 計測・制御・計算の手順 
 
 

5 おわりに 

 

省エネルギーや CO2排出量削減のための機器や技術の全体の枠組みを提示した上で、熱負荷シ

ミュレーションの役割や使われ方について述べた。実際にはコミッショニング Cx により消費エ

ネルギーが評価･検証されると考えられるので、Cx の流れの上で熱負荷シミュレーションについ

て述べ、設計時ならびに運用時における事例と新しい空調設備の自動制御システムを紹介した。 

今後は、これらの業務別・用途別の利用方法、シミュレーション・ツールのそのものならびに

適用される場面の要求に応じた精度などの検討が必要となると思われる。 

 

あとがき：本著の一部は、2004～2006 年度地球温暖化対策技術開発事業「建築物における空調・

照明等自動コントロールシステムに関する技術開発（課題代表者：2004 年度：中根英昭、2005～

2006 年度：藤沼康実）」の成果の一部をまとめたものである。 
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Abstract 
 

Introduction of BEMS is performed as an energy reduction measure for the buildings of 
the welfare section. The BEMS introduction subsidy policy managed by NEDO（New Energy 
and Industrial Technology Development Organization） has been started in 2002 as a 
promotion measure of BEMS introduction, and the BEMS introduction to existing buildings, 
new buildings and extension buildings increased. This policy has put emphasis on the energy 
management in the operation phase of buildings, and the supervisor control and operation 
management which cut energy waste. Along with this policy, BEMS, measurement and 
metering device are the subsidy target, and less than 1/3 of design, equipment and 
construction expense with 100 million yen ceiling. 

On the other hand, in accordance with the social needs, such as CO2 emissions reduction, 
researches to realize the buildings of large energy conservation are studied. For example, the 
energy conservation control and the commissioning technologies which made  

1（株）山武  〒144-0056東京都大田区西六郷4-28-1 
2国立環境研究所  〒305-8506 茨城県つくば市小野川 16-2 
3宮城工業高等専門学校  〒981-1239 宮城県名取市愛島塩手字野田山 48 
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full use of various simulation tools. The trials which apply these results of research in real 
buildings also started. Here, the view for realizing such social needs on BEMS and the 
example of the system of the research project of National Institute for Environmental Studies 
are described. 
 

Keywords：CO2 reduction , welfare section , BEMS , control  
キーワード：CO2削減 , 民生部門 , BEMS , 制御 

 

 

1. はじめに 

 

民生部門の建築物を対象としたエネルギー消費削減策として BEMS の導入が行われている。

BEMS 導入の促進策としては、2002 年から NEDO（（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構）

の BEMS 導入補助事業が開始され、既築、新築、増築建物への BEMS 導入を増加させている。こ

の事業は、建築物の運用段階におけるエネルギー管理、エネルギー浪費をなくすための監視制御、

運転管理に重点を置いている。この方針に沿って、BEMS、計測計量装置などが補助の対象にな

り、設計・設備・工事費用の 1/3 以内、1 億円以下が補助される。 

一方、CO2 排出量削減など社会的要請から、より大幅な省エネルギー建物を実現するため、各

種シミュレーションツール等を駆使した省エネルギー制御やコミッショニング手法が研究されて

おり、この研究成果を実建物に実装する試みも始まっている。 

ここでは、このような社会的要請を BEMS の上で実現するための考え方、その考えを実現した国

立環境研究所の研究プロジェクトのシステム例について述べる。 

 

2. BEMS に対する社会的要請と対応 

 

BEMS（Building and Energy Management System）は、室内環境とエネルギー性能の 適化を図

るためのビル管理システムで、ビルにおける空調・衛生設備、電気・照明設備、防災設備、セキ

ュリティ設備などの建築設備を対象とし、各種センサ、メータにより、室内環境や設備の状況を

モニタリングし、運転管理および自動制御を行うシステムと呼ばれている。図 1 にその機能例を

示す。 

 この BEMS に対して、建築業界関係者から次のような意見が出されている。 

◎ユーザー、設備設計者の意見： 

BEMS メーカは、制御と BEMS は省エネルギーと環境 適化のためにあり、自らの思い込みで

設計支援せず、設計者・ビルオーナーの真の意図を汲み上げるべきである。 

◎温暖化防止推進関係者の意見：民生部門の大幅な CO2排出量削減に BEMS が大きく貢献できる

方策を考える必要がある。 
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 ここでは、これらの意見の対応として BEMS の補強機能を次のように設定することにする。 

◎誰でも使える、創れる BEMS が建築業界に貢献する 

◎環境とエネルギーを建物全体で取り扱うシステム的な運転制御、省エネルギー制御が、大幅な

CO2 排出量削減に貢献する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 BEMS の機能例 

 

  この対応の具体例である BACFlex プラットホーム（業界関係各社で開発した制御・運用プログ

ラムを BEMS 上で容易に利用でき、制御・運用に直結できる）、 適化制御アプリケーション（業

界関係各社で新たに開発、準備した設計用シミュレーションあるいは制御プログラムを BEMS 上

でそのまま動作させることが出来、制御・運用に生かすことが出来る）、データハンドリング機

能向上（制御、運用評価のデータを容易に取り出せる）を図 2 に示す。図は従来の BEMS 機能の

上に補強機能を上書きした。オーバーラップしている部分は、補強機能が従来 BEMS 機能を補強

あるいは代替できることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 BEMS の補強機能 
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この BEMS の補強機能を BACFlex プラットホームから見たソフトウエア構成としてプロトシ

ステムである国立環境研究所プロジェクトの例を図 3 に示す。この例では、 適化制御アプリケ

ーションプログラムとして建物熱負荷計算プログラム TRNSYS、運用コスト・CO2排出量計算プ

ログラム GAMS および Macro-Scopic Control Program 中に VAV 空調制御プログラム IMC が実装

されている。これらのプログラムの計算結果は、BACFlex の各機能によって BEMS オープンプロ

トコル（BACnet）を経由して空調コントローラ（I-CONT）に接続され、制御や運転に使われる。 

試作した BACFlex コントローラで構築したハードウエア構成例を図 4 に示す。ハードウエアは機

能単位に区分され、USER（Universal System for the Environmental Resolving：TRNSYS や GAMS

シミュレーションなどの大規模アプリケーションの実行）、FAST（Field Acquisition Service Task : 

VAV ネットワーク制御等の実行）、NAC（Network Adaptive Controller：運転支援、ネットワーク

制御のための各種条件プログラムの作成）、ICE（I-CONT Emulator：実存 BEMS と同じ仮想 BEMS

をつくり、各種プログラムの現場適用前・後の動作確認と評価を行う）から構成され、BACnet

（世界共通の BEMS の標準オープンプロトコル）や INTRAnet に接続される。 

 

3. 新しい BEMS の適用例（これ以降 BEMS の補強機能を新しい BEMS と呼ぶ） 

 

CO2削減を目的に国立環境研究所の地球温暖化研究棟を実証建物とした新しい BEMS の取り組

み例を紹介する。新しい BEMS の適用に際して、新しい CO2 削減の手法を考案して、BACFlex

上に 適化制御アプリケーションを構築した（図 3、図 4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 BACFlex のソフトウエア構成例 
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図 4 BACFlex のハードウエア構成例 

 

3.1 新しい CO2 削減の手法について 

 

（1）運転シナリオに基づく CO2削減運転 

 運転シナリオ（基本設定は運転スケジュール、温度・湿度の設定値）に基づいて、熱負荷シミ

ュレーションで室温、湿度、運転コストおよび CO2排出量を計算し、この計算結果から運転方法

（運転シナリオ）を決める。CO2 排出量削減を優先する運転を行った場合は、室内環境が犠牲に

なることが考えられる。しかし、CO2 削減目標は任意に設定できる。 

 

（2）制御性能の向上による CO2削減制御 

 対象建物の空調システムは、南側がオフィスゾーンで VAV 空調システム、北側が実験室ゾー

ンで恒温恒湿空調システムである。これらに熱負荷シミュレーション計算結果を利用したペリメ

ータ制御、従来の制御コントローラには実装できなかった予測制御（IMC）を適用して制御性能

を向上させ、エネルギー相殺の無い制御で CO2削減を実現する。 

 

（3）温度、湿度の巾設定・制御の適用による CO2 削減運転 

 オフィス系では温度 21～26℃、湿度 37～58％RH（但し、除湿動作なし）の巾制御で、加熱モ

ードの時には室温設定が下って行く、冷却モードでは室温設定が上がっていく。加湿モードでは
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・シナリオとそのシミュレーション情報に基づいた建物の照明・空調
設備の運用、およびCO2排出量と運転費削減の予測管理
(TRNSYS-GAMS連携シミュレーション）

＜熱源 適運用の支援＞
・空調熱負荷シミュレーション情報に基づく熱源運転方法の支援

(TRNSYS-GAMS連携シミュレーション）
＜在室者へ運転データ（室内環境、CO2排出量）の提供＞

・在室者への運転データの提供による、省エネルギー運転への理
解と協力（BACFlexによるデータ収集と表示）

数理計画型モデル予測制御 IMC

既存BEMS

既存DDC/IVC/IFCを入出力装置とした新制御

＜シナリオと連携＞
・シナリオに連動した室温設定、空調・照明運転スケジュール
＜FCU新制御＞
・スキンロードによる事務室系FCUの運転・停止制御

(TRNSYS-GAMS連携制御）
＜AHU新制御>
・実験室系恒温恒湿室空調機の温度、湿度予測制御（IMC制御）
・事務室系VAV空調機、VAVの温度、湿度、風量、外気冷房予測

制御(IMC制御）

・事務室系夜間蓄冷空調機運転、換気風量制御
(TRNSYS-GAMS連携制御）

既存DDC/IVC/IFCの従来制御
＜FCU従来制御＞
・運転スケジュールによる事務室系FCUの運転・停止制御
＜AHU従来制御＞
・実験室系恒温恒湿室空調機の温度、湿度PID制御
・事務室系VAV空調機の温度、湿度、風量、外気冷房PID制御、

給気温度ロードリセット制御

運用支援、運転情報の提供

＜モデル＞
・建物全体部屋モデル（温度、湿度、冷暖房エネルギー、55室）
<計算＞

・シナリオ（運転スケジュール、室温設定値、外気冷房制御有無）
および天気予報情報に基づく、熱負荷および室内温度、湿度の
計算結果を出力

＜TRNSYSとGAMSの連携シミュレーション＞
・シナリオに基づいた建物の照明・空調設備のCO2排出量と

運転費の計算結果を出力
・TRNSYS空調熱負荷シミュレーション情報に基づく熱源 適運用

（CO2排出量ミニマム、運転費ミニマム）の計算結果を出力
＜TRNSYS計算出力をソフトセンサとして利用した連携制御＞
・事務室系FCUスキンロード制御

・事務室系夜間蓄冷空調機運転、換気風量制御
・事務室系VAV空調機の外気冷房制御許可/禁止切替制御

BA
C

net

＜シナリオと連携＞
・シナリオの室温・湿度設定値と連動した室内温度、湿度制御
<室内温度、湿度設定の考え方＞
・温度、湿度設定は巾制御（温度21-26℃、湿度37-58%RH）を採用

を基本として室内環境と省エネルギーを両立させる
＜制御性の向上と省エネルギー＞
・実験室系恒温恒湿室空調システムの制御性向上とエネルギー相

殺を無くした省エネルギー制御を行う（新実験室制御IMC)
・事務室系VAVシステムの各部屋の冷却加熱要求、加湿除湿要

求を予測制御して、制御性の向上、省エネルギー運転を行う
（新VAV制御IMC)

＜シナリオ作成＞
・運転スケジュール、室温設定値、外気冷房制御有無などの違い

のある建物運用シナリオを複数作成
<シナリオに基づくシミュレーション結果の検討＞
・シミュレーション結果であるシナリオ毎のCO2排出量、運転費、室

内温湿度から、本日の運用方針に合ったシナリオを選び出す
＜シナリオに基づいた運転＞
・選択されたシナリオに基づいて空調システムを運転する

OALAN

制
御
切
替

シナリオに基づくCO2削減運転

新実験室制御、新VAV制御

計
算

CO2排出量、運転費

スキンロード、外気冷房制御

2007.2.1

湿度設定値が下って行く、除湿モードでは湿度設定が上がっていく。実験室系の光学系計測器室

では温度一定、湿度は巾制御である。机上の研究作業が主体の実験室では、温度、湿度共に巾制

御とした。この巾制御により、過熱、過冷却、過加湿等の無駄なエネルギーロスを減少させる。

このような制御を実施しても居住者からは不満が出ない実験結果となっている。 

 

3.2 新しい BEMS の 適化制御アプリケーションの機能 

 

 開発した 適化制御アプリケーションの機能図を図 5 に示す。シナリオ、熱負荷シミュレーシ

ョン TRNSYS、数理計画型 適運用・制御 GAMS、数理計画型モデル予測制御 IMC の連携制御

が、運用支援・運転情報の提供、DDC（空調機コントローラ）/IVC（VAV コントローラ）/IFC

（FCU コントローラ）関連制御に繋がっていることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5 適化制御アプリケーションの機能例 

 

（1）シナリオに基づく CO2 削減運転（含む CO2排出量、運転費計算） 

 地球温暖化研究棟の全室計 55 室のシナリオ（運転スケジュール、室温・湿度設定値、外気冷房

制御有無）とそのシナリオに基づいて、熱負荷シミュレーション TRNSYS で室内顕熱負荷、潜熱
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負荷を計算する。次に、この熱負荷計算値から建物全体の空調機のファン動力、冷水熱量、温水

熱量、加湿熱量およびシナリオデータを基に建物全体の照明、コンセント電力を計算する。これ

らの建物全体のエネルギーを賄うために必要となる、電力、ガス、水等のエネルギー量、コスト、

CO2 排出量および熱源機器の運転方法を、熱源モデルを組み込んだ熱源 適運用モデル（数理計

画型 適運用・制御 GAMS）で計算する。 

 これをシナリオ毎に行い、室内環境（温度、湿度）とエネルギー使用量や CO2排出量を比較し

て、選択するシナリオを決定する。このシナリオに基づいて、各空調機や照明の運転スケジュー

ル、室温・湿度設定値、外気冷房許可・禁止の指令を BACFlex、BACnet を経由して既存 BEMS

に接続されている空調機や照明のコントローラへ出力する。また、地球温暖化研究棟の熱源機器

の運転方法を支援する CO2 排出量 小（あるいは運転費 小や運転エネルギー 小）の熱源機器

の運転例を、運転管理用情報として表示出力する。 

 

（2）スキンロード、外気冷房制御 

地球温暖化研究棟の重点計測エリア（3 階東南ゾーン）の空調システム（FCU5 台、VAV4 台、

空調機 1 台）を対象に制御システムを構築した。この制御システムは、運転スケジュール、室温・

湿度設定、外気冷房制御の運転・停止等の情報を組み込んだ空調システムの 適運転のためのシ

ナリオを基本情報として、TRNSYS で各部屋の熱負荷（スキンロード、インテリアゾーン顕熱負

荷と潜熱負荷、他）を計算、その結果をソフトウエアセンサ入力として制御に使用する。入力値

は GAMS で制御演算し、ペリメータ FCU の制御であるスキンロード制御、VAV 給気温度設定制

御、夜間蓄冷制御、外気冷房制御を行う。制御のためのプラットホームは BACFlex が分担し、既

設の BEMS の BACnet ラインを通して追加の配線工事なしでシステムを構築した。 

 

（3）新実験室制御、新 VAV 制御 

 新実験室制御については、地球温暖化研究棟の FTIR 室、気候モデル室（共に 3F 北側ゾーン）

の恒温恒湿空調システムを対象に数理計画型モデル予測 IMC の制御システムを開発、設置した。

本制御システムはスタンドアロンの BACFlex コントローラを現場設置した。導入効果は制御精度

の向上と空調エネルギー削減で、空調エネルギー削減効果は冷水熱量をおおよそ 30％削減、温水

熱量を 50％削減、冷水＋温水合計熱量を 40％削減した。 

 新 VAV 制御については、地球温暖化研究棟の重点計測エリア（3 階東南ゾーン）の VAV 空調

システム（VAV4 台、空調機 1 台）を対象に数理計画型モデル予測制御コントローラ（Ricker IMC）

を開発した。このシステムは、選択された運転シナリオの運転スケジュール、温度・湿度設定を

入力として、重点計測エリア 4 室の温度、湿度を制御量、空調機の冷水弁、温水弁、加湿弁、4

台の VAV、外気取入ダンパを操作量とするものである。制御のためのプラットホームは BACFlex

が分担し、既設の BEMS の BACnet ラインを通して追加の配線工事なしでシステムを構築した。

導入効果は制御精度の向上と空調エネルギー削減で、本年度冬季の実験対象の VAV 空調システ

ムの運転エネルギーは、昨年度同時期の約 80％減少となり、大幅な空調エネルギー削減になった。 
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BACFlex
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モデル

BACFlex
/Router

既設BEMS

ネットワーク
再利用の
ESCOモデル

BACFlex
/Bluetooth

BACFlex
/Bluetooth

5000m2以下の
小規模業務用
建物モデル

BACFlex
/PLC

高環境性能
セントラル空調
集合住宅モデル

BACFlex
新空調制御
プラットフォーム
コア技術

BACFlex
/CATV

群管理

エリア管理
契約住宅モデル

高環境性能
機密空調個別
用途モデル

BACFlex
/Bluetooth

高環境性能
セントラル空調
戸別住宅モデル

4. 新しい BEMS の展開について 

 

 新しい BEMS の基本機能である BACFlex プラットホームは、建築業界関係者が開発したプロ

グラムをそのまま BACFlex に実装できること、その計算結果を BEMS の制御・運転機能と容易

に接続でき CO2 削減を実施できることが特徴であり、誰もが使えて創れる BEMS となっている。 

また既存 BEMS との接続は業界標準のオープンネットワーク BACnet 仕様となっているので、全

ての既存、新設 BEMS と接続可能であり、既存資産を活用したシステム化が可能である。 

さらに、市場に合った 適化制御プログラムの作成、市場標準のネットワークプログラムへの

変更により各方面の展開が期待できる。図 6 はその例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 新しい BEMS の各方面への展開 

 

5. まとめ 

 

従来の BEMS はエネルギー管理、運転管理が主な機能であった。これに対して、建築業界関係

者から、関係者の開発したプログラム資産を活用できる BEMS への強い要求。また、地球温暖化

防止関係者の主張する CO2 排出量削減 60％目標に対して、BEMS の貢献度を上げるための工夫が

社会的な要請となっている。我々が取り組んでいる国立環境研究所のプロジェクトではこれらの

要求に対して、次のような対応をすることが出来た。 
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◎ BACFlex プラットホームを開発し、BEMS の省エネルギー、CO2削減のための制御システ

ム構築を容易にした。 

◎ 新しい CO2 削減の手法を提案し、それを実施して一定の効果をあげることができた。 

◎ 建築設計ツールである熱負荷シミュレーションプログラムを BEMS に実装し、運用に効果

的な利用方法を提案し、それを実施し一定の効果をあげることができた。 

 

あとがき：本著は、2004～2006 年度環境省地球温暖化対策技術開発事業「建築物における空調・

照明等自動コントロールシステムに関する技術開発」（課題代表者：2004 年度:中根英昭、2005

～2006 年：度藤沼康実）の成果の一部をまとめたものである。 
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Evaluation of the Existing Building Installed Energy Management System 
（BEMS） Technology 
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Abstract 
 

Architectural methods that take into account global environmental conservation generally 
concentrate on mitigating the heat load of buildings. Here, we evaluate the reduction of 
carbon dioxide （CO2） emissions that can be achieved by improving heating, ventilating, and 
air conditioning （HVAC） technologies. The Climate Change Research Hall （CCRH） 
of the National Institute for Environmental Studies （NIES） is used as a case study. We 
assessed the HVAC technologies used in this building by quantifying the mitigation of the 
environmental burden achieved by using such technologies and management options as 
related to technology, institutions and culture. We installed BEMS to collect real time data, 
and examined data accuracy. We found out that additional data were necessary to evaluate 
air-conditioning and that energy was lost in several ways from the building. We designed a 
low-energy saving mode for air-conditioning, which controlled temperature well. Later we 
confirmed the validity of settings and built an information system for users to minimize 
energy consumption. Saving energy reduces CO2 emissions in the commercial sector, but 
emission factors depend on company that supplies energy, country and region. Therefore, we 
need to evaluate methods developed in Japan for their use in carbon management across Asia. 
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キーワード：BEMS，省エネルギー，評価，環境負荷緩和，制御 

 

 

1. はじめに 

 

2007 年に IPCC 第 4 次報告書が出版され、京都議定書目標達成計画の見直しなどにより家庭・

業務部門の温暖化対策に焦点を当てた議論が活発に行われている。しかし、業務部門における空

調用エネルギー削減対策は、困難を極めている。なぜなら、用途別、地域別に対象となるエネル

ギー消費量は異なり、さらに、建物固有の問題（環境性能）と居室の使われ方、エネルギー需給

方法、エネルギー管理方法の違いにより建物毎の空調用エネルギー消費量は異なる。実際、日本

全体に対しエネルギー消費実態に関する調査事例が少ないため一般化した議論が難しい。これら

の状況から建物固有の問題を把握し、建物毎に省エネを図るためエネルギー管理機能を有する

BEMS 導入が注目されている。 

（独）国立環境研究所地球環境研究センターでは、2001 年に竣工した国立環境研究所内地球温

暖化研究棟（以下、温暖化棟）において環境負荷低減技術の効果検証を開始しており、宮城工業

高等専門学校、（株）山武、東京理科大学、埼玉大学と共同で、民生部門の二酸化炭素排出源の

主要素である建築物の空調・照明に関わる省エネ技術開発を目指して、既存建物である温暖化棟

に導入された空調設備を対象に、室内側空調システムの設計時から運用時の運転特性について、

コミッショニング（性能検証）などの省エネ手法と室内環境性能の把握及び居住者の視点から業

務部門オフィスの省エネ対策を総合的に検討している。 

ここでは、現在調査中の温暖化棟実測結果を基に、省エネ対策として顕在化した現状の室内側

エネルギー消費状況及び室内側空調制御システムの改善に至る一連の検討について報告する。 

 

 

2. BEMS システムの概要 

 

2.1 建物・設備の概要 

 

温暖化棟（RC 構造 3 階、総床面積 4,900 ㎡、表 1）は、国土交通省官庁営繕部「グリーン庁舎

計画指針」に準拠しており、約 20 種類の地球環境保全手法（図 1、表 2）が採用された。庇や高

性能ガラス等により外部遮蔽を行い、自然通風により換気を行うため日本特有の住宅文化が業務

用ビルに応用され、環境低負荷型模範ビルとしての在り方を提起している点にある。 

表 2 に設備概要を示す。現在、省エネ技術として普及の進む室内側空調システムと同様に、室

内側に VAV(変風量)制御が導入され、窓側にファンコイルユニット（FCU）を有している。 

 設計時の建物全体評価は、環境負荷低減技術がほぼ導入された建物であることから、CASBEE

（建築物総合環境性能評価システム）環境性能効率は、A ランクの評価（図 2）が得られる。 
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建物名称 地球温暖化研究棟

建物用途 事務所

建設地・気候区分 茨城県つくば市 地域区分Ⅲ

地域・地区 第2種住居地域、第二種文教地区

竣工年 2001年5月 竣工 階数 3階+塔屋1階

敷地面積 231 ㎡ 構造 SRC造

建築面積 2,060 ㎡ 平均居住人員 90 人

延床面積 4,885 ㎡ 年間使用時間 8,660 時間/年

「グリーン庁舎指針」による各種の地球環境保全手法

屋上緑化

屋内通風

複層ガラスの使用

バルコニーの設置

ルーバー型庇の設置

ブラインドの装備

自立応答型調光ガラスを採用

照明自動制御

高アルベド塗料

蒸気焚吸収式冷凍機(Ra-1,2)－[エネルギーセンターからの蒸気を使用]

ガス焚吸収式冷温水発生器（Rh-1)－[都市ガス(13A)を使用]

既設の中央監視装置(Savic-50)に、サブ・セントラルユニット(SCU)を増設して、本工事の中央
管理点に追加。さらに、BAC-netを有するSevic-net EVを敷設して、管理システムのデジタル化
を図った。
空調機：ネットワークに対応したDDC制御方式

水蓄熱(213m3)

蒸気熱交換器（同電気式吸収冷凍機＋蒸気熱交換器)－[エネルギーセンターからの蒸気を使用]

熱源

空調方式

配管方式

自動制御

蓄熱方式

インテリア：AHU＋VAV   ペリメータ：FCU

AHU：4管式 FCU：2管式

表 1 建物概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              

 

図 1 温暖化棟に導入された各種地球環境保全手法 

 

表 2 設備概要 
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地球温暖化研究棟

各系統別
電力使用量

空調系統別
冷温水熱量

エリア別
冷温水熱量

室内温湿度
給還気温度
給気風量
照度・輝度

外気温
外気湿度
日射量

エネルギー
消費量

空調制御実態 室内環境 外界条件

基礎データ取得環境の設備

情報一括管理・収集

取得データの解析と検証フィードバック一般事務所

建築時の環境負荷（L）

0 50 100

100

50

0

建
築

物
の

環
境

品
質

・性
能

（Q
）

BEE=3.0 BEE=1.5 BEE=1.0

BEE=0.5

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 図 2 温暖化棟の環境性能効率（BEE：Building Environmental Efficiency） 

 

2.2 検証システムの概要 

 

外皮性能（窓ガラス性能）、初期照度補正による照明自動制御導入による効果の検証結果（窓

性能と初期照度補正による照明自動制御導入効果として、照明電力量を約 30％削減された（Inoue 

et al., 2003））を用いて、個々の空調システムの動作状況及び室内環境の把握を行い、運用時に居

室環境の快適性を維持しつつ室内側空調システムの運用改善前後の省エネ性能を検証する（図 3）。 

データ収集には、BAC-net 通信を併用している BEMS（ビルエネルギーマネージメントシステ

ム;山武製、Savic-net EV、通信応答 7 秒程度）機能を用いて、毎時 10 分値計測データ及び 30 分

積算値について 2005 年 8 月より計測を開始した。 

下記のとおり、検討を行った。 

1）エネルギー削減のため空調機内挙動見直しと室内環境の両面から運用改善を検討 

2）一般オフィスへの適用を考慮したエネルギーロス削減の可能性を把握 

3）シミュレーションによる予測に基づく効率的な空調システムの構築 

4）気象条件の変化に伴う省エネを考慮した BEMS 技術（BAC-net）の省エネ性能を把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 省エネ技術の検証システムフロー 



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 157 -

 

VAV VAV VAV VAV
Damper Damper Damper Damper

Room1 Room2 Room3 Room4

Perimeter Zone Perimeter Zone Perimeter Zone Perimeter Zone

Interior Zone Interior Zone Interior Zone Interior Zone

Room1 Room2 Room3 Room4

Cooling/Heating Coil

AHU
Air Handling Unit
For Interior Zone

Damper

Damper
DamperSupply Fan

Return Fan

FCU FCU FCU FCU

Exhaust Air

Outside Air

VAV計測風量位置

VAV系統温度センサ位置

FCU系統温度センサ位置

2.3 計測システムの概要 

 

研究対象エリアは、同研究棟の事務所用途に用いられている 2、3 階の南面を対象とし、特に図

4 中の 3 階東の真南方向を向いている重点計測エリアと重点計測室を対象に検討を行った。なお

同建物は東側ウィングを真南としており、西側ウィングは約 20°東側に振れている。建物内にお

ける研究対象エリアは総計 839.16 m2 であり、内訳は東側 189.06 m2×2 フロア、西側 230.52 m2×2

フロアであり、東側 3 階フロアには重点計測室 47.52 m2 を含んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 研究対象エリアの概要 

 

次に、重点計測エリア（図 5）における室内側空調システム評価に必要な情報を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 研究対象エリア内構築システム 
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■VAV吹出口4個（400×400）

■FCU吹出口
（1200×300）

■Hf照明32W×3本
（照明自動制御）

ﾍﾟﾘﾒｰﾀ

ｲﾝﾃﾘｱ

●ｸﾞﾛｰﾌﾞ温度球・2点（窓面から1000,3500mm） ●熱電対・22点
○PMV計 1点（着衣量0 8 l 代謝量1 2 t）

■VAV吸込口（450×450）

■FCU吸込口(400×400)

人体（60W）FCU用温度ｾﾝｻ

VAV用温度ｾﾝｻ

空調機内挙動とエネルギー消費量の把握するため、冷水弁開度※1、温水弁開度※1、蒸気弁開度※1、

給気温度※1、給気露点温度※1、積算熱量、積算流量、瞬時熱量※1、瞬時流量※1、各室 VAV 供給風

量※1、空調機ファン動力の計測点を有した。冷水弁、温水弁、蒸気弁については、シミュレーシ

ョン制御（数理計画法制御計算モデル）のパラメータのひとつとして機能する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 重点計測室内計測システム 
● グローブ温度球 2 点（窓面から 1,000、3,500mm） ● 熱電対 22 点 

○ PMV 計 1 点（着衣量 0.8clo、代謝量 1.2met） ● 窓面温度計測用赤外線熱電対 7 点 

○ 上下温度 5 点（高さ 100、500、1,200、1,800、2,600mm）×3位置 

 

シミュレーション制御の室内温度は部屋毎に１点が使用されるため、室内温度の代表性の検討

にあたっては、BEMS の管理点であるファンコイルユニット（FCU）室内感知温度、エアーハン

ドリングユニット（AHU）室内感知温度と、室内環境評価のために設置した上下温度や、簡易自

記式温湿度計を用いて比較を行った。さらに、快適性評価のため室内に湿度センサを追加した。 

居室の使い方を把握し、空調システムの改良を検討するため、照明電力使用量※2、コンセント

電力使用量※2、在室人数※2、窓開閉の ON/OFF 状況を計測した。これらの把握により空調計算を

行う建物モデル内の発熱量を計算し、シミュレーション制御の入力値として使用した。 

外界条件は、気温※3、相対湿度※3、日照時間※3 をシミュレーション制御の入力値に用いた。デ

ータ精度検証のため、温暖化棟に、温湿度計や壁面日射量を設置し、入力値の妥当性を把握した。 

 
注）※1：中央制御室内 BEMS 機能でデータ収集を行う際は、室内側及び熱源側空調システム内計測点を上

位の BEMS 管理点情報追加作業により計測可能となる。 

注）※2：重点計測エリア計測データから 1 日の時系列平均値を算出し空調スケジュールに用いた。 

注）※3：気象庁アメダス観測値及びインターネット上に公開される天気予報値を用いる。 
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表 3 計測項目一覧 
      計測間隔

消費エネル

ギー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

室内

 
 
 

2階東、2階西、3階東、3階西電力量 
 

照明系統（8個）、 
コンセント系統（4個） 

10分 
 

インベントリー評価室、炭素吸収量解析室

電力量 
照明3系統（6個） 
コンセント系統（2個） 

10分 
 

熱源機

 
各ポンプ電力量 積算（3個） 1時間 
HR動力電力量 積算（4個） 1時間 

全体

 
 

 
 
 

受電電力（施設課管理点） 瞬時（1個）、積算（1個） 1時間 
動力

盤 
 

熱源機系統電力 瞬時（1個）、積算（1個） 1時間 
空調系統電力 瞬時（1個）、積算（1個） 1時間 
その他（EV、制御用盤内） 積算（7点） 1時間 

電灯

盤 
OA系統電力 瞬時（1個）、積算（6個） 1時間 
その他（衛生） 積算（1個） 1時間 

熱量 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

室内 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

AHU熱量 
 
 
 
 
 

瞬時（2F西-1個、2F東-1個、 
3F西-1個、3F東-1個） 
冷水；積算（2F西-1個、2F東-1個、3F

西-1個、3F東-1個） 
温水；積算（2F西-1個、2F東-1個、3F

西-1個、3F東-1個） 

10分 
 
 
 
 
 

FCU熱量 
 
 
 
 
 

瞬時（FCU建物全体冷水1個、FCU建

物全体温水1個、3階1個、3階東1個、

インベントリー評価室1個） 
積算（FCU建物全体冷水1個、FCU建

物全体温水1個、3階1個、3階東1個、

インベントリー評価室1個） 

 
 

10分 
 
 
 

熱源

機 
蓄熱槽出入り積熱量 瞬時（目視計測機器有り）  
熱交換機積熱量 瞬時（目視計測機器有り）  

水流量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

室内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

便所および給湯（今後、設置予定） 男女別便所 1ヶ月 
冷温水AHU流量 
 
 
 
 
 

瞬時（2F西-1個、2F東-1個、 
3F西-1個、3F東-1個） 
冷水；積算（2F西-1個、2F東-1個、3F

西-1個、3F東-1個） 
温水；積算（2F西-1個、2F東-1個、3F

西-1個、3F東-1個） 

10分 
 
 
 
 
 

冷温水FCU流量 
 
 
 
 
 

瞬時（FCU建物全体冷水1個、FCU建

物全体温水1個、3階1個、3階東1個、

インベントリー評価室1個） 
積算（FCU建物全体冷水1個、FCU建

物全体温水1個、3階1個、3階東1個、

インベントリー評価室1個） 

10分 
 
 
 
 
 

全体 上下水量（平成17年度以降新規計測追加） 瞬時（1個）、積算（1個） 1ヶ月 

室内空気環

境 
 

 

室内VAV温度・風量（設定値℃） 
（平成17年度以降新規計測追加） 

瞬時（2F-2個、3F-4個） 
積算（2F-2個、3F-4個） 

10分 
 

給気温度 （平成17年度以降新規計測追加） 瞬時（1F-1個、2F-2個、3F-2個） 10分 
給気露点温度（平成17年度以降新規計測追加） 瞬時（1F-1個、2F-2個、3F-2個） 10分 

熱源廻り温

度 
 

水蓄熱槽外融取出しおよび還温度 瞬時（目視計測機器有り）  
冷温水発生機出入温度 
 

瞬時（目視計測機器有り） 
 

 
 

外気環境 
 
 

外気温 （平成17年度以降新規計測追加） 瞬時（1個）、積算（1個） 10分 
相対湿度 （平成17年度以降新規計測追加） 瞬時（1個） 10分 
感雨信号 （平成17年度以降新規計測追加） 瞬時（1個） 10分 
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3. 調査概要 

 

3.1 計測ポイントと標準化 

 

エネルギー管理に関する調査を進めると空調機・熱源廻りの計測点が、BEMS 管理上にてデー

タ収集未登録であることから、各空調設備から中央制御室へ運用評価及び運用改善に必要な情報

が十分に伝達されていないことが分かった。そのため、運用改善に必要な計測点を有するため情

報管理ユニット（UIC）の追加を行った。さらに、外界条件変化に伴う季節別の運用評価や、日々

の運用改善が具体的に検討できないなどの弊害が生じており、シミュレーション制御運用及び開

発技術検証システム構築のため詳細な調整が必要となり、最終的に研究対象建物全体において表

3 の計測ポイントを有するに至った。 

一般的な状況として、設計時の BEMS から入手できる情報量が少ないため、BEMS 導入による

省エネ効果を見込むためには、日々のエネルギー管理徹底を前提とした運用改善のために必要と

なるデータを標準的に装備する手法が必要となった。 

よって、BEMS 導入による省エネ効果は、BEMS 導入後のデータ利用方法にあるといえる。 

 

3.2 居室の使い方とエネルギー消費 

 

研究対象エリアと重点計測室の年間と月別の照明電力消費の実態について検討を行った。 

図 7 によると研究対象エリア毎にコンセント電力消費量は異なる。そのため、居住者 1 人当た

りの機器使用状況がコンセント電力消費量へ与える影響が大きいといえる。照明電力消費量につ

いては、年間を通してほぼ同様の値となり、エネルギー消費量を予測しやすいことが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 研究対象エリア毎の照明用電力消費量（2004 年度） 
円グラフは年間の電力消費量（割合）を示す。 
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図 8 に内部発熱要素の変動に併せて在室人数を示す。特に人体は潜熱も発する主要な発熱元で

あり，滞在者の多少は空調運転に大きく影響する。このような観点から，実験対象の主要室に赤

外線センサを応用したリアルタイムの滞在者数カウンタを設置し，その増減特性の計測を行った。 

設計時の照明・コンセント（機器定格）想定値と実態は倍半分異なった。運用時には、研究対

象エリア毎の電力使用実態を把握し、空調必要量を見直すことで、適切な供給風量を調節するな

ど空調機内設定を変更し運用改善を行う必要があることがわかる。 

また、在室人数が増加するにつれて、コンセント電力消費量も増加し、照明電力は日が暮れる

16 時以降に増加することがわかった。 

さらに、近年の断熱性・遮熱性に優れた外皮（窓性能）を有するオフィスビルは，照明・パソ

コン等の利用が多いほど内部発熱が多くなり、室内熱負荷への影響が大きいため、空調負荷増大

を引き起こしており、内部発熱を抑えて空調負荷削減へと結びつけることが重要となっている。 

このような要素をシミュレーション制御に組み込むことによって、制御の精度向上を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 時刻別の単位面積あたり電力使用量と在室人数（2005 年 12 月～2006 年 2 月） 

 

日々の計測データからは、室内滞在者数は時々刻々変動していることを把握しており、空調用

建物計算モデルの計算精度への影響について妥当性を確認したうえで、時刻別に変動する内部発

熱要素を日々のシミュレーション制御に組み込むことによって，空調用エネルギー消費量の予測

手法を確立した。 

 
3.3 空調システムの運用実態 

 

3.3.1 空調用エネルギー 

 

温暖化棟研究対象エリアにてファンコイルユニット（FCU）とエアーハンドリングユニット

（AHU）の併用空調システムが導入された南面居室の計測データを以下に示す。 
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2004 年 4 月 1 日～2005 年 3 月 31 日における研究対象エリア AHU 冷水消費熱量を図 9 に示す。

期間を通して AHU 冷水需要が最も多いことが分かる。外気温 20℃以上にて、FCU・AHU 併用冷

房運転がなされ、外気温 10℃以下では、FCU 温水・AHU 冷水同時使用によるエネルギーロスが

懸念された。 

 

 図 9 研究対象エリア FCU･AHU 冷温水消費熱量（2004 年 4 月 1 日～2005 年 3 月 31 日） 

 

3.3.2 室内環境 

 

快適性に問題のなかった運用改善前の室内上下温度標準値を季節別に示す（図 10）。夏期は、

ペリメータにてやや高温になるものの上下分布の変化が少なく、室内中央付近では室温 27℃程度

を計測した。冬期の室内上下温度標準値は、日射の影響を受け、ペリメータにおいて床面に近い

ほど高めの値を示した。また、冬期においても空間上部では、25℃程度を観測した。居住域を代

表する室内中央付近となる計測位置 1,200ｍｍでは、24～25℃の室温が計測された。 

さらに、空間上部に比べて空間下部の方が温度推移幅は大きいことがわかる。 
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図 10 年間の室内上下温度計測標準値（左；夏期、右；冬期） 
 

3.4 空調システムの運用改善 
 
3.4.1 センサ系の調整 
 

 計測システムの実装および基礎データの解析を進めるにあたり、図 11 に示す既設の空調制御用

のセンサが室温を的確に捉えていない状況を確認した。センサ自体の感知精度の問題も検討され

たが、図 12 に示すように室内に設置されている OA 機器の影響を受けるなど実使用状況下では、

設計仕様とは想定外の状態が発生した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  図 11 空調操作盤写真            図 12 室内機器による操作盤への影響（熱画像） 
 

図 13（左）は夏期空調時において同一室におけるペリメータ側と室内側センサが検出した室温

を比較したものである。両者の合致度は低く、このことにより不適切な空調制御運用が懸念され

る状況であった。そのため、温度検出センサの交換や設置位置などの修正を行い、図 13（右）に

示すように両者の相関性を改善した。 
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図 13 同一室における FCU と VAV のセンサ温度の関係（左；改善前、右；改善後） 
                   VAV 空調のみの操作で、室温 26℃に設定した場合。 

 

3.4.2 室内環境設定の検討 

 

季節別の室内環境設定変更による運用改善を検討するため、実測データを入力し CFD 解析を行

うことにより、各室内環境設定変更に伴う最適化の検討を行った。下記に計算結果を示す。 

解析空間は重点計測室を対象とし、書籍棚等を簡略化したモデルである。本解析では空間の対

称性から、1/2 領域について解析を行った。 

 表 4 に解析ケースを示す。 

解析は 8 ケース 16 パターンについて行った。各 Case において、窓ガラスを単板ガラス（各

Case-a）・複層ガラス（各 Case-b）の 2 パターンを想定した。Case 1 ~ 6 は夏期を、Case 7、8 は

冬期を想定している。Case 1 は 2006 年 9 月 10 日の実測を想定している。Case 2 は設定温度を Case 

1 より 2℃高い 27℃とした。Case 3 は VAV 風量を Case 2 の 1.5 倍となる 60%に変更したケースで

ある。Case 4、5、6 は、それぞれ Case 1、2、3 の FCU 運転を停止としたケースであり、その他

の条件は Case 1、2、3 と同様とした。Case 7 は 2005 年 12 月 13 日の実測状態（設定温度 23℃）

を、また Case 8 は 2007 年 1 月 15 日の実測状態（設定温度 20℃）を想定した。Case 7、8 の AHU

給気温度は、2007 年 1 月 15 日（16:00）の実測値を採用した。FCU 給気温度は、Case 7 では 2005

年 12 月 13 日（16:00～16:45 の平均）の実測値を採用した。Case 8 では 2007 年 1 月 15 日（16:00）

の実測値を採用した。 

計算条件を表 5 に、空調条件を表 6 に示す。Case 1、Case 4 の AHU 給気温度は、2006 年 9 月

10 日（10:00～15:00 平均）の実測値を採用した。Case 2、3、5、6 は、Case 1、Case 4 の AHU 給

気温度に+2℃の値とした（設定温度の差をそのまま、給気温度に足した）。Case 1、2、3、の FCU

運転状況は、送風運転を想定した。 
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空調運転モード
ケース名 想定外気

AHU FCU
VAV 風量 [%] 設定温度 [℃] 窓ガラス

a 単板Case 1
b

25
複層

a 単板Case 2
b

40

複層
a 単板

Case 3
b

on
(送風)

60

27

複層
a 単板

Case 4
b

25
複層

a 単板
Case 5

b

40

複層
a 単板

Case 6
b

夏期 冷房

off

60

27

複層

a 単板Case 7
b

23
複層

a 単板
Case 8

b

冬期 暖房 on 40

20
複層

吹 出 口 モ デ リ ン グ AHU吹 出 口 ： 角 形 多 層 コ ー ン 型 吹 出 口 を 想 定 し 、 改 良 P.V.法 を 適 用

AHU吹 出 口 0.4× 0.4  m =  0 . 16 m2 4箇 所 設 置

壁 面 応 力 条 件
速 度 ： 一 般 化 対 数 則

温 度 ： [壁 面 ] 温 度 （ 既 知 ） と 対 流 熱 伝 導 率 5.0 W /( m2・ K)を 与 え る
[発 熱 体 ]  熱 流 を 規 定

1 . 0× 0.0 5  m  = 0 .0 5 m2 2箇 所 設 置

0.4× 0.4  m =  0 . 16 m2 1箇 所 設 置

0.4× 0.4  m =  0 . 16 m2 1箇 所 設 置

FCU吹 出 口

AHU吸 込 口

FCU吸 込 口

ケース名 Case1    Case2    Case3   Case4    Case5    Case6    Case7    Case8

風速 m/s 0.17 0.26 0.17 0.26 0.17

風量(合計値) m3/h 398.1 596.7 398.1 596.7 398.1

温度 ℃ 16.9 18.9               16.9             18.9                      23.7              

乱流エネルギーK m2/s2 3.0×105 6.8×104 3.0×105 6.8×10４ 3.0×105

乱流エネルギーK 3.0×105 1.0×104 3.0×105 1.0×10４ 3.0×105

の散逸率ε m2/s3

風速 m/s 0.75 0.75

風量(合計値) m3/h 270.0                                                           270.0

温度 ℃ FCU吸込温度を規定(送風) 29.4 24.0

乱流エネルギーK m2/s2 5.6×103 5.6×103

乱流エネルギーK 2.0×102 2.0×102 

の散逸率ε m2/s3

風速 m/s 0.68 1.04 0.68 1.04 0.68

風量(合計値) m3/h 398.1 596.7 398.1 596.7 398.1

風速 m/s 0.47 0.47

風量(合計値) m3/h 270.0 270.0

AHU

吹出口

FCU

吹出口

AHU

吸込口

FCU

吸込口

流

入

条

件

流
出
条
件

 表 4 解析ケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    表 5 計算条件 
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（１）温度規定（℃） （対流熱伝達率 5.0W/m2･K）

（２）熱流測定

Case 1～6 Case 7～8

単板ガラス 複層ガラス 単板ガラス 複層ガラス

ガラス面 30.3 29.2 19.2 22.0

27.3 22.7

壁面等（インテリア） 26.4 23.3

机,パーティション（窓側） 26.5 24.3

机,パーティション（中央） 25.8 25.3

机,パーティション（廊下側） 24.6 25.5

位置 数量(個) 熱流（W/個）

PCモニタ１ 2 13.4

PCデスクトップ１ 2 63.4

実人体モデル

窓側座席

2 60.0

PCモニタ２

2

13.7

PCデスクトップ２

2

73.4

人体模型

中央座席 2

36.0
ノートPC 廊下側座席

2

11.6

照明 天井面 6 57.6
プリンタ上部表面 42.4

プリンタ側面
廊下側 1

21.2

壁面等（ペリメーター）

表示面

窓
側

廊
下

側

1050mm

表 7 に熱境界条件を示す。今回の解析では、発熱体は消費電力量の 60％が対流により空気側に

放熱するものと仮定し、別途実施した消費電力量調査に基づいて熱流規定を行った。その他の物

体表面温度においては実測値と対流熱伝達率（対流熱伝達率 5.0 W/（m2・K））を与えた。 

なお、物体表面温度については、Case 1～Case 6 は 2006 年 9 月 10 日（10:00～15:00 の平均）の

実測値を、Case 7 は 2005 年 12 月 13 日（16:00～16:45 の平均）の実測値を、Case 8 は 2007 年 1

月 15 日（16:00）の実測値を採用した。 

表 7 熱境界条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点計測室での計測の解析結果を、二次元の温度分布の熱画像として図 15～22 に示す。なお、

これらの図に示す温度分布は、図 14 に示すように重点計測室の西隣の部屋との隔壁から 1,050mm

離れた空間を窓側から廊下側の空間断面における二次元分布である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 図 15～22 に示す CFD 解析表示位置 



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 167 -

26

26
27

27
27

26

25

27

FCU
吹出口

AHU
吹出口照明

AHU
吹出口照明 照明

FCU
吹出口

AHU
吹出口照明

AHU
吹出口照明 照明

2627

27

26

27

27

FCU
吹出口

AHU
吹出口照明

AHU
吹出口照明 照明FCU

吹出口
AHU
吹出口照明

AHU
吹出口照明 照明

 解析結果を図 14 ~ 21 に、解析結果から算出した室平均温度を表 8 に、FCU の給気温度を表 9

に示す。なお本解析では、定常解析を用いたが、Case 3 - a、Case 3 - b、Case6 - a、Case 6 - b、に

おいて解析結果に周期性がみられたため、代表サイクルを平均化した結果を示す。 

 

■Case 1 ~ 3 （夏期：FCU 送風運転）；図 15～17 

 各室平均温度を比較すると、各ケースで大きな差は見られない。次に、温度分布に着目する。

Case 1 - a におけるペリメーターゾーン（ガラス面近く）の空間温度は 27℃程度であり、インテリ

アゾーン（廊下側）の空間温度は 26℃以下となる。AHU 吹出し温度が Case 1 - a より 2℃高い Case 

2 - a は、廊下側のインテリアゾーンにおける空間温度が 26℃以上となり、Case 1 - a よりわずかに

高い。しかし、ペリメーターゾーンや室中央座席付近の温度は Case 1 - a とほぼ同じであり、ほと

んどの領域で設定温度（27℃）以下となる。風量が多く、吹出し風速が大きい Case 3-a は FCU 吹

出し温度が Case 2 - a よりやや低いため、ペリメーターゾーンの空間温度が 27℃以下となる。ま

た、廊下側の温度は 26℃以下となった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 Case 1 解析結果（室内温度分布）；左：Case1-a、右：Case1-b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 16 Case 2 解析結果（室内温度分布） ；左：Case2-a、右：Case2-b 
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図 17 Case 3 解析結果（室内温度分布） ；左：Case3-a、右：Case3-b 

 

■ Case 4 ~ 6 （夏期：FCU 停止）；図 18～20 

各室平均温度を比較すると各ケース大きな差は見られない。温度分布を見ると Case 4 - a、Case 

5 - a、Case 6 - a はそれぞれ Case 1 - a、Case 2 - a、Case 3 - a と同様の傾向を示す。Case 5 - a は Case 

4 - a、Case 6 - a と比較し、廊下側空間温度が若干高いが、設定室温（27℃）以下となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 18 Case 4 解析結果（室内温度分布） ；左：Case4-a、右：Case4-b 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 19 Case 5 解析結果（室内温度分布） ；左：Case5-a、右：Case5-b 
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図 20 Case 6 解析結果（室内温度分布） ；左：Case6-a、右：Case6-b 

 

■Case 7 ~ 8 （冬期）；図 21～22 

 Case 7 - a では、FCU 吹出し気流が十分下降せずに、インテリアに流れている様子が確認できた。

また、冷房運転を行うインテリアの空間温度 25～26℃の範囲が居住域まで達しており、Case 8 - 

a より高くなる。このことから、Case 7 - a では、暖房運転を行う FCU 吹出し気流と、冷房運転を

行う AHU 吹出し気流とミキシングロスを起こしているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 Case 7 解析結果（室内温度分布） ；左：Case7-a、右：Case7-b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 Case 8 解析結果（室内温度分布） ；左：Case8-a、右：Case8-b 
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温度[℃] 温度[℃]

Case 1-a 26.1 Case 1-b 26.0

Case 2-a 26.4 Case 2-b 26.3

Case 3-a 26.3 Case 3-b 26.2

Case 4-a 26.2 Case 4-b 26.1

Case 5-a 26.5 Case 5-b 26.4

Case 6-a 26.4 Case 6-b 26.5

Case 7-a 25.0 Case 7-b 25.0

Case 8-a 24.5 Case 8-b 24.6

温度[℃] 温度[℃]

Case 1-a 27.2 Case 1-b 27.0

Case 2-a 27.4 Case 2-b 27.2

Case 3-a 25.7 Case 3-b 26.3

気象庁予報・観測値または、中央制御室の外気温計測データを判定

外気温10℃以下
暖房モード

スキンロード制御あり
（ＦＣＵ/AHU暖房運転）

外気温10℃～26℃
換気モード

スキンロード制御なし
（FCU運転停止/AHU外気冷房優先）

外気温26℃以上
冷房モード

スキンロード制御あり
（FCU/AHU冷房運転）

室内管理温度19℃～26℃
定義：

計測室温20℃以下暖房運転
計測室温26℃以上冷房運転

Case5: スキンロード制御

室温管理温度24℃～26℃
定義：自然室温（窓開閉可能）

AHU運転/外気取り入れ

Case3: AHU外気冷房運転
Case4: 窓開閉

室温管理温度26～28℃
定義：計測室温27℃以上
冷房運転

Case1: スキンロード制御
Case2: 冷房運転

年間室内温度管理
（計測室温19℃～28℃以内）

PMV判定
±0.5

温暖化棟AC-3-2系統空調機
冷水弁：下限値20％
温水弁：下限値10％
加湿弁：下限値25％

【スキンロード負荷】
大：1日日照時間8時間以上（200Ｗ/㎡閾値検討）
小：1日日照時間4時間未満（-40Ｗ/㎡閾値検討）

設計時の情報 建物特性及び空調機の性能調査：室内発熱（ｺﾝｾﾝﾄ系統）のレベルを設定
○一般（実測14W/㎡：定格29W/㎡） ○発熱量大（定格40W/㎡）照明の省エネレベル設定（Hｆ型照明12W/㎡、照明自動制御導入8W/㎡）

ＢＡＣ-net（コントローラＤＤＣ情報と連携）

表 8 平均温度 

 

 

 

 

 

 

 
 

表 9 FCU 吸気温度 

 

 

 

 
3.4.3 省エネのための空調制御システム 

 

室内側空調システムの従来制御とは、VAV 制御、CAV 制御、恒温恒湿制御問わず、年間を通

して室温を一定に保つための制御が導入され、室内に供給する風量も季節的な運用変更を伴わな

い空調機器が導入されていることが現状である。そのため、エネルギー削減を目標に、季節別の

空調制御の最適化について検討を行った。 

今回、実験ケース毎に、省エネと快適性の両面から民生部門の省エネ対策と実務の総合化を試

みた（図 23）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 23 BEMS 運用改善のための年間の運用判定フロー 
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① ② ① ② ① ② ① ② ① ②

従来制御 新制御 従来制御 新制御 従来制御 新制御 従来制御 新制御 従来制御 新制御

19℃ ▲● △

20℃ ▲● ◎

21℃ ▲● ○

22℃ ▲● ○

23℃ ▲● ●

24℃ ▲ ※ ▲ △ ○ ●

25℃ ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ※ ○ ◎ ▲● ●

26℃ ▲ ○ ▲ ○ △ ※ ▲ △ ▲● ●

27℃ ○ ◎※ ○ ◎※

28℃ △ △ △ △

優◎
良○
△
▲
●

暖房モード

Case1 Case3 Case4 Case5Case2

冷房モード 換気モード

外気冷房 窓開閉有無スキンロード制御 冷房運転

省エネ

非省エネ

省エネという観点から、理想的な運転が可能である。

ややエネルギーを消費するが、標準的な快適性が保たれる

省エネ運転であるが、人によりやや寒いまたはやや暑いなど、快適性に問題が出やすい

省エネ運転とならず、過剰な冷房用エネルギーが消費される。

省エネ運転とならず、過剰な暖房用エネルギーが消費される。

スキンロード制御

政府がクールビズ・ウォームビズ（http://www.team-6.jp/about/action/index.html）として推奨する

室内温度は、夏期 28℃・冬期 20℃であるが、空調制御の作動誤差は±１℃程度あり、外界の影響

を受けやすい窓面付近の温度を含めて快適性を図り、室内の執務に影響なく運用することを考慮

すると、計測室温 27℃以下を制御目標とした冷房運転、計測室温 20℃以上を制御目標とした暖房

運転をすると主に定義することで、結果として室内温度は年間を通して 19～28℃以内に管理でき

る。よって、外界条件判定による空調モード選択と、季節別の室内管理温度の目標値を設定した。 

このように、シミュレーション制御の有用性を確認することにより、市町村レベルなどマクロ

な温暖化対策検討モデルへの適用を前提として、エネルギー削減効果を精度よく予測することが

可能となる。一方、即効性・実効性の高い運用改善に結びつけるための手順について、実務レベ

ルの整合性を確認した。 

実測により得られた空調システム運用改善による主な省エネルギー効果について表 10 に示す。 

夏期新制御実験では、省エネ運転であることを確認しているが、空調機内挙動について改良が必

要な検証実験を残している（表 10 ※印）。 

 

表 10 従来制御と新制御に関する省エネ性能比較一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物設計時の設定は、省エネルギー計算（PAL/CEC）上において、夏期：室温 26℃・湿度 50％

での運用が想定される。そこで、開発した新制御による室温設定 25℃と室温 27℃実験時のエネル

ギー消費量を比較した（図 24）。外界条件の違いはあるものの、新制御方式である室温 27℃以上

冷房運転の方がおおむね省エネ運転を実現していることを確認できた。 
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図 24  1 日の空調用 1 次エネルギー消費量（夏期代表日） 
※空調用１次エネルギー消費：研究対象エリアの冷温水熱量より電気式熱源（冷凍機ＣＯＰ1として推計） 

 

冬期の従来制御では、室温 23℃設定及び 24℃設定時とも、FCU 温水・AHU 冷水同時消費によ

るエネルギーロスが発生した。新制御の運用においても設定値を従来と同様 23℃以下暖房運転と

すると、若干の AHU 冷水消費が確認されている。最終的に Case5-②新制御 20℃以下暖房とする

巾制御（AHU 冷水使用禁止かつ外気取入制御運転停止：室内温度設定 20℃～26℃）により、室

内空気を循環させ（居室への供給風量を最低値である 30％に変更）、FCU 温水のみ使用する省エ

ネ運転を行うことにより大幅なエネルギー削減が実現している（図 25）。また、新制御による運

用改善により、窓側の室温がやや下がるものの、室内中央付近の温度は従来制御と変わらない程

度となることが確認できる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25  1 日の空調用 1 次エネルギー消費量（冬期代表日） 
※空調用１次エネルギー消費：研究対象エリアの冷温水熱量より電気式熱源（冷凍機ＣＯＰ1として推計） 

 
3.5 居住者向けエネルギー管理情報システムの必要性 

 業務部門省エネ対策の主体は、行政、エネルギー管理者、居住者の 3 者が対象となる。今回、
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外界条件、室内環境、空調設定の 3 つの状態を監視し、開発したシミュレーション制御結果、実

験検証結果等を組み込み冷房・換気・暖房モード（表 10）の最適化を判定し、居住者向けに空調

省エネに関する情報提供及び照明・コンセント電力量の表示を行うリアルタイムモニタ（図 26

左）を開発した。この情報開示システムにより、居住者の省エネ行動を促すことを想定した。 

延床面積 4,000 ㎡以下業務ビルでは、窓開閉等の操作による自然通風を利用した運用を行い、空

調負荷を削減する手法への対応が可能となる。さらに、居住者とエネルギー管理者が共通の情報

を共有することにより、エネルギー運用計画の見直しや、日々の運用改善について円滑に意思疎

通を図り情報交換を行うことで、さらなる省エネ対策が行えると考える。 

本システムは、モニタ画面が TCP/IP ネットワークを利用し、図 26（右）に示す 1～14 の項目

を居住者の個々の PC 上にてリアルタイムに計測データを表示する。システム構成は、Microsoft 

Windows OS XP 版（WEB サーバ IIS 標準装備）を基本に開発し、Microsoft が無料で配布する Visual 

Web Developer 2005 Express Edition、Microsoft SQL Server 2005、Microsoft Visual Basic 2005 Express 

Edition を用いて開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 26 リアルタイムモニタ表示例 
 

4. まとめ 

 

業務部門対策の実態を BEMS 技術導入の観点から既存建築物の運用改善に至るまで、一連の省

エネ対策実施手法を示した。BEMS からデータを取得しエネルギー削減に至るまで、設計時の状

態に加えて空調システム評価に必要なデータの整備・検証が必要となった。 

空調制御の運用改善については、居室の使い方の実態を反映させた季節別の室内環境設定の確

認と、設計時と異なる内部発熱負荷に応じた空調機器内設定の検討が必要となった。今回、季節

に応じた空調機内設定の最適化について検討し、既存建物の運用改善による主な効果を示した。 

温暖化対策を迅速に行うため、リアルタイムに配信される気象情報などを活用し、居住者及び

エネルギー管理者向けに省エネ対策のための適切な情報提供を行う必要があると考え、居住者向

けエネルギー管理情報システム（リアルタイムモニタ）のプロトタイプを作成した。 

室内側空調システムの運用改善を実行したうえで計画的・効率的な熱源機器の運用改善を図る

ことにより、当初の目標である日本の温暖化対策が現実味を帯びて実行できるものと考える。 
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資料１ 

建築分野における地球温暖化対策リスト 

 

（日本建築学会地球環境委員会温暖化対策評価小委員会報告） 

 

 

はじめに 

 

このリストは、今後建築分野における地球温暖化対策がより一層重要になることに鑑み、今後

同分野で取り組むべき課題を明らかにし、また新たにこの分野に取り組もうとする研究者の参考

に資することを目的とし、生活・住宅対策、業務対策、都市対策、資源利用対策、適応策の 5 分

野についてその課題と対策の一覧をとりまとめたものである。なお、近年の研究状況を紹介する

ため、過去おおむね数年間の参考文献を付した。それ以前の文献は日本建築学会総合論文誌第 1

号「地球環境建築のフロンティア」に詳しい。 

 

報告書の作成担当者 

本リストは、下記のとりまとめ担当者が各委員から寄せられた内容をまとめ、2005～2007 年度

小委員会の場において数度の討議を経てとりまとめられたものである。まだ内容に不十分な点も

あるが、このリストが今後の温暖化対策研究の一助になれば幸いである。 

 
表 1 報告書の分野別とりまとめ担当者 

      分  野   とりまとめ担当者（所 属） 
 1  生活・住宅対策 
 2  業務対策 
 3  都市対策 
 4  資源利用対策 
 5  適応策 

木戸 一成（積水ハウス） 
立原  敦（大成建設） 
下田 吉之（大阪大学） 
三浦 秀一（東北芸術工科大学） 
下田 吉之（大阪大学） 

 

表 2 温暖化対策評価小委員会メンバー 

日本建築学会 地球環境委員会 
 温暖化対策評価小委員会 
  主査 下田吉之（大阪大学） 
  幹事 三浦秀一（東北芸術工科大学）、外岡 豊（埼玉大学） 
  委員 金子千秋（鹿島）、松原斎樹（京都府立大学）、依田浩敏（近畿大学）、藤崎 亘（東京ガス）、木戸

一成（積水ハウス）、田中俊彦（東京電力）、中島祐輔（工学院大学）、伊香賀俊治（日建設計）、

外崎真理雄（森林総合研究所）、高木直樹（信州大学） 
地域対策推進ワーキンググループ 

   主査 三浦秀一（東北芸術工科大学） 
   委員 鈴木靖文（ひのでやエコライフ研究所）、吉田友紀子（国立環境研究所）、金子千秋（鹿島）、松原

斎樹（京都府立大学）、依田浩敏（近畿大学）、藤崎 亘（東京ガス）、木戸一成（積水ハウス）、中

島 大（ヴァイアブルテクノロジー）、上野 剛（電力中央研究所）、中島祐輔（工学院大学）、大崎

一仁（日建設計）、中口毅博（芝浦工業大学） 
  マクロ評価ワーキンググループ 
   主査 外岡豊（埼玉大学） 
   委員 田中俊彦（東京電力）、牛場五朗（竹中工務店）、石田武志（日本工業大学）、立原 敦（大成建設

）、井原智彦（産業技術総合研究所）、吉田友紀子（国立環境研究所）、上野  剛（電力中央研究所

）、藤井拓郎（日建設計）、田中昭雄（環境統計リサーチ）、平野勇二郎（群馬大学） 
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１ 生活・住宅対策 

 

１.１ 概要 

 

日本全体の二酸化炭素排出量は、2004 年において 1286 百万 t（1990 年度比 12.4％増）となって

いる。その中で家庭部門から排出される二酸化炭素は 167.6 百万 t で日本全体の約 13％を占めて

おり、1990 年度と比較して 31.6％も増加している。人口が 2004 年度にピークを迎え、2005 年度

から人口減少が始まっているとされているものの、テレビ画面の大型化やデジタル通信設備の導

入、冷暖房水準の向上等により、今後も家庭での消費エネルギーは増加すると考えられる。その

ため、家庭部門における温暖化対策は重要なものであると考えられる。 

 

１.２. 対策案の検討方針について 

 

住宅がオフィスビルや工場、公共建築など他の建築物と異なるのは、個人所有されることが非

常に多く、ある程度の法規制や社会的モラルによって、暮らしが規制されることはあるが、基本

的に住まい方は個人や家族の自由に任されていることである。その自由度の高さが温暖化対策の

普及を妨げる要因になることも少なくない。個人が製品やサービスを選択する際に考慮する点と

して「環境によい」を挙げる人の割合より、「価格」「機能や品質」を挙げる人の割合が多いと

いう調査結果もある。そのため、住宅の温暖化対策を検討するにあたって、個人の自由な選択を

前提にすることは重要であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 製品やサービスを選ぶ際に考慮する点 （回答数：1267） 

（出典：環境にやさしいライフスタイル実態調査[平成 15 年度、環境省.） 

 

１.２.１ 経済的視点 

 

住宅は一般的な個人所有物の中で も高価な商品である。多くの居住者は住宅を購入する際に
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長期間のローンを組むことになるが、そのためにイニシャルコストに対する関心が非常に高く、

できるだけ購入費を安価に抑えようとする気持ちが強くなる。その結果、目に見えない設備の運

転効率や住宅の基本性能は軽視される傾向にある。温暖化対策案を提案するにあたり、イニシャ

ルコストだけでなく、ランニングコストなどを含めたライフサイクルコストで検討することはこ

の経済的な障壁を乗り越えるために必要である。住まい手にわかりやすく、イニシャルコストと

ランニングコストの関係を伝えることはひとつの有効な手段であると考えられる。 

 

１.２.２ 多種多様なライフスタイル 

 

夏の冷房ひとつをとっても、少々暑くても冷房を付けず、たまに感じる自然の風の心地よさを

求める居住者もいれば、断熱性能を向上させた住まいで、高 COP（成績係数；熱出力/消費電力）

のエアコンで涼しく過ごすことを好む居住者もいる。前者には通風を促進させるようなプランや

通風装置などを、後者には適切な設備のコーディネートを提案することになる。個々の住まい手

のライフスタイルを考慮しない温暖化対策は結局、活用されないため、何の効果を得ることもで

きない。 

まず、さまざまなライフスタイルに対応できるよう、多種多様の対策を準備しておくことが重

要である。例えば、冷暖房の削減対策ではアクティブとパッシブの両面からのアプローチが必要

になるし、個々の設備だけでなく、住宅全体のマネージメントという視点も重要である。また、

住宅や設備機器側のハード面からの対策に加え、住まい方で対応するソフト面からの対策も必要

である。さらに「緑化推進や国産材活用による二酸化炭素吸収」などの視点まで視野を広げるこ

とで、さまざまなライフスタイルに対して、削減対策のコーディネートを提案することができる。 

次に必要になるのが、導入に対するインセンティブをつくることである。地球温暖化の特徴の

ひとつに日々の暮らしと温暖化との因果関係がイメージしにくいことが挙げられる。上で引用し

た調査でも「環境問題について何が正しい情報かわからない（65.2%）」「個人の行動がどの程

度環境保全に役立つのかよくわからない（56.5%）」という調査結果が報告されている。当然、

削減効果をわかりやすく居住者に伝える努力をすることも重要であるが、削減効果を住まい手の

直接的なメリットに置き換えて伝えることもわかりやすく伝えるための手段として効果的である

と考えられる。前述した経済的視点もその中のひとつであるが、その他にも「知らず知らずに（努

力することなしに）CO2排出量が削減できること」「室内環境の快適性向上に寄与すること」「魅

力的な付加価値を持つライフスタイル提案につながること」などが挙げられる。 
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表３ 生活・住宅対策リスト 
    対 策 名        対策の内容       効 果（時 期）     評   価  参考文献 

LED照明の導入 
 
 

技術開発も含め、LED照明の住

宅への普及促進 
 

 
 
 

補助照明としては普及が

進んでいるが、主照明とし

てはもう少し先か？ 

 
 
 

高効率給湯器の採用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭用HP給湯器の採用 
 
 

電気温水器と比較してエ

ネルギー効率が3倍程度 
 

全電化住宅で従来の電気

温水器と置き換えればCO2

削減効果は大 

1-3、29-31 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭用潜熱回収型給湯器の採

用 
 

給湯関係で熱効率が15%ア

ップ、暖房で約10%アップ

 

ほぼ同一の寸法機器で確

実に省エネ効果。使用条件

によらず効果あり。 
家庭用コージェネレーション

システムの採用 
 
 
 
 
 
 

燃料電池コージェネレー

ションシステム（発電効率

37%、熱効率50%） 
ガスエンジンコージェネ

レーションシステム（発電

効率22.5%、熱効率85.5%）

数値は、LHV（低位発熱量

基準）による表示 

電気と熱を同時に供給す

るため、それぞれの需給バ

ランスにより効果が異な

る 
 
 
 
 

高断熱・気密化 
 
 

高気密・高断熱住宅の普及 
 
 

ストック住宅の断熱改修

により、大きな効果が得ら

れる 

 
 
 

4-7 
 
 

パッシブクーリング

、パッシブヒーティ

ング 
 

通風、日射遮蔽等による冷房

時CO2排出削減 
 
 

都市部、近郊部では快適性

を考慮し、冷暖房などのア

クティブ制御との組合せ

が効果的 

8-10 
 
 
 

日射取得、蓄熱利用等による

暖房時CO2排出削減 
 
 

トップランナー基準

による機器の効率向

上 
 

具体的な設備機器は各対策で

紹介。ここではトップランナ

ー機器の普及を促進させるた

めの施策を検討 

 
 
 
 

 
 
 
 

11-14 
 
 
 

待機電力の削減 
 

 
 

家庭の電力消費量の約１

割を削減 
 
 

15-24 
 

HEMSの導入 
 
 
 
 
 

HEMSのエネルギー表示モニタ

ー等により居住者に環境・エ

ネルギー情報を伝えることで

環境意識を向上させ、ライフ

スタイルの見直しと環境行動

を誘発させる 

定量化は難しいが、現在戸

建て住宅団地にて実験調

査中。1割程度の実質的な

エネルギー削減効果を得

ることが目的 
 

HEMSモニター導入前後の

ライフスタイルの変化、環

境行動の変化、実質的なエ

ネルギー消費変化。 
HEMSモニターの簡易・安価

版の開発も重要 

36-48 
 
 
 
 
 

再生可能エネルギー

の活用 
 
 
 

太陽光発電システム 
 
 

更なる普及率向上と次世

代太陽光発電システムの

開発 

 
 
 

25、26、49 
 
 

バイオマスエネルギー 
 

薪やペレットなど再生可

能エネルギーの活用 
 
 

27、28 
 

ライフスタイルの提

案 
 

種々の温暖化対策ライフスタ

イルの中から居住者に受け入

れられやすいものを提案。 

取り組みやすいライフス

タイルを提案することに

より、効果が期待できる。

 
 
 

32-35、50-56

 
 

国産材の活用 
 
 
 

国産材の使用量増加により、

CO2吸収量の増加 
 
 

 
 
 
 

現在の国産材の使用量は1

700万m3、吸収による削減3

.9%を実現するには2400万

m3の消費が必要 

 
 
 
 

緑化の推進 
 
 
 

庭の緑化により、CO2吸収量の

増加 
 
 

50年生の杉1本で約14ｋｇ

－CO2吸収 
 
 

吸収量の算出は困難であ

るが、効果は期待できる。

また、ヒートアイランド軽

減にも寄与。 
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２ 業務対策 

 

２.１ 背景 

 

中長期的には経産省「新・国家エネルギー戦略」。短期的には「改正省エネ法」、東京都の「新・

地球温暖化対策計画制度」等で、政府・自治体による温暖化対策が強化され、業務部門は具体的

な実効ある対策を迫られている。 

 

・2006 年 5 月 経済産業省 「新・国家エネルギー戦略」2030 年時の数値目標の設定 

① 省エネルギー目標；2003 年比で 30％の効率改善を目指す。 

② 石油依存度低減目標；2003 年 47％実績→2030 年 40％を下回る水準を目指す。 

③ 原子力発電目標；発電電力の 2004 年 29％→2030 年 30～40％に維持する。 

④ 海外資源開発目標；原油輸入量の自主開発原油取引比率を 05 年 15％→40％にする。 
 

・2006 年 4 月 国土交通省・経済産業省 省エネルギー法の改正強化 

① エネルギー管理指定工場の熱と電気の合算（原油換算）大規模業務施設の対象拡大 

② ストック対策の強化 大規模改修対象 

③ 2000m2 以上住宅への波及 
 

・2005 年 4 月 東京都 新「地球温暖化対策計画制度」省エネ型都市の実現を目指して 

① 第 2 種エネルギー管理指定工場（1500Kl、600 万 Kwh/年）対象の事業者 

② 「地球温暖化対策事業者」は削減目標を設定、毎年ごとに報告し都が結果公表 

③ 計画書評価の公表 AAA、AA、A、B、C の 5 ランク AAA は知事表彰 

④ 統括マネージャー、テクニカルアドバイザーによる推進体制の整備 

 

２.２ 対策方針の概要 

 

・京都議定書の約束期間 2012 年での目標達成を目指し、官民一体となり環境負荷削減に取り組

む。 

・業務施設での負荷削減に当たり新築時の徹底的な省エネルギー・省資源化は当然のこととして

既存建物での省エネルギー対策が大きなウエイトとなる。 

・建築物を建設・運用・修繕・廃棄のライフサイクルでの環境負荷低減を考えると、約 6 割以上

が運用段階に起因している。建築・設備の更新サイクルを考慮した長寿命化対策も重要となる。 

・新築・既存・技術開発 

① 新築建物の建築・設備が一体化した省エネ・省資源対策と運用時でのフォロー 

② 既存建物での運用上の省エネ対策と修繕更新時での省エネ対策導入の促進 

③ 建築と設備の更新周期を同期させた 100 年・200 年の長寿命・省エネ建築の推進
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表４ 業務対策リスト 

 
ライフサイク

ル段階 
対 策 項 目 

 
内      容

 
具 体 対 策 

 
参考

文献

計画・設計段階 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建築計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建物方位、形状、コア配置

外壁、屋根の断熱 
 
ガラス 
 
サッシ 
自然採光 
 
自然通風、自然換気 
外気冷房、夜間冷気取り込み 

適正開口面積、負荷 小ビル方位、形状 
高断熱（ただし発泡剤温室効果物質使用回避

）、ダブルスキン 
LowEガラス、真空ガラス、ル-バ-入二重ガラ

ス、熱線吸収・熱線反射ガラス、遮熱フィル

ムエアフローウインドウ、ブラインド内蔵サ

ッシ昼光利用、ライトシェルフ、反射天井、

光ファイバー採光、調光照明 
煙突効果利用換気 
 

1,2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空調設備 
 
 
 
 
 
 
 
 

エアバリア、エアフロー

熱回収、全熱交換 
VWV（変風量、変流量空調） 
大温度差吹き出し 

小外気、CO2制御（適正制御）

タスク空調 
高効率HP 
蓄熱槽、氷蓄熱、化学物質蓄熱

外部水放熱、採熱 

デシカント空調 
 
 
 
 
 
 
冷却池、河川・下水採熱HP 

照明 
 
 

高効率照明 
点灯時間制御 
タスク照明 

LED照明，Hf蛍光灯、電球蛍光灯 
人感センサ制御、タイムスケジュール制御 
タスクアンビエント照明 

厨房 
 

省エネ厨房機器

冷媒、断熱材 CFC，HCFC，HFC代替剤利用と回収処理 
電源 
 
 

インバーターモーター

高効率変圧・配電 
電源回路適正設計 

アモルファス変圧器、SF6管理 
 

新エネルギー

 
太陽光発電、風力発電

地中熱利用、雪氷熱利用 クールチューブ、雪季節蓄熱冷房、地中熱HP 
緑化計画 屋上、壁面、敷地周辺緑化

屋根散水 
 

 
  

  施工段階 
 
 
 
 

温暖化関連 低排出素材選択 3

 
 
 
 

酸性雨関連  
水環境関連 地下水位対策

建設副産物関連 型枠 南洋材不使用、再生利用

オゾン関連 断熱材発泡剤 CFC，HCFC，HFC代替剤利用と回収処理 
  運用段階 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般管理事項

 
 
 

推進体制の整備

主要設備等の保全管理 
計測・記録の管理 
エネルギー使用量の管理 

 
 
 

4,5

 
 
 
 
 
 
 
 

熱源・搬送設備 
 

燃焼設備の管理

冷凍機の効率管理 運転台数部分負荷管理 
BEMS導入  （情報を省エネに活用することが重要） 
コミッショニング 運転管理改善（改修含）

消化設備管理  温室効果ガス消化剤管理、回収処理 
修繕・更新段階  

 
省エネ改修 
廃棄設備冷媒、断熱材管理 CFC，HCFC，HFC回収処理 

6

 
廃棄段階 
 
 
 

解体工事 
 
 
 

部材再利用 
廃材再利用 
骨材再利用 
リサイクル可能施工 

 
 
 

3
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３ 都市対策 

 

３.１ 概要 

 

第 1、2 章で示したような、建物単位での住宅や、業務建物の対策とは別に、都市のスケールで

取り得る温暖化対策としては、以下のようなものがある。 

・土地利用のマネージメント：建物規模、密度、方位のコントロール、日照規制、（移動距離の

小化、公共交通の有効利用） 

・建築ストックのマネージメント：都市独自での省エネルギー基準強化、IT による地域の省エネ

ルギー管理など 

・エネルギー供給インフラの整備：エネルギーの面的な利用、都市排熱のネットワークなど 

このほかに、京都議定書目標達成計画では緑化等ヒートアイランド対策による熱環境改善を通

じた省 CO2化が提示されている。 

 

３.２ 土地利用のマネージメント 

 

エネルギー消費やそのサスティナビリティ改善のための望ましい都市形態の方向性は単一では

なく、以下の２つのモデルがあると考えられる 1)。なお、同様なコンセプトは他にも OECD2)、マ

ンチェスター3)や、スウェーデンの長期ビジョン 4)、田頭 5)に見ることができる。ただし、土地利

用のマネージメントを温暖化対策の観点のみから進めることは困難であり、都市計画における

様々な観点からの必要性を明示した上で、社会的な合意を得ながら進めていくべき問題と考えら

れる。 

 

(１)低密度自給自足型：太陽電池や太陽熱等の太陽エネルギー利用や通風を利用した自然エネル

ギー活用住宅が性能を発揮するためには、周囲の日射遮蔽や騒音等の影響を防ぐため、比較

的低層の建築と、周囲での十分なオープンスペースの組み合わせが必要となる。すなわち、

居住密度が低密であるほど自然エネルギー活用建築の導入ポテンシャルが高くなる。1991 年

に米国の６人の建築家により起草された、まちづくりにおいて遵守すべき諸原則をまとめた

アワニー原則においても、エネルギーに関しては以下の記述がある。「エネルギー節約型の

コミュニティをつくりだすために、通りの方向性・建物の配置、日陰の活用などに十分な工

夫を凝らすべきである」。このモデルで、パッシブな省エネルギー対策に加え、太陽エネル

ギーをはじめとした自然エネルギーのオンサイト利用や、近隣で生産されるバイオマスの地

域内での利用により完全なエネルギー自給（すなわち 100%の再生可能エネルギー利用）が実

現できれば、まさに持続可能なエネルギー利用になる。 

 

(２)大都市高効率エネルギーシステム型：低密度自給自足型とは逆に、密度をある程度増加させ

ることにより熱・エネルギーの需要密度を高め、規模の経済を生かした高効率の地域冷暖房
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システムなどエネルギーインフラを整備する。例えば地域冷暖房についていえば、高密化は

熱搬送のためのエネルギー損失や熱導管建設コストの低減によってそのエネルギー的・経済

的な可能性を高めることになる。また、オフィスと住宅、商業施設など異なる用途の建物が

混在することも負荷パターンの平準化につながり、地域熱供給や分散型発電システムの省エ

ネルギー性能を向上させることになる。同時に住宅における居住密度の増加が適切な規模の

集合住宅化を意味すれば、それは暖房負荷などエネルギー需要自体の減少にもつながる。 

 

３.３ 建築ストックのマネージメント 

 

建築のエネルギー消費を都市レベルで論じることの別の重要なポイントは、都市内にある全て

の建築ストックによるエネルギー消費を全体的に捉えることにある。建築単体の省エネルギーを

論じる場合には、どちらかというと大規模な建物の高度な省エネルギー対策が議論の対象となる

が、都市レベルで見れば、省エネルギー法が対象としない(2000 ㎡以下)中小規模の建築が床面積

で見たストックで過半を占めていることが問題となる。 

建物のエネルギーシステムについては、上で述べた都市のエネルギーシステムと同様、将来技

術の不確定性が問題であるが、すくなくとも都市の建築ストックを構成する一棟の規模を土地利

用・建築コントロールによりある程度のレベルに保ち、建物としてのパッシブな省エネルギー性

能を確保することはエネルギー技術の動向如何に関わらず、都市計画のその他の目標とも照らし

合わせれば No Regret な政策として重要である。 

また、通常大規模建物でしか達成し得ない BEMS による高度なエネルギー管理を、中小規模建

物に応用する手段として、地域内に IT ネットワークを構築し、建物エネルギーデータを集約して

管理を行うエリア・エネルギー・マネージメントシステムが近年提案されている。 

下記地域冷暖房も含め、地域での総合的なエネルギー管理を Community Energy Management と

して位置づける研究もある 6-8)。 

 

３.４ エネルギー供給インフラの整備 

 

1970 年代以降、高密な都心のエネルギー技術として我が国で普及してきた地域冷暖房システム

は、コージェネレーションや未利用エネルギー、大規模蓄熱など空調熱源システムの省エネルギ

ー技術の進展を先導する大きな役割を果たしてきた。今後の都市域での省エネルギー対策として、

従来の地域冷暖房システムの省エネルギー面での優位性を活かした上で、都市開発のいろいろな

フェーズにおいて柔軟に適応できるよう、その適用範囲を拡大した「エネルギーの面的利用」と

いう新しい概念が提案されている。2005 年３月に経済産業省資源エネルギー庁エネルギーの面的

利用促進研究会から、「エネルギーの面的利用促進に関する調査報告書」9)が公表されている。

その中で具体的な類型として示されているのは、①広域な供給エリアへ大規模エネルギープラン

トから供給する「熱供給事業型」、②小規模な特定地域内へ集中的なエネルギープラントから供

給される「集中プラント型」、③近接する建物所有者が協力し、エネルギーの融通、あるいはエ
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ネルギーの共同利用をおこなう「建物間融通型」の３類型であるが、同報告書中には「熱エネル

ギー主体の供給から全エネルギーを含む総合化」や、「デマンドサイドを含む総合化」、「IT 技

術を活用した複数の需給システムの総合管理」など、単に上記３類型にあてはまらない新しいシ

ステム・ビジネスの形態も提案されている。また、それ以前にも資源エネルギー庁未利用熱エネ

ルギー導入基盤整備調査 10)では「エネルギー高度利用型地域熱供給システム」として、「未利用

エネルギー活用型」、「分散型電源との組み合わせによるトータルエネルギー供給型」、「地域

総合エネルギー管理型」等が、前述の熱供給事業協会熱供給事業のあり方特別委員会報告書 11)

でも「地域冷暖房を核とした地域省エネルギー事業の展開」、「トータルエネルギー供給方式の

促進とエネルギーサービス機能の充実」、「ごみ焼却、下水、河川水等の未利用エネルギーの積

極的な活用」等が今後の地域冷暖房の発展すべき方向として掲げられており、エネルギーの面的

利用として多様なメニューが構想されていることがわかる。 

一方で、分散型発電システムの高効率化を契機に、熱だけでなく電力の面的な利用が注目され

ている。近年分散エネルギーのネットワーク化により、電力品質の向上及び省エネルギーを両立

させる試みが各所で検討・実施され、一部で実証試験等も始められている。一般に自然エネルギ

ーは出力が安定しない等、系統側に影響を与えるという課題を抱えている。この課題を克服する

ために、分散エネルギー間で電力や熱の融通を行い、変動電源である自然エネルギーとその他の

新エネルギーを適切に組み合わせ、これらを制御するシステムを開発することにより、需要地域

内で安定した電力・熱供給を行うことを可能とするものである。研究事例としては、「マイクロ

グリッド」12)、「SMART」13)、「隣組コージェネレーション」14)、「FRIENDS」15)、「需要地ネ

ットワーク」16)などがあげられる。 

さらにマイクログリッドシステムについては、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

の実証研究として、青森県八戸市等において、各供給先と発電機を自営線で結び、電力系統と一

点で連系した半独立的な系統運用を行っている 17)。 
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表５ 都市対策リスト 

 カテゴリー    対  策  名       対策の内容  効果（時期）        評    価  参考文献 

都市対策 
 
 
 
 
 

土地利用のマネー

ジメント 
 
 
 
 

土地利用をコンパクト

化し、高密地には高効率

エネルギーシステム、低

密地には自然エネルギ

ーを中心としたシステ

ムを整備。 

超長期 
 
 
 
 
 

都市計画分野等との連携

が必要なテーマ。 
 
 
 
 

1-5 
 
 
 
 
 

都市対策 
 
 
 

地域での省エネル

ギー対策強化 
 
 

都市独自に建築の省エ

ネルギー基準を強化す

る。特に中小規模建物の

基準づくりが重要。 

 
 
 
 

中小ストックに適用しよ

うとすると、行政コストは

高い。 
 

6-8 
 
 
 

都市対策 
 
 
 
 
 

エリア・エネルギー

マネージメントシ

ステム（地域環境モ

ニタリングシステ

ム）の導入 
 

ITを活用した施設全体

・複数建物のエネルギー

一括管理。実測データに

より対策効果を把握す

る。または、効果的に対

策を導入する。 

都市再生事業に

おける情報提供

・指針へと影響

を与える。 
 
 

BEMSの導入しがたい小規

模建物に適用可能である。 
 
 
 
 

19 
 
 
 
 
 

都市対策 
 
 
 

 

 

エネルギーの面的

利用・未利用エネル

ギーの有効利用・複

数主体間のエネル

ギー融通 

 

複数建物でのエネルギ

ー融通や地域冷暖房な

どによるエネルギーの

面的利用の促進（熱が中

心） 

 

 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

 

 

9-11,23､26, 
27,28,33 
 
 

 

 

都市対策 
 
 
 
 

廃熱の広域利用幹

線 
 
 
 

配管設置が困難。 近で

は水道の予熱やケミカ

ルヒートポンプ等を利

用した陸上輸送も検討

されている。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

20-22,32 
 
 
 
 

都市対策 
 
 
 

都市レベルの新エ

ネルギー導入 
 
 

燃料電池など高効率コ

ージェネレーション。分

散型新エネルギーネッ

トワーク構築 

 
 
 
 

マイクログリッドなど新

エネルギーによる電源を

電力系統と連系するため

の技術開発も必要 

12-18,29-31 
 
 
 

都市対策 
 
 
 
 

都市緑化等 
 
 
 
 

緑化推進 
自然被覆地の適正配置

ヒートアイランド対策

による熱環境を改善を

通じた省CO2化 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

24,25,32 
 
 
 
 

都市対策 
 

透水保水舗装の普

及 
ヒートアイランド軽減

 
 
 

 
 

 
 

都市対策 
 
 
 

交通対策 
 
 
 

エコカーの普及促進 
自家用車利用から徒歩

・自転車・公共交通機関

利用への転換促進 
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４ 木材資源利用対策 

 

４.１ 概要 

 

建築が地球環境に与える影響が大きいことは、当学会においても認識されてきた。その一方で、

我が国の建築は現在でも木材を多用しており、世界有数の木材輸入国となっている。そして、こ

うした木材利用は森林による吸収源対策とも関連するものである。また、近年森林資源をバイオ

マスエネルギーとして利用する動きが国際的に活発化してきている。こうした中、我が国におけ

るバイオマス利用の方向性を示すために、バイオマス日本総合戦略が 2002 年末に閣議決定された。

森林資源ときわめて密接な関係にあり、地球環境へ多大な影響を与えている建築は、バイオマス

を通して積極的な役割を果たしていく必要がある。 

我が国の木材自給率は２割を切るに至っている。さらに、製材品として輸入されてくる割合が

増えている。こうした木材需要のうち建築用途が中心となる製材用と合板用は全体の 55％を占め、

建築関連においても外材の利用がきわめて多いといえる。このことは、海外の森林保全や、その

吸収源対策に対しても我が国の建築が大きな影響力を有していることを表している。さらに、バ

イオマスエネルギーがカーボンニュートラルとして、温暖化対策上の有効な手法足らしめるため

にも、森林管理を担保していかなければならない。 

 

４.２ 違法伐採対策 

 

建築に使われる木材がどのような森林管理のもとからなのか、木材生産者のみの責任にゆだね

るのではなく、建築生産からの規制や建築主の判断が働くようにする必要がある。その意味で、

森林認証制度を建築生産に導入していくことも検討する必要があろう。日本政府の気候変動イニ

シアティブ」において違法伐採対策に取り組むことを表明し、グリーン購入法を改正して木材・

木材製品の合法性、持続可能性が証明されたものであることを判断の基準として追加・見直しを

行った。 

 

４.３ 森林整備と間伐材利用 

 

京都議定書における吸収源に関する条項において、政府は森林吸収量を算入することによって、

3.9％程度の削減が可能という立場を表明している。しかしながら、我が国の場合、新規植林、再

植林はわずかしかなく、森林経営による吸収量確保を目指している。そのためには、低迷する国

産材の需要を伸ばし、育成林の適切な整備を可能にしていかなければならない。 

 

４.４ 建築の木材利用による炭素固定 

 

森林そのものは成長過程の中で炭素吸収源となるが、伐採されて木製品となったものの炭素排
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出をどのように扱うかはいくつかの方法が検討されている。現在の IPCC 排出目録ガイドライン

の暫定法では、伐採された森林はその時点で炭素も大気へ排出されるものと見なされる。しかし、

国内伐採分のみが対象とされており、外材の海外での伐採分は対象とされていない。また、こう

した木材製品に固定される炭素蓄積量の変化については考慮されていない。そうした中、排出を

木製品の消費国のものとして扱って評価すると、我が国のように木材輸入国は排出量が増える。 

伐採原木は製材等の加工を経て建築に投入され、その後は廃棄されるまで炭素は固定される。

その過程の中で多くの残材や廃材が出されるが、こうした残廃材は再利用されるものもあるが、

そのまま廃棄されると炭素は排出されていく。 

建築は炭素をストックしているが、大気への負荷はその増減による吸放出量が影響する。その

意味で、現在のところ建築の炭素固定量は微増しており、二酸化炭素の吸収に寄与している。し

かしながら、建築への木材投入の過程では大量の残廃材が発生しており、これらの有効利用が温

暖化対策として大きな影響を有する。 

 

４.５ 建築副産物による木質エネルギー利用 

 

建築の生産から廃棄にいたるまでには、様々な段階で木質廃棄物が排出されている。その中に

は再資源化されているものもあるが、有効利用されずに放置されたり、焼却処分されているもの

も多い。こうしたものを化石燃料の代替資源としてエネルギー利用することができれば、二酸化

炭素の排出削減につながる。このように、建築の木材利用から発生する副産物をカスケード的に

エネルギー利用することは温暖化対策として重要であるが、我が国ではこうしたバイオマスエネ

ルギー利用はまだ堵についたばかりである。 

製材所廃材はダイオキシン特別措置法によって自家焼却が困難になり、建築廃材も建設リサイ

クル法によって再資源化が求められるようになってきた。この二つはこうした規制による対応が

急がれるとともに、需要地への輸送面においても有利である。また、林地残材も多くの潜在量を

有しており、いかに効率的な回収を行えるかが課題となる。 

バイオマスエネルギーの利用形態としては、熱として利用するのか、電力として利用するのか

ということも、地域の状況にあわせて判断していかなければならない課題である。 

 木造建築を多く抱える日本にとって、木材消費の観点からも温暖化対策を考えていくことは重

要な意味を持つものである。その対策として、長寿命化や再資源化によって、木材消費量そのも

のを低減させながら、国産材の利用を高めていく必要がある。そして、我が国に適したバイオマ

スエネルギーの利用を進めていく必要がある。 
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表６ 木材資源利用対策リスト 

 カテゴリー    対 策 名      対  策  内  容    効 果     評    価     関連文献 

 
 
 

木材利用拡大 
 
 

木造建築の普及 
大型木造建築の開発 
間伐材利用促進 

 
 
 

コスト低下、品質向

上が必要。 
 

 
 
 

 
 

違法伐採対策 
 

国産材利用 
認証材利用 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

バイオマスエネル

ギー利用 
 
 

建築単位での導入 
地域単位での導入 
 
 

 
 
 
 

技術的にはすでに

実用レベルであり、

普及に向けた計画

支援が必要。 

 
 
 
 

 

 

参考文献 
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５ 適応策 

 

温暖化に対する対応としては、原因物質である温室効果ガスの排出量を削減する緩和策

(Mitigation)と温暖化しつつある気候へ自然生態系や社会・経済システムを適応させる適応策

(Adaptation)がある。国際的には、すでに温暖化は相当進行しているという認識のもとに、適応策

の重要性が再確認されるに至っており、例えば、IPCC の第３次報告書においては、温暖化の進行

を予測する「科学的根拠」、温暖化の緩和策を評価する「緩和対策」と並んで、「影響、適応、

脆弱性」が一つの作業部会を構成している。気候変動枠組み条約においても国内対策としての適

応策を検討することを規定している。日本においては、温暖化対策は防止策が中心であるが、今

後日本でも温暖化の影響が顕在化すると予想されることから適応策の本格的な検討が必要となっ

ている。1) 

しかし、特に日本では、適応に関する検討や研究が非常に少ない。政府が 2006 年１月に IPCC

に提出した「気候変動に関する国際連合枠組条約」に基づく第４回日本国報告書 2)において、適

応策に関する主な記述は以下の通りである。 

・我が国では、主に沿岸域と社会基盤施設、及び農業生産における適応策について検討を進めて

いる。 

・適応策には、IPCC が提案したように、計画的撤退、順応、防御の 3 つがある。沿岸域の土地

利用密度の高い我が国では、脆弱な地域の継続的な利用を前提とした順応や防御が主体となら

ざるを得ない。適応策には、計画面、制度面といったソフト面の対応から構造物といったハー

ド面まで幅広い方策があるので、影響の回避のために予見的な検討を進める必要がある。 

・温暖化によって、将来、国内の農業生産は影響を受けると考えられ、適応策としては、より気

候に適した品種の開発、作目の転換、栽培方法の変更等により、環境変化に順応していくこと

が考えられる。 

また、国立環境研究所がとりまとめた「地球温暖化が日本に与える影響について」3)においては、

部門別に地球温暖化による影響とその適応策がリストアップされているが、その中で建築は「住

居、オフィスビルの冷房需要の増大」が影響として挙げられ、その適応策としては「バルコニー、

日除け、自然換気、冷却用地下水等のシステム導入」が示されている。また、これらは設計時に

対応することで十分に対応可能であるため、適応の可能性が高いとされている。 

適応策の検討を行う上では、その前提として温暖化の進行が自然生態系や社会・経済システム

にどのような影響を与えるかを明らかにする影響分析が必要となる。上記のように温暖化に伴う

海面上昇の予測や農作物の生産の変化予測などがよく知られているが、建築や都市が地球温暖化

によってどのような影響を受けるかについての研究はあまり見られず、日本建築学会の地球環境

委員会関係でも 1990～1992 年特別委員会の「環境変化小委員会」が地球環境問題が建築・建設行

為に対する影響をリストアップしたもの 4)が見られる程度である。ちなみに同書では地球温暖化

が建築や建設行為に与える影響として、居住地域の水没移転・堤防の強化・排水計画の変更、設

計条件の変更、設計強度の増加、熱源機器の負荷変化、水利用変化、熱帯夜・真夏日増加・室内

環境の悪化、火災の増加・台風の増加、耐久性の見直し・断熱性仕様の変更・海岸地域の対塩性
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の見直し、庭園緑地計画の変更、コンクリートの中性化促進などが挙げられている。 

わが国の都市部では、地球温暖化現象に対する影響と同時に、ヒートアイランド現象の影響が

生じており、両者の影響はかなりオーバーラップしていると共に、現状では後者の影響が強いと

考えられる。そのため、現在のわが国におけるヒートアイランド現象の環境影響を明らかにする

ことは、地球温暖化が将来引き起こす影響のうち、温度上昇に直接関与する部分を予測する上で

も重要であるといえる。5,6) 

なお、ヒートアイランド現象に対する緩和策である屋上緑化、光触媒コーティング（+撒水）、

高反射塗料等は、室内温熱環境の緩和、冷房需要の削減を通じて地球温暖化に対する適応策にな

っていると考えられる。7) 

地球温暖化による建築分野の適応策としての研究として、雑誌 Building Research and Information

が 2003 年に特別号 Preparing for Climate Change: Adapting the Built Environment を出している。8,9)

その中で紹介されている各国の取り組みにおいては、気候変動による風雨の強くなることにもと

づく建物被害等に主として着目しているようである。なお、同書において同誌の編集者でもある

Lowe9)は、適応策には緩和策とシナジー効果を持つものと，コンフリクトを持つものがあること

を指摘し、下の図のようにまとめている。 

 

図２ 建築分野における緩和策と適応策の関係（Lowe 2003）

緩和策としての効果

適応策としての効果

正のシナジー効果

・建築断熱性能の改良
・熱容量の大きな建築
・高反射屋根材料
・先端的な窓システム
・エネルギー効率の良い機器
・既存建築の断熱促進
・高COPの冷房システム

・生活行動の変化

コンフリクト

・冷房使用の増加
・強い雨の増加による壁断熱の制限
・洪水リスクのため、現存する都市域やイン
フラストラクチャーを放棄する？

コンフリクト

・冷房の禁止
・エネルギー価格を高める政策

負のシナジー効果

・新しい交通インフラ？
・照明や電化製品に対する需要増加
・熱容量の小さな建築



                                                CGER-I079-2008；家庭･業務部門の温暖化対策 

- 197 -

表７ 適応策対策リスト 

カテゴリー 対策名 対策の内容 効果（時期） 評価 関連文献

適応策 
 
 

パッシブクーリング 
 
 

機械冷房に頼らず、建築計画で

通風等による快適性確保をね

らう 

 
 
 

気温上昇により、通風やナイ

トパージのポテンシャルが低

下することには注意が必要 

 
 
 

適応策 
 
 

エアコン等冷房シス

テムの省エネルギー

化 

省エネルギー化により、冷房空

間の増加によるエネルギー消

費を削減 

 
 
 

冷房による健康維持効果を適

応策として評価すべき 
 

 
 
 

適応策 
 

空調設計用外気温度

の見直し 
温暖化に対応した建築設計条

件の見直し 
 
 

 
 

10,11 
 

適応策 
 
 

建物・都市形態の変

更 
 

暑熱時の活動空間として半屋

外空間等の冷房空間を増加さ

せる 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

適応策 
 
 
 
 

生活スタイル、着衣

の変更 
 
 
 

暑熱環境への適応により、冷房

設定温度の緩和を目指す。 
生活スタイルとして夏休みを

長く、冬休みを短くする様な適

応もある 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

12 
 
 
 
 

適応策 
 
 

風雨の激しくなるこ

とによる建物の対策 
 

メンテナンスの強化、強風や雨

水排除、水分対策の強化、保険

など 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

適応策 
 
 
 

洪水対策 
 
 
 

海面上昇や台風など豪雨の増

加に備え、基礎対策あるいは洪

水危険箇所からの建築の撤退 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

適応策 
 

ヒートアイランド緩

和策を通じての適応 
屋上緑化、高反射塗料など 
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資料２ 

平成 16～18年度環境省地球温暖化対策技術開発事業 

建築物における空調・照明等自動コントロールシステムに関する技術開発 
（概要） 

 
（国立環境研究所・宮城工業高等専門学校・㈱山武・東京理科大学・埼玉大学） 

 

 

 2004～2006 年度に実施された環境省地球温暖化対策技術開発事業「建築物における空調・照明等自動

コントロールシステムに関する技術開発」の概要について紹介する・ 
 本開発事業では、リアルタイムの熱負荷シミュレーションを建物の空調・照明の自動制御に導入するこ

とによって、個別の省エネ技術を統合的に十分に活用する手法を開発を試みた。すなわち、開発するシウム

は、① 設計の際に行われていたシミュレーションを、現状の再現のみならず予測を含め常時行い、② 

気温や湿度等のセンサーのデータを、監視や直接的な制御のためのみならず、シミュレーションのための

データとして利用し、③ 現在の測定データと設定値の差によって制御を行うのではなく、測定データ等

から計算した予測値と目標値を比較することによって迅速でなめらかな制御を行い、④ 制御に当たって

は、省エネ（あるいはCO2削減やコスト削減）目標に即した制御を行う、ものである。 

開発するシステムは、パソコンとシミュレーションソフト、気温・湿度等の測定器、制御システム、イ

ンターフェースで構成される簡単、

かつ明瞭なものであるが、様々な

省エネシステムを統合し有効に機

能させるシステム、「システムの

システム」というべきものである。 

本開発事業では、上述したような

システムを開発、評価・検証し、

さらに地域・国レベルでの効果的

な導入のために、シミュレーショ

ン、制御、建物省エネ評価、対策

効果に関する４サブテーマで研究 

を進めた（図1）。 
             図 1 サブテーマの分担と連携体制 

 
サブテーマ１ 自動コントロールシステムにおける建物熱負荷シミュレーション技術開発 

地球温暖化研究棟（以後、温暖化棟）を実証の場として、室内環境とエネルギー消費のシミュ

レーション技術の開発、計算モデルの作成し、自動コントロールシステムの実装に向けたシナリ

オを作成した。 

熱負荷シミュレーションソフト、TRNSYS を用いて開発したシミュレーションシステムが、温

ST2
制御技術の開発

設備機器の最適制御と監視

ST1
シュミレーション

エネルギー消費量、室内

環境等の計算・予測

ST4
広域への普及
のための評価

開発システムを持つ
建物の地域レベルで
の評価

ST3
評価・検証

エネルギー消費量、室内環境

空調・照明等の
自動コントロールシステム

ネットワーク

ネットワーク
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シミュレーション無し

シミュレーション制御

暖化棟を対象とした自動コントロールシ

ステムにおいて、計測－シミュレーション

－制御の相互間のデータ通信が円滑に稼

働することを確認した。これにより、多様

な建物に対して、省エネ・CO2削減・快適

性の確保・コスト削減などの目的に応じた

自動制御が可能となった。 

また、建物の熱的挙動を計算するために

必要なデータを用いてシミュレーション

を行い、計算モデルの改良を進めた（図 2）。

加えて、温暖化棟の実証試験に基づいて、

一般的なオフィスビルの空調制御に使え

るように、設定条件を様々に変えたシナリ

オを整備した。これにより、一般のオフィ

スへの用のみならず、建物の用途に応じて

シナリオを変えれば、それらの建物へ適用 

きることが分かった。            図 2 シミュレーションプログラムを採用した計算例 

 

サブテーマ 2  自動コントロールシステムにおける建物機器制御システム開発  

サブテーマ 1 で開発したシミュレーション技術を利用した自動コントロールシステム技術開発

し、サブテーマ 3 の実証試験をとおして、システムとしての実用性を確認した。自動コントロー

ルシステムにおける制御、評価のため新しい共通プラットホームの装置モデルを開発した（図 3）。 

 この装置モデルは、IP ネットワークプラグイン式の準汎用コントローラであり、計測・制御・

監視・演算・管理のさまざ

まなカスタマイズが容易で、

かつ、極めてコンパクトな

新しいBEMSプラットホー

ムとなった。このフレキシ

ブ ルなプラットホームを

BACFlex （ Building 

Automation & Control 

Flexible platform）と名づけた。

なお、温度・湿度の設定値

を一定の幅を持って設定し

て制御する機能を開発し、

この機能によって、熱負荷

シミュレーションの計算熱        図 3 BACFlex プラットホームのアプリケーションタスク編成 

BACFlex
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計
算
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スキンロード、外気冷房制御
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従来制御

シナリオに基づくCO2削減運転

運用支援、運転情報の提供

制
御
切
替数理計画型モデル予測制御
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負荷と実制御時の使用エネルギーを近づける制御が可能になり、シナリオに基づく運転の実現性

を高めた。また、温暖化棟の熱源の最適運用モデルを検討した結果、空調機までは TRNSYS が、

空調機に供給する熱源は GAMS が分担することにより、シミュレーション制御が可能になり、ニ

ュートラルネットワークモデルの採用によって、高精度の負荷予測が可能になった。  

 

サブテーマ３ 建築物における省エネ・業務効率の観点による自動コントロールシステムの総合評価 

温暖化棟において、サブテーマ２がサブテーマ１が連携して開発した BACFlex による空調シス

テム運転の検証実験を行った。 

まず、検証実験を行うために、温暖化棟のエネルギー消費・空調システム動作・室内環境・外界

条件などを、オンラインで計測・収集できる計測システムの整備や空調システムの調整・不具合箇所

の改善などを行い、温暖化棟の空調制御特性を把握した。その後、建物内外の環境・エネルギー消費

に関する情報に基づくシミュレーション結果を制御パラメータとして用いる空調制御システムを構

築し、BACFlex を用いたシミュレーション制御の実証試験を熱負荷の異なる季節ごとに行った。図

4 に冬期間スキンロード制御の例を示すが、BACFlex を用いたシミュレーション制御の有無 によ

る室内環境と給気条件を示すが、シミュレーション制御により空調運転の平準化効果や省エネ効果

が短期間の運転実績からも示唆され、開発したシステムが機能することを実証した。また、照明関連

では自立調光型蛍光灯の導入によって、約 25％のエネルギーの削減が可能であることが分かった。 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4 地球温暖化研究棟重点計測エリアにおける BACFlex を用いたシミュレーション制御例 
           （左;従来制御、右；シミュレーション制御、いずれも冬期スキンロード制御の場合） 

 
サブテーマ４；自動コントロールシステムを含む省エネ建築物の地域レベルにおける評価 

本プロジェクトで開発を進める自動コントロールシステムの導入によって生じる地域レベルで

の省エネ効果について、建築物・エネネルギー関連の統計資料に基づく対策効果を評価するため

の手法を開発し、各種対策の CO2排出削減効果について試算した。 
対策効果の評価に必要となる建物用途別・エネルギー種類別・熱用途別のエネルギー消費量・

温室効果ガス排出量を建物規模別、建設年次別に推計し、市区町村別排出量を試算した。 
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それをもとに、さまざまなレベルで CO2排出量の将来推計を行い、温暖化棟での実測と計算を

踏まえた地域レベルでの排出

削減効果について評価した。

図 5 に本開発事業で開発した

空調・照明の新技術を含め、

今後  実現されうる省エネ

技術を導入した場合のCO2排

出量を示すが、全ての省エネ

技術導入された場合には大幅

な削減の可能性があることが

分かった。             図 5 省エネ対策の有無による業務部門別の CO2排出量予測 
 
開発した技術・システムの商業化・事業化への道筋（ロードマップ） 

開発した自動コントロールシステム（BACFlex）は、汎用性 

の高い“新機能 BEMS”であり、新設・既設にかかわらず建築物 

への導入が可能である。また、ネットワーク制御・運用を前提 

としているので、建築物以外でもその市場に合致したネットワ 

ークを構築できるので、大きな費用対効果を得られやすいシス 

テムである。この BACFlex の一般への普及を目指し、汎用性の 

高いモデル（図 6）を試作した。               図 6 BACFlex 装置の試作モデル 

温暖化棟での BACFlex による冷       表 1 2020 年までに予測される CO2削減量(単位：1000tCO2） 

房負荷は全冷房期間で 9％の 

省エネと推定できた。これを東京

付近の一般ビルに適用した場 合、

全エネルギー需要における冷房分

を 25％とすると全体としては 2.3 

％の省エネとなり、さらに、全国に適用すると平均 1.6％の省エネ効果が期待され、その CO2 排

出削減効果は 1.5％削減の可能性があることが分かった。この結果、業務部門の中で空調エネルギ

ーは比較的大きな割合を占めているため、広く普及すれば削減効果は小さくなく、事業化の可能

性が十分にあると判断できた。 

温暖化棟での実証試験から、新空調システムの導入と照明に自立調光型蛍光灯を導入することに

より、今後 2020 年までに、本事業で開発した新技術が既存建物への導入が 30％、新築建物への

導入が 100％と仮定すると、業務部門の CO2排出量の４％程度を削減できるポテンシャルがある

ことが明らかになった（表１）。 

また、居住者向けに BEMS 技術を応用した空調省エネ運転のための情報提供システム（リアル

タイムモニタ）を開発した。本システムによって、居住者とエネルギー管理者が情報を等しく共

有できることになり、居住者の快適性・省エネ性を目指す空調システムの運用にとって、空調制

御を担う BACFlex システムとともに、新らたな空調運用方式として期待できる。 
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資料３ 

 

シンポジウム「建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？」開催報告 

 

 環境省地球温暖化対策技術開発事業として、2004～2006 年度にかけて、国立環境研究所、宮城工業高

等専門学校、(株)山武、東京理科大学、埼玉大学が連携して、「建築物における空調・照明等自動コント

ロールシステムに関する技術開発」を実施した。その事業の一環として、業務部門の温室効果ガスの排

出削減にかかわる対策技術の普及の目的で、温暖化対策実施のための方策や削減策について、当該分野

の専門家を招聘してシンポジウムを開催した。 

本シンポジウムには、建築物・空調システムのエネルギー対策関連の研究者・行政施策者など約 160 名が

参加し、講演での質疑応答や、ポスター発表の研究概要紹介では、活発な議論、情報交換が行われた。 

 

○シンポジウム「建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？」 

 

 日  時 2007 年 3 月 3 日（土）10:00 ～17:30 

 場  所 建築会館ホール（東京都港区芝 5-26-20） 

 主  催 （独）国立環境研究所 

 共  催 （社）日本建築学会 

 後  援 環境省、（財）全国地球温暖化防止活動推進センター 

 企画運営 （独）国立環境研究所 地球環境研究センター 

 

【講演】 

 基調講演：低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと 

      －脱温暖化 2050 研究プロジェクト研究結果から 1－   国立環境研究所 藤野純一 
 

 第１部 建築から見た温暖化対策 
 

  1）生活・住宅対策 

  統計データからみた生活・住宅対策について       日本エネルギー経済研究所 田中昭雄 

  住宅のエネルギー消費実態と削減方策について             東京理科大学  井上 隆 

  住宅用エネルギー消費情報提供システムによる省エネ効果       電力中央研究所 上野 剛 
 

  2）業務対策 

   熱負荷シミュレーションからみた業務対策について          宮城工業高専 内海康雄 

   BEMS (ﾋﾞﾙｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)導入による省エネの可能性        （株）山武 神村一幸 

  BEMS を用いた業務対策の実態と総合評価手法について     国立環境研究所 吉田友紀子 
 

  3）地域・都市対策 

  エネルギーの面的利用－地域冷暖房の新しい展開に関する考察－   横浜国立大学 佐土原 聡 
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  大都市のエネルギーシステム変革シナリオ(大阪市を例に)          大阪大学 下田吉之 

  建物個別対策から都市の面的対策までの統一的評価について(宇都宮市を事例として) 

                                  日本工業大学 石田武志 
 

 第２部 建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは？ 

  低炭素社会構築に向けて建築システムに求めたいこと 

    －脱温暖化 2050 研究プロジェクト研究結果から 2－      みずほ情報総研 宮下 真穂 

  2050 年温暖化対策シナリオの実施可能性           慶廳義塾大学   伊香賀俊治 

  民生部門将来排出削減シナリオの比較                   埼玉大学 外岡 豊 
 

【ポスター発表】 

 １．地球温暖化防止のための森林の資源循環を前提とした建築用木材生産に 

    おける木質バイオマスの有効利用に関する研究     信州大学 藍原由紀子・浅野良晴 

 ２. 都市レベルでの温暖化・ヒートアイランド対策研究 大阪大学 下田吉之・鳴海大典・水野 稔 

 ３．Experimental Study on an Evaporative Cooling Pavement System         日本大学 円井基史 

 ４．保水性舗装における効果的な散水方法に関する研究  

                                                   横浜国立大学 中森裕史・吉田聡・佐土原 聡 

 ５．「地球温暖化・ヒートアイランド対策研究」住宅～地域～ 

    都市/材料～設備～住まい方                  工学院大学 中島祐輔 

 ６．住まいづくりを通して、サステナブル社会の実現を         積水ハウス 木戸一成 

 ７．地球温暖化への対応、アクションプラン 20            積水ハウス 木戸一成 

 ８．エレベータの運転台数変更による省エネ効果と利用者便益の 

    変化に関する定量分析』                  電力中央研究所 上野 剛 

 ９．大規模蓄熱槽による地域冷暖房の CO2排出量削減効果の実証 

東京電機大学 百田真史・射場本忠彦／東京理科大学 井上 隆 

東京電力 柳原隆司／日建設計総合研究所 岡垣 晃 

 10．建物間エネルギー融通の導入効果に関する研究 

                       横浜国立大学 清田正道・吉田 聡・佐土原 聡 
 

 11～18．平成 16～18 年度環境省地球温暖化対策技術開発事業「建築物における空調・照明等自動コ

ントロールシステムに関する技術開発」 －コンセプト及びプロジェクト概要の紹介－ 

サブテーマ１ 自動コントロールシステムにおける建築熱負荷シミュレーション技術開発 

サブテーマ２ 自動コントロールシステムにおける建物・機器制御システム開発 

サブテーマ３ 建築物のおける省エネ・業務効率の観点による自動コントロールシステム 

の総合評価 

サブテーマ４ 自動コントロールシステムを含む省エネ建築物の地域レベルにおける評価 
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略 語 集 

 

AHP  Analytic Hierarchy Process 
  階層分析法 
AHU     Air Handling Unit 
   エアーハンドリングユニット（空気調和機） 
BACFlex  
   BACnet を利用した新たな空調システム（(株) 山武や国環研らが開発） 
BACnet  Building Automation and Control Network System 
   インテリジェントビル用ネットワークの通信プロトコル規格 
BEE  Building Environmental Efficiency 
   環境性能効率 
BREEAM   Building Research Establishment Environmental Assessment Method 
   イギリスの英国建築研究所（BRE）によるエネルギー評価手法 
BEMS  Building Energy Management System 
   建物エネルギー管理システム 
BMS  Building Management System 
   建物管理システム 
CASBEE Comprehensive Assessment System for Building Environmental Efficiency 
   建築物総合環境性能評価システムと呼ばれる日本のエネルギー評価手法 
CCS  Carbon Dioxide Capture and Storage 
   二酸化炭素隔離貯留 
CEM    Community Energy Management 
   カナダのエネルギー管理協議会 
CFD  Computational Fluid Dynamics 
   計算流体力学 
CGS    Computational Fluid Dynamics 
   コージェネレーションシステム 
COE        Center Of Excellence    

中核研究拠点 
COP    Coefficient of Performance 
   エネルギー効率の目安として使われる成績係数 
Cx    Commissioning 
   性能評価プロセス 
DHC   District Heating and Cooling 
   地域冷暖房 
ECOIS I   Energy Consumption Information System I 
   電中研が開発した電力消費情報提供システム 
ECOIS II  Energy Consumption Information System II 
   電中研が開発した改良型エネルギー消費情報提供システム 
EDMC   The Energy Data and Modeling Center 
   （財）日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット 
ELPAC      
   竣工設備データ 
EMS    Environmental Management System     
   環境マネジメントシステム 
ESCO   Energy Service Company 
   エスコ（省エネルギーの提案、施設の提供、維持･管理など包括的なサービスを行う事業）

EU-ETS  EU-Emission Trading Sheme 
   EU 内排出量取引制度 
FCU    Fan Coli Unit 
   ファンコイルユニット 
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GBC  Green Building Challenge 
   グリーン建設行動 
GBTool  Green Building Tool 
   カナダで開発されたサステナブル建築の評価手法 
GDP   Gross Domestic Product 
   国内総生産 
GIS  Geometry Information System 
   地理情報システム 
HKBEAM  Hong Kong Building Environmental Assessment Method   
   香港環保建築協会によるエネルギー評価手法 
HEMS    Home Energy Management System      
   住宅エネルギー管理システム 
HP   Heat Pump 
   ヒートポンプ 
HVAC  Heating Ventilation and Air Conditioning 
   空気調和 
IEA   International Energy Agency 
   国際エネルギー機関 
IMC   Integrated Marketing Communication 
   統合型マーケティング・コミュニケーション 
LCA  Life Cycle Assessment 
   ライフ・サイクル評価 
LCD   Liquid Crystal Display 
   液晶モニタ 
LEED   Leadership in Energy and Environment Design 
   米国で開発されたサステナブル建築の評価手法 
LNG  Liquefied Natural Gas 
   液化天然ガス 
LRT   Light Rail Transit 
   軽軌道交通 
MDG   Millennium Development Goals 
   ミレニアム開発目標 
METI   Ministry of Economy, Trade and Industry 
   経済産業省 
NCU  Network Control Unit 
   計測データ発信機 
NEDO  New Energy and Industrial Technology Development Organization 
   （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 
PAL/CEC Perimeter Annual Load factor/ Cofficient of Energy Consumption 

   年間熱負荷係数／設備システムエネルギー消費係数 
PV   Photovoltaic power generation 
   太陽光発電 
RECS   The Renewable Energy Certificate System 
   再生可能エネルギー証明システム 
SHASE  The Society of Heating, Air-conditioning and Sanitary Engineers of Japan 
    空気調和・衛生工学会 
SOFC   Solid oxide fuel cell 
   固体酸化物燃料電池 
TRNSYS  
   米国で開発された建物熱負荷計算プログラムのソフトウエア 
toe     ton of oil equivalent  
   石油換算トン 
VAV   Variable Air Volume 
   可変風量装置 
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